




　東日本大震災から３年余りが経過しました。被災地においては，被災自治体・

住民などの皆様のご努力により，様々な困難を一つひとつ乗り越え，復興が進め

られています。その一方で，被災者の住宅再建や生業再建など，これから克服し

ていかなければならない課題も残されていると承知しています。

　震災からの復興を一日でも早く成し遂げるためには，震災から３年を経過した

この時期に，どのような課題や問題点が残されているのかを検証することが必要

と考えます。

　神戸市では，東日本大震災の発災直後から緊急消防援助隊や先遣隊を現地に派

遣し，避難所等の応急対応やインフラの復旧，復興まちづくりなどさまざまな分

野で被災地支援に取り組んできました。本市は，阪神・淡路大震災で被災し，全

国から温かい支援を受けて街を再生することができました。そのような経験を有

する神戸市民だからこそできる支援を，今後とも続けていきます。

　また，本市でも，近い将来に発生が予想される南海トラフ地震・津波への防災

対策を進めています。ハード・ソフトの両面にわたり，被害を軽減する対策を進

めています。最大クラスの大規模広域災害では，緊急時の情報伝達や物資の流通

など通常なら期待できる短期・長期の社会的な支援が機能しないことが想定され

るため，日頃からの備えと災害時の行動について，市民一人ひとりが自ら考えて

備え，判断し行動していく「自己決定力の向上」を図ることがきわめて重要です。

阪神・淡路大震災の経験を踏まえて，全市に設置されている「防災福祉コミュニ

ティ」による避難訓練などを地道に続けていきます。

巻  頭  言

　東日本大震災と「貢献する都市」

　としての神戸

　　　　　　　　神戸市長　　久  元  喜  造



　来年１月には阪神・淡路大震災から20年の節目を迎えます。これまで取り組ん

できた防災教育や啓発を一層推進し，阪神・淡路大震災の教訓である自助・共助

の重要性を次の世代に受け継ぎ，震災の教訓や経験を国内外に発信していきます。

　神戸は，海と山，美しい街並みや田園に恵まれた，多くの魅力を兼ね備えた街

です。その反面，阪神大水害や戦災，阪神・淡路大震災など，幾多の試練を市民

と行政が力を携えて乗り越えてきた街です。

　震災の経験や教訓を伝え，神戸を再生させた経験を生かしながら，安全で安心

なまちづくりに取り組んでまいります。

　「貢献する都市としての神戸」の取り組みのひとつとして，本号のテーマであ

る「東日本大震災の復旧・復興の現状分析と今後の課題」について，東日本大震

災の復興に少しでも役立つことができるよう，取り組んでいきたいと考えており

ます。



　東日本大震災から３年余りが経過した。東日本大震災からの復旧・復興につい

ては，阪神・淡路大震災で全国から支援をいただいた被災地のシンクタンクとし

て，弊研究所において「東日本大震災からの復旧・復興に関するプロジェクトチー

ム」を平成23年４月に立ち上げた。

　同プロジェクトチームでは，震災から間もない平成23年６月に「東日本大震災

からの復旧・復興に関する第一次提言」をとりまとめ，応急対応期から復興対応

への移行期の課題とその解決策について，阪神・淡路大震災の経験・教訓を踏ま

えて提言を行った。

　その後も同プロジェクトチームにおいて情報収集と調査研究をすすめてきたが，

このたび，被災地におけるマンパワー不足対策を中心とした「復興対応に必要な

被災自治体の人的資源の確保」に関する提言を行う運びとなった。提言の内容に

ついては今号の参考資料に掲載している。

　今号では，同プロジェクトチームにおける検討内容を踏まえ，震災後３年を経

過したこの時期に，どのような課題・問題点が残されているかを整理・分析し，

今後の復旧・復興のあり方について論じていただく。

　まず，論文「３年経過した東日本大震災」では，復旧ができないまま復興をし

なければならないという，東日本大震災とこれまでの大震災との根本的な違いを

前提としながら，３年を経過して残された課題や問題について総括して論じてい

ただいた。

　次に，論文「東日本大震災からの復興まちづくりの現状と課題」では，まちづ

くりの分野から東日本大震災と阪神・淡路大震災との相違点に留意しつつ，本格

復興期を迎える復興まちづくりの課題について被災自治体の取り組みを中心に論

じていただいた。

　そして，論文「東日本大震災からの復旧事業を通した課題」では，地盤工学の

観点から，過去の大震災から東日本大震災までの宅地の災害復旧について検証す

るとともに，今後の大震災に備えるための宅地耐震化推進事業の促進の必要性に

ついて論じていただいた。

　さらに，論文「生活復興プロセスにおける援助」では，生活復興の分野を対象

に，東日本大震災の仮設住宅から災害公営住宅への移行期に視点をおいて，その

プロセスの内容に具体的な検討を加え，地域福祉を実践的に深化させることの必

要性について論じていただいた。

　最後に，論文「政府財政支援と被災自治体財政」では，財政の分野を対象に，

阪神・淡路大震災と比べてかなり手厚くなった政府による自治体への財政支援の

内容を分析するとともに，被災自治体の今後の財政危機の問題など，財政上の課

題について論じていただいた。

特集「東日本大震災からの復旧・復興の現状分析と今後の課題」にあたって
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はじめに

　20年前の阪神・淡路大震災の時，被災地は

いわゆる後藤田ドクトリンに従って行動した。

復旧は国でやるが，それ以上の復興は被災地

の責任でやりなさいよというのがそれである。

もっとも国による復旧は公共的インフラだけ

で，個人住宅などの私的資産は含まない。被

災した県や市町村は，したがって，厖大な地

方債を発行するとともに，財政上の工夫を通

じて住民および企業などの復旧・復興に努め，

その負担に今日でも喘いでいるところもある。

その点，東日本大震災は違っている。

　震災の烈度が，阪神・淡路の時とは比較に

ならぬ激しさであり，想定外の大津波の来襲

と原子力発電所の破損とに加えて，被災地が

500キロメートルをこえ，おまけに被災地の行

政体が小規模で職員数も財政能力も少なく，

復興はいうまでもなく，復旧さえも困難だと

考えられたこともあって，後藤田ドクトリン

は適用されなかった。そのため，本特集の高

寄論文でもとりあげられるように，巨額の国

家補助ないし復旧・復興予算が編成され，ご

承知のようにそのための全国民及び企業への

復興税さえ課せられることになった。これは

東日本大震災の復旧・復興の阪神・淡路のそ

れらに対する大きな違いである。

　しかし，東日本大震災のこれまでの大震災

に対する根本的な違いは，それが本来復旧が

出来ない震災だった点にある。私は，東日本

大震災から早くも３年を経過した今，あらた

めてそのことを前提にしながら，東日本大震

災の復旧・復興に関するいくつかの課題ある

いは基本問題について論じてみたいと思う。

Ⅰ　復旧できない復興課題をもつ東

日本大震災

　東日本大震災から３年を経過した今日，大

震災からの復旧・復興についてジャーナリズ

ムに登場される方々は，「復興が遅い」ことを

嘆かれる人が多い。他方，例えば，復興をリー

ドしておられる自治体側からは，例えば，宮

城県の村井嘉浩知事のように，「復旧」から

「再生」へ挑戦する４年目になったという声も

出る。１）想像を絶する大震災の被害を乗り越

えて進もうとしての３年間，個々の被害者は

勿論，企業も自治体も大変な努力を重ねてこ

られ，いくつかの分野では復旧も復興もなし

とげられてきた。しかし，今回の東日本大震

３年経過した東日本大震災
　－復旧できない復興の課題－

神戸大学名誉教授　新 野 幸 次 郎

論　　文
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災は，簡単に復旧できない面を持っているこ

とを自覚しておかねばならない。

　その最も簡明な例は，被災地の防潮堤と沈

下した土地とその土地の利用の仕方と定住人

口の問題にも示されている。まず，第一に，

多くの市町で経験した想定外の大津波に対応

するために，より大規模な防潮堤が構想され，

一部では復旧・復興の名で既に着工されてい

るところもある。言うなら，最初から復旧で

はなく，国の補助金によって，いわゆる創造

的復興が構想されている。次にその内陸側の

地面には，かなり沈下をしているところもあ

り，その埋め立てが要請されている。ところ

が，以前通りの土地に埋立ができたとしても，

そこに大震災前に住んでいた人々が住宅ない

し事業所を再建する保証は出来ていない。地

域によっては，それどころか，こういう津波

被災から遁れるために被災地を離れて高所移

転を考えておられる人も多い。

　ところが，その高所移転も簡単ではない。

なぜなら，高所移転のためには，その土地購

入のために資金が必要となるが，その資金調

達の基金となる筈の，被災地域の所有地の地

籍調査ができないために，その販売もできな

い。更に，そういうこともあって，人々，と

くに若い人々の中には被災地を離れて別の地

域で生計を立てる意向を強くしている人も多

い。もし，そうなると，国の補助金によって

創造的に復興された防潮堤その他は，過剰イ

ンフラになる危険性さえある。おまけに我が

国の地籍調査はもともと不完全で，永年それ

に基づいた登記も確実ではない。今回の大震

災の区画整理のために所有者を確認しようと

してもその所有者の住所なども不明な所もあ

るようである。こうなると，比較的最近問題

にされたように一定期間内での復興という公

共的課題を解決するために，私権制限を許容

してはという意見が出てくるのもやむを得な

い面もあるといわねばならない。

　しかし，こうして復旧が難しいにも拘らず，

一番大切な被災者の生活復興を図らねばなら

ないということになると，何よりも必要なの

は，被災者の皆さんに復興のビジョンを確認

して頂き，その実現のためにあらゆる苦悩に

耐え，協力しようという覚悟をもって頂くこ

とである。いうまでもなく，職業も年齢も人

生観も異なる被災者の皆さんが同一のビジョ

ンを確立することは難しい。ただ，早急な普

及はできず，３年を過ぎてもまだ仮設住宅か

ら抜け出ることができない状況におられる方々

に希望を見出して頂くためには，出来るだけ

率直に意見を出し合って，最善はなくても，

次善，次々善の合意されたビジョンを確立し，

その中でＰ．Ｄ．Ｃ．Ａ．を繰り返していかねば

ならない。

　ところが東北地方の被災者の皆さんは，大

都市で歴史的にも活発的で自主的な市民運動

を展開してきた神戸・阪神地区の被災者とは

違っている。神戸市では，例えば，賀川豊彦

氏のリーダーシップの下に全国初の大規模な

労働運動や協同組合活動も展開され，環境汚

染克服のための地域市民活動など，今日流の

NPO活動の蓄積があった。しかし，東日本大

震災後，私も理事をしていた災害救援ボラン

ティア活動団体がはりついてきた岩手県の野

田村の被災者の方々と面談する機会をもった

際は，あるご婦人が「口に出したらおしまい

ですから」とおっしゃったのをお聞きして神

戸と東北の違いを痛感したものである。そう

言えば，かつて，大牟羅良さんはその著「も

のいわぬ農民」２）で，当時日本のチベットと

言われていた岩手の老母が，ここで生きてい

こうと思ったら望みを小さくしていかなけれ

ばならないと発言されたのを記録していた。

今回の大震災でも，東日本の被災者は自分で

ご発言されるより，国や県・市町村が何をし
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てくれるかをじっと見守っておられる面もあ

るかもしれない。もし，そうなら，より積極

的に国も地方行政体も身を低くして，しかし，

心を高くして，皆さんの声を引き出しながら，

かつてないビジョンづくりをしていかねばな

らない。

　18世紀の「リスボン地震」の際にはヴォル

テールやカントやルソーなどを筆頭にして大

論争というか，「知の変容」が起こり，文明に

どう向き合うかが，世界的規模で論じられた。
３）今回の東日本大震災は，僅かであるとはい

え地球の傾斜を変えるほどの大震災である。

しかも，先にもふれたように500キロメートル

をこえる地域に影響し，しかも，大津波に伴っ

て世界のエネルギー源として大きな比重をも

もつ原子力発電所の事故まで惹起した大震災

である。私たち日本人は，エネルギー問題一

つにしても，今まで根源的で哲学的および科

学的な探求をしないできた。これを契機に，

私たちは，あらためて知の根源的変容を意識

しながら，東日本大震災の復興ビジョンの確

立を図らねばならない。

Ⅱ　復興の基本としての生活復興

　大規模災害を経験した人なら誰でも最初に

苦しんだこと，それは，安全な住居とライフ

ラインと食料の確保である。東日本大震災と

阪神・淡路大震災とは，この３つの点でかな

り顕著な違いがある。まず，第一に，後者で

は，家屋の完全ないし部分的な倒壊と焼失は

あったが，一定期間後に漸次元の被災地で再

建できたものが多い。ところが，前者では，

大津波により流出し，しかも被災地が地盤沈

下し，防潮堤問題もあって，被災地の住居再

建の目途も立ち難いところがある。福島の場

合は更に汚染のためにいつ被災した土地に帰

れるかどうかさえ判らないところも発生した。

　第二に，水道・ガス・電気などのライフラ

インの復興については，地域によっては前者

と後者とで，大きな差もないところもあり，

仮設住宅についてはほぼ保障されてはいる。

ただ，大津波による流出のために恒久住宅の

建設地が未確定となっている被災地でのライ

フラインの復興は十全でないことは言うまで

もない。

　第三に，前者の場合，被災地の面積が広範

で，大津波による交通機関の杜絶のために陸

の孤島のようになってしまった被災地域が発

生したために，食料面その他の確保が一時的

であれ困難になったというのは，後者の場合

と根本的に異なっていた。

　以上３つのうち，決定的に重要な違いは，

第一の問題であることは言うまでもない。阪

神・淡路の場合は，先述の後藤田ドクトリン

もあり，それに即応して困難を担いながらも

自治体自身で住宅だけでなく，区画整理に苦

労しながらまちづくりを達成する組織的活力

ももっていた。それを与える民間組織として，

地域によっては，震災前から例えば野田北部

が示しているように「まちづくり協議会」が

設けられて，区域整理や小公園づくりなど実

行する体制のあったところもある。また，震

災直後の復興過程においても，私自身も一緒

に提案して「被災者復興支援会議」４）も創設

され，自治体の実施する復興施策の不備を補

完する体制も創られた。すなわち，この被災

者復興支援会議は自治体が採用した復興政策

が，被災者の皆さんにどう受けとめられてい

るかを，自治体当事者ではなく，数人の有識

者が委員となって聴取し，そこで取り上げら

れた諸問題を自治体政策実施当局に直接反映

して行くというシステムである。これは大変

なご苦労を伴う会議であったが，委員の皆さ

んの努力によって被災者の不満解消に貴重な

貢献をすることになった。
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　その点，今回の東日本大震災の場合は大き

く異なっている。阪神・淡路の場合も，震災

の大きさと関連して当初は，国が関東大震災

の時と同じように復興庁をつくってその復旧

を図るという方針が伝えられた。ところが，

当時の貝原俊民兵庫県知事や笹山幸俊神戸市

長などを中心とする被災10市10町の首長の皆

さんは，一致して復興は被災地自治体と住民

とで計画，実行するので，国はそれを全面的

に支援して欲しいという方針で立ち上がった。

先述の後藤田ドクトリンで，実際には国の支

援は復旧に限られたが，しかし，復興，特に

創造的復興はすべて各自治体と住民とで実行

してきた。

　ところが，東日本大震災の場合は，余りに

も巨大な被害で，復旧はもちろん，復興につ

いても国レベルで支援してゆかなければなら

ないと言うことで，復興会議は，復興税によ

る財源確保まで含めて巨額の復旧・復興計画

を策定した。しかし，不幸にしてこのために

大きな課題が残されることになった。

　その第一は，この復興予算を実行する自治

体組織と人員の不足ないし不十分さである。

その一例として，会計検査院の「東日本大震

災からの復興等に対する事業実施状況等に関

する会計検査の結果について」（平成24年10

月）をとりあげてみよう。大震災の土木部門

職員を１人あたりの市町村公共事業費に対す

る震災直後の平成24年度の公共事業関係交付

金合計額の比率は，市町村によっては極めて

大きくなっている。例えば，宮古市では5.2倍

程度であるが，大船渡市では12.16倍，釜石市

では19.8倍に増加している。ところが，土木

部門職員数は同じ期間に宮古市では５名，大

船渡市では13名増えただけで，釜石市では逆

に４名減少している。こういう傾向はここで

取り上げた岩手県だけではない。交付金額で

は15.6倍に増えた宮城県石巻市でも土木職員

は８名増えただけで，交付金額では9.6倍に増

えた福島県双葉町でも職員数は逆に６名から

３名に減少している。職員数の減少で有名に

なった岩手県大槌町では周知のように町長さ

んも職員も40名近く津波によって逝去されて

いる。これは復興庁で決められた予算が，現

場の市町村では処理の可能な職員数に応じて

配分されている訳ではないことを示している。

復旧・復興に必要な金額がそのこととは無関

係に算定されたのである。

　この欠陥を補充するために，東日本大震災

では周知のように，総務省を始めとした国，

全国知事会，全国市町村会，各自治体が順次，

人的資源確保を拡大してきた。しかし，平成

25年８月時点での総務省による市町村職員の

派遣スキームを見ると，被災市町村からの要

請数1,447名に対して，依然として252名は不

足しており，しかも，復興事業の本格化に伴っ

て，土木や建築などの技術職員や用地交渉を

担当する職員の要請が急増することは十分考

慮しておかねばならない。５）

　こうした事態に対応するために，私たちの

神戸都市問題研究所は「復興対応に必要な被

災自治体の人的資源の確保に関する提言」６）を

発表した。私たちは，そこで，（1）被災した

自治体の人的資源の実態や不足状況について，

（2）復旧・復興対応に於ける時系列の流れを

抽出し，それに対応した人的資源マトリック

スをつくること，および，（3）復旧・復興の

業務規模と業務の職種別必要人員の量的関係

を分析した原単位の算出などが望まれること

も指摘しておいた。

　また，自治体から折角被災地に派遣されて

も，（1）方針が示されず仕事が丸投げされ，

リーダーシップが欠如していること，（2）そ

れと関連して責任の所在が不明確で，派遣職

員の十分な活動が保障されていない。そのた

めには，何よりも派遣職員の仕事の指揮調整
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システムが整備されねばならないことも示し

ておいた。

　更に，東日本大震災の復旧・復興事業がさ

らに長期に至ることを考えると，現在のよう

な市町村などの自治体からの派遣職員のよう

に，比較的短期間で更迭するのではなく，よ

り長期にわたって事業担当できる職員確保の

方策を考えるだけなく，民間活用とか NPO，

NGO の協力体制なども工夫しなければなら

ない。しかし，被災地への全国自治体からの

職員派遣を恒常化するためには，例えば，紛

争地域への自衛官派遣の特別勤務条件のよう

な考慮も必要となるが，しかし，何れにして

も今後被災自治体が自らの雇用する職員を復

興主体として受けとめなければならない。私

たちは，それも考慮して，さきの「提言」で，

被災地自治体職員を復興を担う人材として育

成する方策も提言した。幸いにして，その提

言は，2013年度の復興庁委託事業「復興まち

づくり学校」として，盛岡では，2013年11月

の３日から６日にかけて，また，仙台では同

年11月９日から12日にかけて実施された。残

念ながら紙数制限もあって，「生活復興のため

の15章」７）では内容の報告がされていない。そ

の概要は本誌でも別に報告されるので詳細は

それに譲るが，その目的は何よりも被災自治

体の職員が，円滑かつ迅速に，復旧・復興事

業を実施できるよう，復興対応事業をこなす

ためのノウ・ハウを習得して頂くための研修

事業を行うことである。そのため，当初の盛

岡および仙台からも若干名は更に来神されて，

阪神・淡路大震災の復興現場も見学・検証し

て頂いたが，今年に入っては，更に数名の方

の神戸での検討機会をもって頂いた。区画整

理などが端的に示しているように，人間関係

のもつれなどを伴いやすい問題の円滑な処理

などは，他府県や他の市町村から臨時的に派

遣された職員では難しい。できれば，現地で

採用され，生活をしておられる職員の方々が

復旧・復興の仕事を熱情をこめて担当して頂

くことが望ましいことを考えると，この「復

興まちづくり学校」の強化は一番大切な生活

復興のためにも大切なことである。

　ところで，震災復興の基本は何といっても

被災者の皆さんの生活復興であり，生活復興

の主体は被災者自身である。東北の皆さんの

心情を表現した詩といわれる有名な「雨ニモ

マケズ」の詩は，人々の臥薪嘗胆の精神を唱

うより「病気ノコドモアレバ　行ッテ看病シ

テヤリ　西ニツカレタ母アレバ　行ッテソノ

稲ノ束ヲ負ヒ　南ニ死ニサウナ人アレバ　

行ッテコハガラナクテモイイトイヒ…」８）と

いうように実にやさしいおもいやりのある人

を唱ったものだといわれる。この東北の被災

者の人達は，農民だけでなく，「ものいわぬ」 

姿勢を貫いておられる。その一つの例として

私はとくに，女川町の人達の「無から未来を

生みだそう」９）としておられる住民の皆さん

の復興努力を想起せざるをえない。女川町は

津波の襲来にもかかわらず，事故を起こすこ

となかった原子力発電所があり，町民総生産

の90％が水産業で占められている町である。

大震災で80％の住民が被災したこの女川町で

は，42社あった水産加工業業者中，被災を免

れたのは4社だけで，商業施設のほとんどは低

地にあったために壊滅した。にも拘らず，町

長を含んで数多くの変革リーダーが出現し，

それに応じて若きリーダーも活動してきてい

る。それでも，かつて，その町長もいわれた

ように町の復興は千年かかるといわれるほど

厳しい被災状況である。

　住民の生活復興の基盤となり指標と考えら

れる産業復興の実情は，阪神・淡路大震災の

時も長期に至って度々来神され調査研究を進

められた関満博教授が精力的に分析し，出版

されている。それらには，被災諸産業の復旧・
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復興のための営為が生々しく示されている。10）

　前記の「ひょうご震災記念21世紀研究機構」

の「生活復興プロジェクト報告」でも，苦悩

している諸産業の復興のために示唆的ないく

つかの示唆も述べられている。しかし，デフ

レからかろうじて抜け出し，アベノミクスの

骨格となる成長戦略も未確定の状態で，おま

けに，世界経済は中国・ユーロおよび米国と

も多くの不安定条件を抱えている今，被災地

の産業復興は決して容易ではない。この５月

23日，政府与党の「日本再生ビジョン」が完

成されたが，その中では残念ながら東日本大

震災からの復興のことはふれられていない。

先に述べたように，かつてのリスボン震災の

時は，世界的規模で「知の変容」が論ぜられ

た。大規模地震を経験したことのない欧州大

陸とは違って，何回も大震災を経験してきた

わが国では，東日本大震災はそれ程大きく問

題として自覚されないのかもしれない。しか

し，一国の生活復興の最も重要なライフライ

ンの危機をも含むようになった大震災は，こ

れからの日本再生の基本的テーマとなっても

おかしくない。東日本大震災から丸３年経過

した今，私たちはあらためてその復興のため

に，単なる理念論や抽象的復興論ではなく，

住民の生活復興を着実に保障できる具体的で

建設的な提案を見出してゆかなければならな

い。

むすびにかえて

　私たちは，今回，東日本大震災の勃発以来，

阪神・淡路大震災の復旧・復興の仕事に従事

してきた経験とその反省を，東日本大震災か

らのそれに役立てることは出来ないかと，早

速，研究班を組織し，二班に分けてその年被

災地の踏査にも出かけた。あれから３年，そ

の間，神戸で研究会を続け，小論でもとりあ

げたように，復興庁の委託事業として「復興

まちづくり学校」も開校してきた。今回の「都

市政策」は，そうした研究と実地見学の中で

見出した諸問題を各々の分担に応じて取りま

とめたものである。幸いにして，まちづくり

を中心にした研究成果を取りまとめることが

出来たので，私はその総論に当たる部門を分

担することにした。小論はその基本的な観点

を取りまとめたものである。先にも述べてお

いたように，東日本大震災はかつて経験した

ことのない大津波と原子力発電所の破損を伴

う大震災であった。私たちは，寺田寅彦さん

がかつて述べられたように，世界でも類のな

い天災の国に住んでいる。寺田博士は，日本

人の独自な特性はそれに耐え，それを克服す

ることの中で形成されたと述べておられる。

今回の東日本大震災は，かつてその日本人が

経験した天災の中でも独特なものであった。

私たちは，将来これを経験したことによって

将来今迄以上に素晴らしい日本人を創り上げ

ることになったと言えるように対処したいも

のである。

（注）

１）村井嘉浩「復旧から再生へ－宮城は果敢に挑戦する－」

（「潮」2014年５月号　pp.62-67）を参照。なお周知の

ように，被災県の中でも宮城県は人口数，総工業生産

指数，大規模小売店販売額でも最も回復率が高い。そ

の限り，村井知事の主張されるように，「復旧」から

新しい段階に入ったといわれるのは理解できる。しか

し，その宮城県でも知事が主張しておられるように「生

活再建」はこれからの課題である。ことに「住まいの

再建」が遅れていることは深刻な課題である。その難

しさは，私がここでも取りあげたように「復旧」がで

きないことに求められる。

２）大牟羅　良「ものいわぬ農民」（岩波新書，1958年）

３）その課題としては，川出　良枝「リスボン地震後の

知の変容」（御厨　貴・飯尾 潤　責任編集，阪急コミュ

ニケーションズ「災後の文明」，2014年）

４）これについては，私と共同で提案者となり，その担

当責任者となられた小西康生「被災者と行政の架け橋

－被災者復興支援会議」（財団法人阪神・淡路大震災
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記念協会「翔べフェニックス－創造的復興への群像－」

2005年，pp.99-116）

５）会計検査院「東日本大震災からの復興等に対する事

業の実施状況等に関する会計検査の結果について」

（2012年10月）

６）これは，最初平成26年３月28日にとりまとめたが，

その後若干の修正を加えて本研究所発刊の「都市政策」

第156号に収録されている。

７）公益財団法人ひょうご震災記念21世紀研究機構「生

活復興のための15章－東日本大震災生活復興プロジェ

クト　報告－」（復興庁2013年度委託事業，2014年３月）

８）谷川徹三編「宮沢賢治詩集」『十一月三日』（岩波文

庫325～326頁）

９）この活動は，神谷　隆史「無から生み出す未来－女

川町はどのように復興の軌跡を歩んできたか」（PHP，

2013年）に見事に叙述されている。なお，女川町にお

ける水産産業復興に向けた取りくみについては，立川    

寛之「人と人のつながりが育む復興への希望」（関　

満博編　新評論「震災復興と地域産業①」2012年）に

も詳しい

10）関教授は産業復興の状態について他の何人もなし

えなかった継続的な調査研究を続けていただいている。

その主な著者には「震災復興と地域産業　1・2・3・4」

（新評論，2012年～2013年）の他に，同じ新評論から

出版された「東日本大震災と地域産業復興　Ⅰ ･Ⅱ・

Ⅲ」（2011年～2013年）もある。教授は，日本の地域

産業を隅なく現地調査しているだけでなく，阪神・淡

路大震災の時以来，災害を受けた地域産業の実態とそ

の再建のための具体的提案を重ねてきた。
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１．はじめに

　あの大地震と大津波から３年。被災地では，

応急仮設住宅や避難先での仮の生活が＜日常

化＞するなかで，被災住民や被災企業，被災

自治体などによる復旧から復興への懸命な努

力が続けられている。

　一方，時間の経過とともに被災地以外では，

多くの人々の＜意識の風化＞が進み，時々の

報道も，震災の瓦礫処理から変化の見られな

い風景の映像に本格復興の遅れを指摘する言

葉が重ねられ，「復興のスピード」に議論が集

中しがちである。

　被害規模の甚大さと津波被害特有の性格か

ら，その復旧・復興の取り組みが困難を極め

るであろうことは，当初から予想されたこと

であった。筆者は，震災から９カ月を経た時

点での当時の復興まちづくりの状況を，国や

県主導での「構想」と被災自治体（市町村）

での「実践」の狭間で「苦悩する復興まちづ

くり」と表現した。その上で，被災自治体主

導の推進体制の整備・強化の必要性を指摘す

るとともに，具体的な事業推進に必要な技術

と経験を有する専門家などの「マンパワーの

結集」を提言した１）。

　その後，全国からさまざまな形での復旧・

復興の支援活動は広がりを見せ，特に自治体

レベルでの人的支援活動が果たしてきている

役割は大きいが，派遣活動が長期化するなか

で，現地での復興まちづくりの最前線にたつ

関係者の日々の苦労を仄聞することも多い。

　そうした意味では，復興まちづくりの現場

での＜苦悩＞は続いており，むしろ早期復興

に向けた現場の厳しさは増しているとも言え

よう。さらに，福島県下を中心とした原子力

発電事故による放射能汚染被害への有効な対

策は依然として不透明で，住民の避難先から

の帰還・復興シナリオを巡って混迷が続いて

いる。

　このたびの被災地域は極めて広域に及ぶ上

に，それぞれの地域の抱える復興まちづくり

の課題もまた多様である。遠隔地にいる筆者

がそれらを包括的に論じるだけの独自の調査

情報を持ち合わせている訳ではないが，本稿

では，阪神・淡路大震災との相違点に留意し

つつ，本格復興期を迎える復興まちづくりの

課題をあらためて考え，本稿の責を果たした

い。

東日本大震災からの復興まちづくりの現状と課題
　― 本格復興期を迎えた被災自治体の取り組みから ―

（一財）神戸すまいまちづくり公社常務理事・神戸大学名誉教授　安 田 丑 作



12
・

13
・

２．復興市街地整備の計画と事業

　このたびの震災後の復興市街地整備の取り

組みの大きな特色は，その初動期から国（国

土交通省）が自ら被災市街地の被害状況等の

把握に乗り出し，その上で市町村における復

興計画の策定支援を行ったことであろう。

　平成23年５月の第１次補正予算において71

億円の調査費を確保して「津波被災市街地復

興手法検討調査」（以下，「復興手法調査」）が

実施され，その調査結果をベースに県あるい

は市町村での復興計画の策定が進められた。

それらの計画策定と並行して，国では計画実

施のための市街地整備事業の創設や制度拡充

の検討が進められ，第3次補正予算において，

土地区画整理事業，防災集団移転促進事業等

についての特例措置の制度改正とともに，新

たな津波復興拠点整備事業の創設や復興交付

金の基幹事業としての位置づけがなされた２）。

　このように広範な被災地を対象として，国

によって総合的・体系的な復興市街地整備の

方針と制度的対応を可能にしているのは，特

別法としての「東日本大震災復興基本法」（平

成23年６月24日，法律第76号，以下「復興基

本法」）の制定とそれに基づく「東日本大震災

復興特別区域法」の施行（平成23年12月26日，

以下「復興特別区域」），さらには「復興庁設

置法」の施行（平成24年２月10日）がある。

　一方，阪神・淡路大震災の場合には，基本

法としての特別法の立法措置はされず，神戸

市をはじめとする被災自治体は，既存法制度

を活用した復旧・復興施策を次々と立案・策

定し，それを国が行政的裁量の範囲で適用条

件を緩和するという，いわゆる震災特例措置

によって支援した。そのことが，結果として

復旧・復興施策が総合性を欠き，個別的で施

策の選択の幅を狭めたことも否めないが，緊

急対応・復旧から比較的早期に本格復興への

施策展開を可能にしたことは評価されよう。

震災後早い段階から，時間に追われながら財

源と権限の限られた被災自治体が主導した「大

都市市街地型の災害復興モデル」といえる。

　ところで，今回の復興市街地整備の主要事

業は，土地区画整理事業，防災集団移転促進

事業，津波復興拠点整備事業，の３つの面的

整備事業（「復興まちづくり面的整備３事業」

と呼ばれている）である。この他沿岸部の小

規模漁業集落を対象とした漁業集落防災機能

強化事業３）（水産庁所管）があるが，以下で

は，このうち主要な面的整備３事業について，

その適用，進捗状況とともに，直面している

課題を検討しておこう。

⑴　復興土地区画整理事業

　このたびの復興市街地整備の主力を担って

いるのは，関東大震災以来の大規模自然災害

あるいは戦災からの復興まちづくりの場合と

同様に，「土地区画整理事業」である。

　周知のように，土地区画整理事業は，①道

路・公園等の都市基盤整備とともに，上下水

道やガス及び電気等のライフラインの更新を

宅地整備と一体的かつ面的に行える，②直接

買収方式と異なり地区内残留希望者が引き続

き同じ地区内で生活できるため既存のコミュ

ニティを維持しつつまちづくりを行うことが

できる，住宅供給事業手法などと組み合わせ

ることにより生活再建などの目的に応じた建

築物の一体的整備を行うことができる，といっ

た特色がある。

　災害からの復興まちづくりを担う土地区画

整理事業においては，被災者への早期の生活

再建支援と被災自治体への財政支援の観点か

ら，阪神・淡路大震災時に制定された「被災

市街地復興特別措置法」による被災市街地復

興推進地域の指定をあわせてすることにより，

換地特例による住宅地の集約化（復興共同住
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宅区）や，公営住宅・防災施設等のための用

地確保などの法適用の特例の他，事業計画決

定前の先行買収の特別控除（5000万円）によ

る税制上の優遇措置，事業用仮設住宅の建設

補助，補助採択の面積要件の緩和，都市計画

道路の補助対象の道路幅員の緩和・拡充，な

どの特例制度が適用されることになっている。

さらに，今回の制度適用では，特に津波被害

に対する防災上の安全性を確保する必要があ

るため，一定の計画人口密度（40人／ha）以

上の居住系区域での既往最大津波に対して，

浸水しない程度までの土地の嵩上げを可能に

する津波防災整地費の交付限度額の追加措置

も講じられている。

　このように土地区画整理事業は，津波被災

市街地での現地再建や，一部での高台移転先

の宅地整備等のために宅地と道路・公園等の

公共施設の一体的整備を広範囲に面的に行う

ことができる有効な手法として，先述した国

による震災後の「復興手法調査」でも，当初

から法的拘束力のある公共施行によるこの事

業を柱とした復興まちづくりが想定されてい

た。

　しかし，被災前の地区住民や権利者が死亡，

あるいは各地での避難生活を余儀なくされて

いる状況下では，事業実施の前提となる都市

計画決定のための詳細な計画内容を周知し理

解を得ることは困難である。そのため，阪神・

淡路大震災では，施行区域と都市計画道路や

近隣公園といった骨格をなす都市施設を定め

る第1段階の都市計画決定を行い，より身近な

生活道路（区画道路）や街区公園等について

は，住民等の要望や意見を踏まえた協議を行

いながら，具体的な換地や減歩などの事業計

画の内容を固める第2段階の都市計画決定を行

う「二段階都市計画決定」での対応がなされ

た。

　今回は，復興交付金制度や都市再生土地区

画整理事業制度の導入により事業の仕組みが

拡充されて，都市計画決定段階で詳細な道路

や公園設計まで行わなくても補助金を活用で

き，住民意見を反映させた変更も可能となり

その後の事業計画段階への移行が比較的円滑

に進んでいる。阪神・淡路大震災時の住民意

向を反映する二段階都市計画決定の考え方が，

今回は一連の都市計画手続のなかで実質的に

担保されたとも言えよう。

　復興庁の HP などによれば，土地区画整理

事業は，全体として計画決定段階から事業決

定，工事着手段階へと進んでおり，現在は個

別課題についての合意，事業調整が進んでい

る。国でも，土地区画整理審議会の選挙手続

きの短縮措置，起工承諾の活用による早期工

事着手，所有者不明土地の柔軟な取り扱いな

ど事業促進の支援が行われている。

　現在，復興庁の公表している「住まいの復

興工程表」（平成26年５月13日）では，土地区

画整理事業の計画地区は，51地区（岩手県17

地区，宮城県28地区，福島県６地区）で，い

ずれも都市計画決定済で事業認可，工事着手

の段階に達しているとされる。その他にも，

産業系土地利用を目的とした土地区画整理事

業が４地区で都市計画決定がされている。

　ところで，この事業において地権者との合

意形成上の大きな課題となるのが，個々の従

前資産の評価にかかわる「減歩」と「換地」

であり，大都市の市街地を対象とした阪神・

淡路大震災時には，特に減歩率を巡って行政

と住民とが激しく対立した地区も見られた。

今回の場合には，過疎化の進む地方部の被災

市街地などでは，施行後の地区全体の宅地総

価額が減少する減価補償地区４）が生じるケー

スや区画整理予定地での緊急防災空地整備事

業５）の先行着手など，阪神・淡路大震災時と

は事業推進の環境はかなり違うと言われる。

　それでも，それはあくまで現地再建につい
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ての住民合意があってのことで，宮城県名取

市の閖
ゆりあげ

上地区のように，比較的早期の都市計

画決定後にも地元住民が現地再建と内陸移転

とに意見が分かれ，当初計画の嵩上げ面積を

縮小して県による事業認可を受けたケースも

ある。

　一方，今回新設された津波被害のあった低

地部の市街地とその背後の高台地区をセット

にして土地区画整理事業を計画しているケー

スでは，事業段階を迎えて換地計画の課題が

浮上している。たとえば，陸前高田市内の２

地区（気仙川左岸の高田地区と右岸の今泉地

区）では，①高台移転希望と移転先宅地との

ミスマッチ，②低地部の嵩上げしない利用価

値を減ずる土地の換地の取り扱い，③事業区

域の全体面積が従前面積（低地部）よりも広

くなるために生じる余剰地の取り扱い，④仮

換地後の低地部での建物の建設需要の可能性

（空き地の大量発生），などの課題があり，こ

の事業計画の枠組み自体について，「人口に比

して宅地が過大となる宿命を有しており，事

業のどこかで宅地を縮小することは事業論の

観点からも合理的である」との指摘もある６）。

⑵　防災集団移転促進事業

　この事業は，災害が発生した地域又は災害

危険区域７）のうち，住民の居住に適当でない

と認められる区域内にある住居の集団的移転

を支援する事業で，国が当該地方公共団体に

対し，事業費の一部補助を行う，区画整理事

業のような法定事業ではなくいわゆる「任意

事業」８）として実施されるものである。その

補助対象は，①住宅団地の用地取得造成，②

移転者の住宅建設・土地購入に対する補助（借

入金の利子相当額），③住宅団地の公共施設の

整備，④移転促進区域内の農地等の買い取り，

⑤住宅団地内の共同作業所等，⑥移転者の住

居の移転に対する補助，となっている。

　この事業は，平成16年の新潟県中越地震の

際にも適用されが，今回は，震災後の早い段

階から「高台移転」が各方面から提案された

こともあって特に注目され，移転先団地の住

戸要件の緩和（10戸以上から５戸以上），計画

策定費の補助対象化などの拡充措置もとられ

た。

　その結果，平成26年３月末現在の東北３県

での事業計画策定済の地区は，337地区（岩手

県88地区，宮城県189地区，福島県60地区，）

となっており，多くの地区で工事着手の段階

へと移りつつあるが，事業推進段階での課題

も多い。その解決と事業の加速化措置として，

事業用地の取得が困難な場合に柔軟に事業計

画の変更（補助対象事業費の20％以内）を可

能にすること，所有者不明土地等の場合の用

地取得の迅速化，災害危険区域内の土地取得

額の確定後は譲渡・交換を可能とすること，

などが講じられることになった。

　こうした事業推進のための用地取得の円滑

化や工事の加速化を促すことはもちろん重要

であるが，時間の経過とともに移転希望者の

減少や希望移転先のミスマッチ問題（移転先

による希望の偏り）が顕在化しつつあり，事

業主体である市町村にとって，事業規模と財

政負担のリスクについて懸念が生じていると

も言われる。

⑶　津波復興拠点整備促進事業

　今回の被災地域では，住宅や民間事業施設

のみならず，学校・医療施設・官公庁施設な

どさまざまな都市機能も甚大な被害を受けて

いる。こうした状況下で，地域全体の復興拠

点として，これら施設の機能を一体的に早期

に整備することが必要であり有効と考えられ，

「津波防災地域づくりに関する法律」（平成23

年12月14日）の規定する「一団地の津波防災

拠点市街地形成施設」（第17条）の枠組み（都
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市計画決定による都市施設）を活用した「津

波復興拠点整備促進事業」が創設された。被

災地の復興を先導する拠点とするため，住宅，

公益施設，業務施設等の機能を集約させた津

波に対して安全な市街地を緊急に整備するこ

とを可能とするものである。

　市町村の復興計画において先導的に整備さ

れることが望まれている地区であって，施設

建築物の位置，規模等が定められる程度の段

階にあれば都市計画として定めることが可能

であり，本事業を適用することが想定されて

いる。都市計画事業として実施することで収

用権が付与され，譲渡所得の課税特例等（所

得税の5,000万円特別控除等）を伴う用地買収

が可能となるものであり，他の事業（区画整

理事業，防災集団移転促進事業等）と適切に

組み合わせて活用することで，事業全体とし

てより一層効果的な実施が可能になるものと

考えられる。

　この事業は，新制度運用による遅れもあっ

て，宅地整備にかかわる前二者の面的整備事

業に比べて進捗が遅れている感は否めないが，

平成25年９月の段階で，岩手，宮城，福島の

３県12市町で，22地区で計画策定，このうち

16地区で都市計画決定，11地区で事業認可を

受けている。

　本事業は宅地整備だけでなく，業務地や駅

前などの拠点開発も事業対象となっており，

阪神・淡路大震災時の市街地再開発事業の担っ

た役割に対応する事業として，さらに周辺地

区への防災避難拠点の形成も期待されている。

ただ，関連する土地区画整理事業や道路事業

等との調整，施設内容の検討，誘致企業の意

向確認等の事業計画の策定に時間を要するケー

スも少なくない。

３．すまいの復興と災害公営住宅供

給事業

　東日本大震災による東北３県での建物被害

（住宅戸数ベース）は，全壊が約12万戸，半壊

が約24万戸，一方，阪神・淡路大震災による

兵庫県下建物被害は，全壊が約10万戸，半壊

が約14万戸と言われる９）。今回の発災以降の

避難者数は，原子力災害による避難も含め，

全国で約47 万人に上った避難者は，平成 25

年10月10日時点で約28万人と減少してきてい

るものの依然としてその数は多い。 避難者の

仮設住宅等への入居状況の内訳が確認できる

平成 25 年 9 月１日時点で，公営住宅等が 

25,323人，民間住宅が 134,029人，仮設住宅が 

103,958 人となっている（復興庁発表資料（平

成25年11月））。

　このような大量の住宅被害に対応するため，

被災自治体では，応急仮設住宅の建設・供給

という被災者に対する緊急対応を進める一方

で，その後の恒久的な住宅への移行の計画を

策定して，それに基づいた具体的な施策を早

期に実施することが求められる。

　今回の場合は，津波被害により現地再建が

困難な住宅地が多く，住宅と宅地の整備を一

体的に進める必要があり，被災地での住宅供

給が遅れがちである。そのため，時間の経過

とともに沿岸部から内陸部都市や他都市への

転出・移住が一層進むことが懸念されている。

復興庁では，被災者が一日も早く住まいの目

途をたてられるように，先述したように住宅・

宅地の整備に関する工程や戸数の年度別目標

を明示する「住まいの復興工程表」を作成し，

あわせてその実現及び加速化のための措置10）

を施策パッケージにして公表（平成25年３

月），その後ほぼ３か月ごとに見直し取りまと

めが行われている。

　最新の工程表（平成26年３月末）によると，
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東北３県での災害公営住宅と民間住宅等用宅

地（地方自治体の施行する面的整備事業によ

り供給される住宅用宅地の戸数換算）とを合

わせた供給（目標）戸数は，51,114戸（この

内，災害公営住宅7,645戸は調整中）となって

いる。集中復興期と位置づけられている平成

23年度～27年度に工事・宅地供給の完了予定

は，原発避難者向けの災害公営住宅など不確

定な要因の多い福島県を除いて，災害公営住

宅が岩手県で81％，宮城県で77％，民間住宅

等用宅地が岩手県で51％，宮城県で50％と

なっている（表－１）。

　前回（平成25年12月時点）の工程表発表以

降，民間住宅等用宅地が，岩手県で住民意向

調査の結果を踏まえた計画の見直しによって

民間住宅等用宅地の総計画戸数を概ね110戸減

に縮小，平成27年度までの工事終了見込みを

410戸減に変更されている。宮城県でも，計画

の見直しによる総計画戸数を概ね270戸減に縮

小，平成27年度までの工事終了見込みを100戸

減少に変更されている。災害公営住宅につい

ても，岩手県での総計画戸数が70戸減少，平

成27年度までの工事終了見込みが120戸減少，

宮城県での総計画戸数が80戸減少，平成27年

度までの工事終了見込みが350戸減に縮小・変

更されている。

　こうした住宅供給の計画戸数の縮小変更は，

面的整備事業の実施段階での計画調整による

もので，その背景には復興まちづくり事業の

実現までに時間を要することへの住民の不安

と他地域への移住や住宅再建を選択する意向

の増加も読み取れ，多くを面的整備事業との

一体整備による今回の住宅再建・供給の困難

性があらためて浮き彫りにされているように

思われる。

　ところで，阪神・淡路大震災時の兵庫県全

表－１　住まいの復興工程表による住宅供給数（平成26年３月末現在）

H24

年度

H25

年度

H26

年度

H27

年度

H28

年度～
（調整中） 計

岩
手
県

民間住宅

等用宅地

2

(0%)

251

(3%)

1,200

(14%)

4,242

(51%)

8,291

(100%)

(0) 8,291

(100%)

災害公営

住宅

118

(2%)

574

(10%)

2,019

(34%)

4,848

(81%)

5,969

(100%)

(0) 5,969

(100%)

宮
城
県

民間住宅

等用宅地

86

(1%)

357

(3%)

2,664

(23%)

5,842

(50%)

11,575

(100%)

(0) 11,575

(100%)

災害公営

住宅

50

(0%)

1,343

(9%)

6,804

(44%)

11,842

(77%)

－ (3,623) 15,465

(100%)

福
島
県

民間住宅

等用宅地

27

(1%)

258

(12%)

664

(30%)

1,003

(46%)

2,205

(100%)

(0) 2,205

(100%)

災害公営

住宅

80

(1%)

357

(5%)

2,352

(31%)

3,487

(46%)

－ (4,022) 7,609

(100%)

計

民間住宅

等用宅地

115

(0%)

866

(4%)

5,394

(24%)

11,069

(50%)

22,071

(100%)

(0) 22,071

(100%)

災害公営

住宅

248

(0%)

2,274

(8%)

11,175

(39%)

20,277

(70%)

－ (7,645) 29,043

(100%)

注１）復興庁の発表した「住まいの復興工程表」の更新資料（平成26年3月末現在）により作成。
注２）表の上段の単位は，宅地供給時期・工事終了時期の累計戸数，下段の（　）内は進捗率。
注３）民間住宅等用宅地は，地方公共団体が土地区画整理事業，防災集団移転促進事業及び漁業集落防災機能強

化事業により供給する住宅用の宅地の戸数換算値。
注４）福島県の災害公営住宅には，津波・地震向けと原発避難者向けとの合計値。
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体での住宅復興計画では，総数で約12万５千

戸の住宅供給が必要とされ，そのうち約６割

の８万戸を災害復興公営住宅など公的賃貸住

宅として供給，同時に家賃低減策が講じられ

た。このうち，住宅の滅失戸数が約９万戸（公

費解体処理申請数ベース）と推定された神戸

市内での平成７年２月から平成８年９月まで

の住宅着工戸数は，民間住宅のうち比較的順

調に建設が進んだ戸建て住宅に着工済みの公

的復興住宅を合わせると73,126戸に達し，そ

の後に計画されていた公的住宅を加えると，

この震災後１年８カ月の時点で，マクロな供

給戸数としてはある程度順調に進みつつある

ことが確認されている。

　いずれにせよ，被災後の住宅確保の困難な

世帯（住宅困窮者）のためには，地方自治体

による災害公営住宅整備事業が大きな役割を

果たすことになる。阪神・淡路大震災後の兵

庫県では，当初26,900戸の災害公営住宅の供

給を計画していたが，借上制度を活用して公

団住宅等を公営住宅（直接供給）に振り替え

て，11,700戸を追加，38,600戸（神戸市内分

16,000戸）を供給することとなった。早期に

大量の災害公営住宅を供給するに当たっては，

用地取得問題をはじめとして，被災者の家族

構成等に対応した型別供給の実施，高齢者対

応の充実，コスト削減・工期短縮（性能発注

方式の導入）などが大きな課題となった。

　神戸市では，被災者からの従前居住地での

住宅供給の強い要望に応えて，20戸前後の小

規模団地建設を行うなど既成市街地での供給

の努力もされたが，早期・大量供給のための

まとまった規模で取得できる土地が少なく，

市西部・北部のニュータウン等においても建

設が進められた。それと同時に，神戸市の直

接建設を補う形で，住宅・都市整備公団（当

時），神戸市住宅供給公社（当時），民間（民

間借上賃貸住宅）からの借上げ，買取りなど

の多様な供給方式が採用された。この借上げ，

買取りによる公営住宅の供給は，国による「特

定借上・買取賃貸住宅制度」（平成７年４月）

と平成８年５月の公営住宅法の改正により可

能となったものである。

　災害公営住宅の供給に当たっては，世帯人

員や年齢構成に対応するとともに，良好なコ

ミュニティ形成が図れるように，高齢世帯と

一般世帯が共に居住できるよう配慮した型別

供給や混住型住戸配置も検討されたが，その

後の公平性を重視する抽選による入居方式に

はかならずしも十分反映されなかった。災害

復興公営住宅等への入居希望者には高齢被災

者が多いことを考慮して，高齢者等に配慮し

たシルバーハウジングやコレクティブハウジ

ングのモデル的導入も図られた。さらに，団

地内には，従来の集会所機能を拡充して，住

民相互のふれあいや助け合いを支援し，地域

福祉やボランティア活動の場となる復興住宅

コミュニティプラザの整備も行われた。

　この他，災害公営住宅等への入居に当たっ

ては，県，市町，公団・公社の各種公的供給

主体が協力した災害復興賃貸住宅管理協議会

による「一元化募集」が行われるとともに，

この間，応急仮設住宅入居者優先枠の設定，

第２・第３希望の設定，グループ募集，コレ

クティブハウジングの募集，民間借上公営住

宅の募集，ペット飼育可能住宅の募集，コミュ

ニティ優先住宅，一般世帯向け応募可能地域

の設定など募集方法の工夫もなされた。しか

し，神戸市内の募集では，平均倍率が9.4倍

（第１次），5.7倍（第２次），6.6倍（第３次），

2.4倍（第４次）という高倍率がつづく一方で，

募集割れとなる住宅もあるなど地域的なミス

マッチも生じた。

　震災により家賃負担能力が著しく低下した

被災者の恒久住宅への移行と生活再建を支援

するため，所得や住宅の規模・立地場所・経
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過年数に応じた家賃の「特別減額制度」を導

入して，入居時から５年間適用する家賃の低

減化施策も講じられた。その結果，市街地部

においても最低月額６千円台程度にまで家賃

を引き下げることも行われた。

　一方，民間住宅再建のための主な支援策と

しては，①住宅金融公庫（現住宅金融支援機

構）の融資や阪神・淡路大震災復興基金によ

る基礎的な資金面での支援，②被災者向けの

分譲住宅の供給促進，③被災者住宅の自力再

建支援，④被災マンションの再建支援，⑤民

間賃貸住宅の供給促進，⑥住宅相談窓口の設

置などによる情報提供などであった。

　このうち，増加の見込まれる民間住宅建設

に対応するため，財産関係，建築技術，融資

関係，まちづくり等の相談や各種情報提供を

行う相談所の開設について，国（当時の建設

省）からの開設要請が兵庫県と神戸市にあっ

た。それを受けて，復興基金による事業とし

て，４月に県内８ヵ所（神戸市内４か所，西

宮，芦屋，宝塚，淡路の各１か所，他に尼崎

分室）に総合相談窓口が開設された。主な相

談内容は，融資，法律，建築技術，賃貸情報

などであった。平成７年度から神戸市三宮と

西宮市では，それぞれ独自に「復興住宅メッ

セ」を開設して相談機能の拡充が図られた。

この復興メッセは，被災市民による自力での

住宅再建について，民間企業の協力を得て総

合的な相談に応じるとともに，住宅に関する

情報提供の拠点とすべく開設されたものであ

る。

　神戸市では，この復興メッセでの経験を生

かして，その後の平成12年度からは住まいに

関する総合的なワンストップの相談・支援を

行う「神戸市すまいの安心支援センター（す

まいるネット）」が常設機関として設立されて

いる。また，震災時の地域まちづくりを支援

する上で大きな役割を果たした専門家の派遣

制度は，「こうべすまい・まちづくり人材セン

ター」として幅広く専門家の登録・派遣が行

われてきた。

　これら阪神・淡路大震災時のさまざまな経

験と知恵が，東北での復興すまいづくりが現

在の住宅の供給・建設の段階から，今後の制

度の運営段階へと進展するなかで活かされる

ことも多いように思われる。

　阪神・淡路大震災からの住宅復興をめぐっ

ては，一部に，避難所―仮設住宅―災害復興

公営住宅という住宅復興プログラムを「単線

型」とする批判もある。たしかに，高齢者等

の優先と機会均等などの観点からの抽選方式

による入居などの結果，大規模高層住宅への

高齢者等の大量入居と居住形態の大きな変化，

地域社会とのつながりの希薄化などの課題を

残したが，当時の現行制度の枠のなかで早期

に大量の供給が求められ，かつ住宅困窮者の

多い状況下での福祉的住宅施策であったこと

を理解する必要がある。何よりも，震災後3年

でほぼ住宅供給に目途が立ち，５年で仮設住

宅を解消できた住宅復興の実績は評価されて

よかろう。

４．復興まちづくりの推進体制

　今回の復興まちづくり推進の大きな障壁と

なっているのは，①自治体職員の不足，②労

働者と建設資材の不足，③用地取得の困難さ，

と言われている。

　東日本大震災の被災自治体では，多くの職

員が地震・津波の犠牲となり，庁舎が損害を

受けて，その行政能力が大幅に低下した。そ

のため，被災直後の緊急・復旧対応期から全

国の自治体職員をはじめ NPO や市民ボラン

ティアによる支援を受け入れて，懸命な緊急・

応急対応が進められてきた。震災後３年を経

た本格復興期を迎えても，その事情は大きく
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変わっておらず，特に，復興すまい・まちづ

くり事業の推進においては，被災自治体の組

織・規模に比してあまりに事業規模が大きく，

しかも専門的な知識・経験・ノウハウをもつ

人材を欠いており，全国の自治体からの派遣

職員に頼らざるを得ないのが実態である。

　被災自治体においては，復興庁の調査によ

れば，平成25年10月１日現在で，全国の自治

体から東北３県に派遣されている一般職の地

方公務員（消防・警察職員を除く，任期付職

員・再任用職員を含む）の総数は，2,080人で

ある（表－２）。職員の派遣元は，都道府県が

約49％，政令指定都市が約12％，市区町村が

約39％で，一方，派遣先は，宮城県内が約

53％，岩手県内が約28％，福島県内が約19％

で，県への派遣が約31％，市町村への派遣が

約69％となっている。職種別では，一般事務

（用地関係事務を含む）が約39.1％，土木職が

約36％，建築職が約８％，その他の職種が約

18％となっている。

　兵庫県と県下の市町は，震災直後の関西広

域連合の申し合わせによって宮城県を支援す

ることになり，神戸市は政令指定都市の仙台

市とその隣接都市の名取市を重点的に緊急・

復旧支援してきた。神戸市は，本年２月末ま

でに仙台市を中心に累計で1,861人の職員を派

遣してきたが，本格復興期を迎えた平成25年

度は，仙台市４人，石巻市５人，名取市２人，

岩手県大船渡市２人の計13人が，復興まちづ

くりなどに従事した。本年度は，仙台市での

復旧・復興事業がピークを越えて縮小された

ため，石巻市５人，名取市３人，南三陸町３

人，岩手県陸前高田市２人が派遣されている。

　岩手県大槌町では，震災直後から神戸市水

道局による応急給水活動支援を受け，その後

水道復旧・復興計画・災害査定の技術支援が

続けられていた。前町長をはじめ職員の多く

を亡くしていて，実務経験が皆無に近い町職

員の実態に危機感を抱いた大槌町長から，平

成24年１月に神戸市長に復興すまい・まちづ

くりへの職員派遣要請があった。

　しかし神戸市では，上記のようにすでに現

役職員を宮城県下の被災自治体に長期派遣し

ており，さらなる派遣要請に応える余裕がな

かった。そこで，市の OB 職員を（一財）神

戸すまいまちづくり公社から派遣することが

検討され，公社では，市 OB 職員を長期派遣

するにあたり，同年４月１日に「東日本大震

災復興支援プロジェクト」チーム（本部長以

下，12名体制）を組織して，派遣職員の後方

支援に当たることとした。阪神・淡路大震災

からの復興まちづくり，特に土地区画整理事

業についての計画，事業，工事等に直接携わっ

た経験を有する，土木・建築・事務の各専門

分野からのアドバイスを随時行える体制が整

えられ，現地長期派遣者２名（市部長級・係

長級の退職者）の人選も行われた11）。

　派遣当初には，復興まちづくりの計画策定

表－２　被災自治体（東北３県）への職員派遣の状況（平成25年10月１日現在／人）

派遣先

派遣元

岩手県 宮城県 福島県 合計

計 県庁 市町村 計 県庁 市町村 計 県庁 市町村 計 県庁 市町村

都道府県 262 163 99 499 252 247 264 212 52 1,025 627 399

政令指定都市 87 8 79 149 2 147 5 2 3 241 12 229

市区町村 225 0 225 455 0 455 134 2 132 814 2 812

合計 574 171 403 1,103 254 849 403 216 187 2,080 641 1,439

出典：復興庁「平成25年度における東日本大震災による被災地方公共団体への地方公務員の派遣状況調査」
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や事業化に向けての指導・助言が中心であっ

たが，事業執行の段階に入り，用地買収や区

画整理の換地手続等の専門的な実務指導へと

アドバイスの内容も変わってきている。市街

地復興事業が本格化するなかでますます人材

不足の課題が大きくなり，公社の現地長期派

遣職員１名が，町の任期付職員（都市整備課

長）として市街地復興事業の最前線での実務
12）にあたることとなり，その補佐として，７

名が現地短期派遣職員となって半月から１カ

月ごとに交代で現地での具体的実務遂行上の

指導・助言を行ってきている。

　後方支援体制としては，現地での事業の進

捗に合わせて必要となる資料の収集・提供，

派遣職員の宿舎，通勤手段，医療等の日常生

活や留守宅への帰省など制度運用上の調整を

行うとともに，毎月１回，公社内で支援プロ

ジェクト関係者による事業の進捗状況の確認，

必要な支援策の検討のための会議がもたれて

いる。はじめ大幅に取り組みの遅れていた大

槌町の復興まちづくり事業は，現在では，岩

手県下でトップクラスの進捗状況にまでになっ

ているが，それにはこうした組織的な支援体

制によるところが大きいように思われる。

　復興まちづくり事業の加速化を図るため，

国土交通省では，全国の自治体からの職員派

遣以外にも，被災自治体の事業執行のマンパ

ワーの不足を補うための組織体制づくり支援

策として，民間企業等の人材の活用，都市再

生機構（UR）の現地人員の強化などを打ち

出している。さらに，被災自治体の事務負担

を軽減するため，発注方式の工夫や事務のア

ウトソーシングなどを可能とする措置が取ら

れている。

　発注方式の工夫については，コンストラク

ションマネジメント（CM）方式 が採用され

る事例が増加しているが，その担い手（コン

ストラクションマネージャー，CM ｒ）の行

う業務内容から，事業調整・事業管理支援・

発注者支援をする「管理 CM ｒ」と，施工マ

ネジメント・調査計画の立案・設計施工方法

の検討・工事施工を実施する「設計施工 CM

ｒ」とに分かれる。この他，事業計画・権利

調整・換地設計，用地買収などの個別業務に

ついての補償コンサルタントへの委託等によ

る職員の労力の軽減策も講じられている。

　このうち工事施工における CM 方式の採用

には，工事を大括りすることによる契約手続

きの簡素化・期間短縮，コスト＆フィー方式

による資材高騰等の受注者リスクの軽減，全

国からの職人・資材・重機等の早期確保，民

間ノウハウの活用による工期短縮，オープン

ブック方式による透明性と地元業者参入の確

保，など事業の効率化とスピードアップ効果

が期待されている。

　一方，その工事に至る前段階での最大の課

題は用地買収業務であるが，その困難さは，

境界確認，相続手続きと所有者不明の土地，

抵当権，公図の不備などが指摘されているが，

これらについては，地元に密着した調整によ

る権利者の納得と合意が必要で，かならずし

もＣＭ方式や補償コンサルタントへの委託の

みでは処理できないことも少なくない。

　いずれにしても，これらの事業支援組織を

リードするのは被災自治体であり，現場での

相互の緊密な連携が欠かせない。ところが，

多くの被災自治体で市街地復興の業務に携わっ

ている組織体制は，そのほとんどを外部から

の長くて１年，多くは数カ月単位での短期派

遣職員に頼っているのが実情14）で，いかにし

てこうした業務に継続的に取り組むかが実施

現場での大きな課題となっている。

　ところで，阪神・淡路大震災における復興

まちづくりの大きな特色は，協働のまちづく

りとその実践であった。その基本となったの

が，①まちづくり協議会の組織化，②現地相
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談所の設置，③まちづくり専門家の派遣，の

３点セットであったと言われる。

　今回は被災自治体や地区によっても異なる

が，大槌町では，まちづくり協議会を組織化

して計画案を議論したところと，設置はして

いないが町別にワークショップを開催して意

見聴取が実施されているところがあるが，現

地相談所は設けていないものの全体説明会の

後に個別相談会を設けるとともに，仮設住宅

を回っての意向調査等が実施されている15）。

さらに，まちづくり専門家については，当初

から現地に入ってまちづくり支援をしてきた

大学の研究者たちがその役を担ってきてい

る16）。

　今回の被災自治体でも，その実情にあわせ

てさまざまな形で住民意向の反映を図る取り

組みがなされ，阪神・淡路大震災以来の協働

のまちづくりが定着してきていることがうか

がえる。ただ，ここでも地域に根差した地元

の専門家などの人材不足は深刻で，復興まち

づくりが長期化するなかで継続的な取り組み

への懸念がある。

　こうしたなかで，被災地の復興支援組織が

連携して，岩手，宮城，福島の３県で「連携

復興センター」（通称「連復」）がそれぞれ立

ちあげられている17）。なかでも，岩手県下の

中間支援組織が集まり，「岩手県沿岸部の復興

に向け，全国からの様々な支援と，自立・復

興のためにその支援を必要とする人を結ぶと

ともに，必要な情報・技術を提供し，被災さ

れた住民の方一人ひとりが前向きに地域復興

に向けて歩むことのできる環境を構築する」

ことを目的として活動する「いわて連携復興

センター」の取り組みは注目されよう。地域

住民によるコミュニティの再生と地域でのな

りわいの再生・創造を支援するが，「復興」と

「自立」を基本にしており，そのため，救援，

救済，レスキューといった「救助」は行わず，

10年，20年の長期的視点をもつとともに復興

につながる仕組みの構築を支援するとして，

あくまで「復興の主役は地域住民」と強調す

る。全国と地域とをつなぐ復興まちづくり支

援のためのネットワーク型プラットホームの

形成が期待される。

　一方，中長期的な視点からの復興まちづく

りには，前述の被災自治体の行政職員やまち

づくり専門家の育成・能力開発も急がれるが，

そうした意味では，遠隔地にいる私たちにも，

阪神・淡路大震災からの復興まちづくりの20

年の経験を伝えることで役立てるのではない

か。こうした発想から，昨年度，被災地の自

治体職員を主な対象として，（公財）神戸都市

問題研究所によって「復興まちづくり学校」

が，神戸防災技術者の会（K－TEC）18）によっ

て「復興まちづくりセミナーin 神戸」が，そ

れぞれ企画された。

　前者では，盛岡と仙台を会場にした震災復

興マネジメントコース，都市計画・住宅再建

コース，生活再建・生業再建コーの３つのコー

スからなる２日間の講義と，１日は神戸での

災害公営住宅の視察と住民との交流からなる

研修プログラムが実施され，延45名が参加し

た。一方後者では，被災自治体職員を神戸に

招いて，４日間の現地研修と交流ワークショッ

プが実施され，11市町村から計13名が参加し

た。いずれの企画についても，参加者からは，

特に実際の経験に裏打ちされた内容と苦労の

共有ができたことを評価する声が寄せられた。

今年度は，神戸市とともに両者が連携して「震

災復興交流神戸セミナー」の開催が予定され

ている。

５．おわりに

　東日本大震災の被災地では，瓦礫処理をよ

うやく完了して，空地化した現地や高台の移
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転先での復興事業が工事着工を迎えて，復興

の加速化への期待も高まりつつある。その一

方で，人口減少は続いていて，特に若年層が

内陸部の都市や仙台市のような大都市に流出，

そこでの生活が定着しつつあり，帰還を危ぶ

む声も聞かれる。このままでは，再建された

〈まち〉に戻らない可能性があり，空き地ばか

り目立つさびしい〈まち〉になりかねない。

　本稿では触れなかったが，海岸防災施設の

構築や，幹線道路・鉄軌道，上下水道などイ

ンフラ整備をめぐる課題も大きい。とりわけ，

国と３県が計画する沿岸の総延長390㎞での防

潮堤整備には，全額国費8000億円が投じられ

るという。防潮堤の高さをめぐる議論は今も

続いていて，住民が自治体にその引き下げを

求める動きもある。

　このように，被災地での復興まちづくりを

めぐるジレンマ，あるいはアポリアは，被災

後３年を経て，より深まっているかにも見え

る。

　こうした状況に対して，復興まちづくりを

テーマにする学会誌などの論調は，次第に個

別・具体的な検証から離れて，やや抽象的な

議論も目立ち始め，「リジリエンス」（Resilience

回復力･復元力）19）の概念が広がりつつある20）。

これまで都市や地域の脆弱性（Vulnerability）

とその克服を研究課題としてきたが，「リジリ

エント・ソサエティ」あるいは「リジリエン

ト・シティ」21）に，新しい研究上の価値概念

を見出そうとしていると言えようが，今のと

ころ現実の復興まちづくりの抱える課題解決

とはやや迂遠なようにも思われる。

　一方，復興まちづくりの現実は，阪神・淡

路大震災時の復興過程からも明らかなように，

すでに決定している法定事業を例外にして，

国などの特例措置はほぼ５年が限度で，10年

を超えて継続あるいは新規に認められたもの

はなく，かねてから指摘するように，震災か

らの復旧・復興は，時間との競争なのである。

加えて，復旧・復興はかならずしも元に戻す

ことではない。被災者の気持ち，心情におい

ては十分理解できるものの，災害の直後から

時間は容赦なく経過するという現実を直視し

なければならない。その意味で，震災後の一

日も早い段階からの復興後の将来を見通した

創造的復興の取り組みが必要なのであり，一

部にある創造的復興への批判はそのことへの

理解を欠いているのではなかろうか。

　しかし同時に，復興すまい・まちづくりの

長期化が避けられない現状にあって，震災前

から進行する高齢化と人口減少社会での持続

的まちづくりを視野に，計画の枠組みを含め

て大胆かつ柔軟に見直すことも必要であろう。

事業の集約化（コンパクト化）と戦略的な先

行工区の選定など，今後の復興まちづくりの

なかで，「選択と集中」が求められることも想

定されるが，こうした局面でこそ協働のまち

づくりの真価が問われることになろう。

　いずれにせよ，阪神・淡路大震災後に行わ

れた「復興の総括・検証」22）で得られた５つ

の教訓，①時間の経過の中，「復興」が意味す

るものは変わる，②「復興」は，分野を相互

に関連させながら柔軟に取り組まなければな

らない，③自律した個々の取り組みが，まち

をつくる，④日頃からの協働と参画が，まち

づくりを進化させる，⑤「復興」とは，新し

いシステムに挑戦していくことである，を今

一度想起しておきたい。

　本稿の執筆に当たっては，阪神・淡路大震

災時の市街地復興事業にも携わった（一財）

神戸すまいまちづくり公社の東日本大震災復

興支援プロジェクトチーム，特に，同メンバー

で大槌町への短期派遣職員として指導・助言

に当たっている内田恒氏（（公財）神戸都市問

題研究所・区画整理事業調査アドバイザー）
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から，貴重な情報提供とともに多くの示唆を

得た。記して謝意を表したい。

注

１）拙稿（2012.1）：「苦悩する復興まちづくり－構想と
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の居住地利用に建築制限がかかるなど制約が多い防災

集団移転促進事業に代わるものとして，水産庁所管の
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進められている。

４）施行後の公共用地率が大きい地区等において，宅地

の利用価値が高くなり平均単価は上がるものの，宅地

の面積の減少が大きく，地区全体の宅地総価額が減少

するような地区。宅地総価額の減少分が「減価補償金」

として地権者に交付される。 実際の事業では，減価

補償金相当額をもって宅地を先行買収し，公共用地に

充てて，従前の宅地総価額を小さくし，減価補償金を

交付しなくてすむようにしている。

５）区画整理予定地（都市計画決定済）で，緊急に防災

性の向上を図るために，地方公共団体が公共施設用地

等を取得する場合，予算面（公共施設充当用地取得費）

で国が補助する事業。事業化前に補助される点が大き

な特徴である。

６）中井検裕（2013）：「復興土地区画整理事業の課題」，

『新都市』Vol.67No.11，2013，64頁～66頁。

７）津波，高潮，洪水などの災害に備えて，住宅や福祉

施設など居住用建築物の新築・増改築を制限する区域。

建築基準法第39条に基づいて，地方自治体が条例で区

域を指定し，建築制限を設ける。災害危険区域のうち，

特に住民の居住が適当でないと認められる区域は，住

民の集団移転を促す「移転促進区域」とすることが可

能である。東日本大震災では，岩手，宮城，福島３県

の沿岸部37市町村が災害危険区域を指定，平成13年３

月１日現在で，その面積は約１万3000ha。

８）根拠法令は，「防災のための集団移転促進事業に係

る国の財政上の特別措置等に関する法律」（昭47年）。

９）東日本大震災の建物被害は，被災地全域での警察庁

緊急災害警備本部の調べで被害の状況別に正確な数値

が明らかにされているが，阪神・淡路大震災時の建物

被害については，各被災自治体による罹災証明書作成

調査時のデータを集約したものである。

10）加速化措置としては，用地取得の迅速化，埋葬文

化財発掘調査の簡素化・迅速化，資材・人員不足への

対応等の施工の円滑化，発注者支援等の事業実施の隘

路の克服などの施策が取りまとめられている。

11）神戸市 OB 職員を公社から大槌町へ派遣するにあた

り，神戸市と大槌町との間で「東日本大震災復興土地

区画整理事業等への支援に関する協定書」が，平成24

年５月７日付けで締結されており，現地長期派遣職員

は，当初，公社嘱託職員と市（危機管理室）の非常勤

嘱託職員の身分を兼務することとなった。

12）青木利博（2014）：「大槌町の震災復興に携わって」，

『区画整理』2014年３月号，48頁～49頁。

13）もともとは1960年代に米国で始まった建設生産・

管理システムであるが，近年，我が国においても，コ

スト構成の透明化や発注者内技術者の量的・質的補完

の観点から，CM 方式に対する関心が高まっており，

一部の民間工事ではその活用が始まっている。発注者

の補助者・代行者であるＣＭｒ（コンストラクション

マネージャー）が，技術的な中立性を保ちつつ発注者

の側に立って，設計の検討や工事発注方式の検討，工

程管理，コスト管理などの各種マネジメント業務の全

部又は一部を行う。国土交通省は，平成14年２月に

「CM 方式活用ガイドライン」を策定している。

14）大槌町の本年度の職員配置でも，市街地復興事業

を担当する復興局都市整備課は，神戸市ＯＢの課長以

下の職員32名のうち，町の固有職員（任期付を含む）

の数はわずか７名にすぎない。他は，復興庁や岩手県

からの派遣を含めてすべて他の自治体からの派遣職員

で構成されており，企画推進班，都市整備班，市街地

再生班，区画整理班の班長もすべて外部の人材である。

15）前掲の青木利博（2014）を参照。

16）中井祐（2013）：「大槌町における住民主体の復興

まちづくり」，『新都市』Vol.67No.11，2013，67頁～

69頁。

17）詳しくは，「いわて連携復興センター」，「みやぎ連

携復興センター」，「ふくしま連携復興センター」の

HP を参照されたい。

18）防災に関わる技術や制度等に関心を持つ神戸市職

員と退職者で組織し，阪神・淡路大震災での市民の救

援及びまちの復興業務などで培われた経験や復旧・復

興に関する技術・制度を伝承し，また，被災地での支

援活動や防災・減災に関する活動を行い，安全・安心

な地域・都市づくりに貢献することを目的として，

2004年７月に設立。神戸市職員及び退職者66名で構成。

19）リジリエンスの概念をめぐる理論的・実践的研究は，

近年になって，精神医学・心理学，コンユーターサイ

エンス，環境研究，災害社会学などの分野で方法論的

に積み重ねられている。

20）日本建築学会では，東日本大震災１周年を迎えて，
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その機関誌『建築雑誌』第127集・第1629号，2012年

３月号で，特集「リジリエント・シティ」を編んでい

る。

21）ローレンス・J・ベイル・他（山崎義人・他訳）

（2014）：『リジリエント・シティ　現代都市はいかに

災害から回復するのか？』，（株）クリエイツかもがわ。

22）神戸市では，復興計画の前半５カ年の最終年次で

ある平成11年度に１回目と，復興計画の最終年次が目

前の平成15年度に２回目の「復興の総括・検証」を実

施した。市民生活，都市活動，すまい・まちづくり，

安全都市の４つの側面から，復興過程を経た「神戸の

今」について検証し，提言が行われた。
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１．昭和36年六甲山麓宅地災害と宅

地造成等規制法１）

　神戸市街地は，花崗岩よりなる六甲山系南

麓の扇状地上に細長く展開している。この扇

状地は，花崗岩の風化生成物である「まさ土」

の土砂流出に起因して形成されたものである。

このため神戸は六甲山からの土砂流出による

災害に悩まされてきた。

　古くは652年に大雨・洪水の記録があるが，

その後約30年に１回の割合で洪水や土砂災害

が発生してきたといわれている。この災害を

防止するための砂防事業が，まず兵庫県によ

り1895年から着手された。その後，1897年に

砂防法が施行され，六甲山では1903年に1,100

ヘクタールが砂防指定地となり，マツやヤシャ

ブシが植栽された。ほほ同じ時期の1900年に

上水道水源として布引ダムが完成したが，当

時のハゲ山に起因する土砂流入を防止するた

めの植林も実施され，20～30年経過後には，

一時はハゲ山から緑の山に回復した。

　その後，マツの乱伐と山火事の頻発，観光

レクリエーションとしてドライブウエイの開

発が行われたことにより再び荒廃が進行した。

ちょうどそのような折，1938年の集中豪雨に

より阪神大水害が発生し，500万㎥を超える土

砂が市街地に流入し，670人を超える人命が失

われる惨事が発生した。これを機に，六甲山

では国による直轄砂防が始まり，多くの砂防

ダムが構築され，これらの砂防ダムは市街地

の安全に寄与してきた。

　しかし，昭和30年代からの高度経済成長政

策により都市への人口集中が始まり，都市周

辺では宅地の開発が盛んに行われるようになっ

てきた。神戸市街地も例外ではなく，六甲山

南山麓では傾斜地の宅地造成が盛んになって

きた。傾斜地造成であるため，一宅地の崩れ

は下流周辺にも被害を連鎖，拡大する可能性

があり，特に傾斜地の宅地造成は安全に配慮

する必要があった。このため，神戸市では国

に先駆けて1960年に「傾斜地における土木工

事の規制に関する条例」を制定した。その翌

年，1961年の「昭和36年梅雨前線性豪雨」に

より神戸や横浜等では，造成地や造成中のが

け崩れや宅地擁壁被害の多発が顕在化した。

この災害を受けて，国では神戸市の条例を参

考にして，豪雨による宅地災害防止を目的と

して「宅地造成等規制法」を1962年に制定し

た。この法律は現在でも宅地の安全性を確保

するための基本的な法律となっている。この

東日本大震災からの復旧事業を通した課題
　― 備えのための宅地耐震化推進事業の促進に向けて ―

神戸大学名誉教授　沖 村 　 孝
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ように，神戸における宅地土砂災害はその後

のわが国の宅地の安全確保のために契機とな

る先駆的な役割を果たしてきた。

２．阪神・淡路大震災と宅地造成等

規制法の改正

　1995年１月17日未明，阪神・淡路を当時の

震度７で襲った兵庫県南部地震は，死者6,434

人に達する大災害となった。この地震により

阪神間の宅地では5,000宅地以上が被災を受け，

宅地造成等規制法による改善勧告が2,915宅地

に対して出された。この地震による宅地被災

は，宅地造成等規制法が施行される1962年以

前に造成された宅地に多かったが，谷埋めさ

れた盛土の地表面傾斜が10～20度と緩い宅地

で被害が顕在化した。この被災形態は1961年

の豪雨時に見られるような斜面や擁壁の「崩

壊」ではなく「変形」によるものであった（写

真－１参照）。このように地震での被災形態は

宅地造成等規制法が想定しているがけ崩れや

崩壊という被災形態とは異なったものであり，

将来の地震に対して新たな視点から対策を講

じる必要性が明らかになった。

　被災した宅地の復旧に関しては，神戸市内

で被災した宅地の復旧を見ると，約67％が自

力復旧，融資や補助等の支援制度を活用した

復旧が約14％，阪神・淡路大震災以降に新た

に導入された災害関連緊急急傾斜地対策事業

（民間宅地擁壁復旧事業）等による復旧が19％

であった２）。この制度は，その後に発生した

2001年の芸予地震や2004年の中越地震の被災

にも適用された。

　2004年10月に新潟県で発生した中越地震で

は，さらに新たな被災形態による災害が発生

した。それは，阪神・淡路大震災で多発した

谷埋め盛土の被災に加えて，自然斜面上に新

たに造成した腹付け盛土が，崩壊により大き

な被災を受けたことである３）（写真－２参照）。

　このように地震が原因となった場合には，

豪雨時には見られなかった新たな被災が生じ

たため，地震に対しても宅地が安全になるよ

うな仕組みの構築が行われることとなった。

特に，わが国においては，30年以内の発生確

写真－２　中越地震で生じた宅地の被害

写真－１　阪神・淡路大震災で生じた宅盤の変形

　　　　　（手前が左に変形）
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率が70％と言われる南海トラフ型大地震４）や，

2007～2036年の30年以内に70％の確率で発生

するといわれている南関東直下型地震５）が予

想されており，これらの地震でも宅地は大き

な被害を受けることが予想されるため，積極

的に備えを充実させ，地震時でも被害が大き

くならない対策を講じる必要が明らかになっ

た。1995年以降の宅地地震被災例より，盛土

の締固めが緩く，かつ地下水位が高い盛土面

積3,000㎡以上の谷埋め盛土や，原地形の勾配

が20度以上で盛土高さが５m 以上の腹付け盛

土は地震時に崩壊や変状が生じる可能性が高

いことが明らかになった６）ため，これらの盛

土に対しては積極的に備えの方策として宅地

耐震化工事を行う必要があるものとされた。

しかし，宅地造成等規制法に基き，宅地を安

全にするための勧告等が出せる宅地造成工事

規制区域は全国の国土面積の2.7％に過ぎない

ため，規制区域外では勧告が出せない状況に

あった。このため，新たに，地震に対しても

対策工事が行えるよう，2006年に初めて宅地

造成等規制法が改正され，そこでは造成宅地

防災区域の指定が定められた。

　この改正では，現在積極的に進められてい

る住宅の耐震化工事と同様に，宅地に対して

も将来の地震に対してあらかじめ備えるため

の耐震工事が，宅地造成工事規制区域や造成

宅地防災区域で行えるようにしたものであり，

住宅と同様に住民負担を伴うものである。し

かし，まだ起きていない被害に対して，１）

事前に行った調査により危険度が判定できる

のか，２）事前に対策に対策を講じその費用

を分担することへの住民側の抵抗，３）さら

には住宅耐震工事のように個人の住宅（宅地）

で完結型ではなく，宅地耐震化工事は傾斜地

であるため面的に広がりを持った地域で工事

に取り組む必要があり，多くの住民の合意形

成が必要であること，４）宅地耐震化工事は

施工事例が少なく，工事の種類によって経費

が大きく異なること等，解決を迫られている

課題が多く残っている。このため，耐震化推

進工事がなかなか進捗しない状況にある。

　しかし，地震は震災対策の備えの完了を待っ

て発生してはくれない。2007年には中越沖地

震が発生し砂丘丘陵地の後背に造成された74

区画の宅地が変状による被災を受けた７）。加

えて，今回の2011年の東日本大震災では仙台

市内で5,728宅地（平成25年７月31日現在）が

被災を受けた８）。仙台市内では宅地の復旧は

困難であるとして２地区が防災集団移転促進

事業対象となり，住み慣れた宅地から離れな

ければならないことになった。このように将

来予想される地震に対して宅地の被災をあら

かじめ備えることにより被害を少なくするこ

とは今や住民や地域が取り組まなければなら

ない課題である。

　本稿では，2007年と2011年に被災した宅地

の復旧事例の紹介を通して，将来の地震に対

する備えとしての宅地耐震化事業の推進化の

ための方策と課題を探る。

３．2007年中越沖地震による宅地復

旧事例と課題９）

　2007年７月16日，新潟市の南西約60㎞付近

で，最大震度６強の中越沖地震が発生した。

これにより柏崎刈羽原子力発電所３号機で火

災が発生したが，大きな事故には至らなかっ

た。この地震による家屋の全壊は342棟と報告

されている。このうち，柏崎市内の古期砂丘

の後背斜面山麓を切り盛りした山本団地では，

昭和46年に造成された192区画の宅地のうち，

74区画の宅地が変状被災を受けた。当該地は

砂丘後背地のため，地下水位が高く，これに

より変状被災が発生したものと推察された。

この被災宅地を復旧するため，初めて造成宅
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地防災区域が新潟県により指定され，面積2.4

ヘクタール，74戸，地権者数62人で組合が組

織され，住民負担1/4の耐震化推進工事が施

工された。工事の内容は，１）暗渠工（深さ

２m，幅0.8m，総延長2,000ｍ），２）L 型擁

壁工（高さ２m，根入れ0.5m，延長約130m）

であった。暗渠工により地下水位を低下させ

とともに，宅地間の被災擁壁が L 型擁壁で施

工された。この団地では，その他の復旧工事

として，道路災害復旧工事や公共下水道災害

復旧工事も行われた。

　これらの工事を通して得られた課題は，以

下のようなものが考えられた。

１）本地区は被災後に，備えのための仕組み

を導入したため，被災地に被災の程度の濃

淡があり，これにより負担金の調整が必要

となったようである。しかし，将来起きる

地震に対する備えの場合は，被災の濃淡が

不明であるため，このような調整は不要で

あるが，想定被災の範囲を事前に設定する

場合には，詳細な調査，試験結果を経た二

次スクリーニング結果を住民に示し，原因

の明示と耐震対策工事の必要範囲と耐震工

事の内容等に関して住民の合意が必要であ

るが，復旧工事においてさえ合意形成の難

しさがあることが改めて痛感させられた。

２）本地区では，上述したように道路と公共

下水道で掘削を伴う災害復旧工事が行われ

ている。もし，これらの工事で地下水位を

下げる工夫が行われることができれば，本

事業での暗渠工は不要となる可能性がある。

地震時復旧の際には，宅地をも含めた地域

での各種復旧工事を調整できる機関が必要

と思われた。

４．2011年東日本大震災による仙台

市内の宅地復旧事例と課題

4.1　公共事業による復旧の拡大

　2011年３月11日に発生した東北地方太平洋

沖地震は，日本周辺における観測史上最大の

地震で死者・行方不明者が18,508人（2014年

４月10日現在），建築物の被害は全壊・半壊合

わせて400,246戸と言われている10）。福島県で

は原子力被害が現在も進行中である。本稿が

対象とする宅地の被害は，平成25年３月末の

被災宅地危険度判定申請の受け付けが終了し，

被災宅地は上述したように5,728宅地にも上っ

た８）。阪神・淡路大震災で初めて導入された

民間宅地擁壁復旧事業は，仙台では，「造成宅

地滑動崩落緊急対策事業」，「災害関連地域防

災がけ崩れ対策事業」，「防災集団移転促進事

業」が公共事業として登場し，これらの公共

事業で被災宅地の約44％が採択され，残りの

写真－３　中越沖地震による宅地の液状化被害

写真－４　東日本大震災で出現した宅地の被害

　　　　　（写真奥が左側に変状）
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56％は助成金制度や融資により復旧されるよ

うである８）。阪神・淡路大震災では公共事業

による復旧が上述したように被災宅地の約

19％であった２）ことから見ると，仙台市内で

は約44％であり，公的な支援が厚く行われた

ことがわかる。

4.2　仙台市内宅地の地震時の被災の原因

　仙台市では1987年の宮城県沖地震の際にも

多数の宅地が被害を受け，太白区緑が丘１，３

丁目では，地すべり対策事業として復旧工事

が行われ抑止工として鋼管杭が施工された。

また複数の宅地を買い上げることにより用地

を確保して地下水排水のための集水井工事も

行われた。今回の地震では集水井が効果のあっ

た１丁目では大きな被災は生じなかったが，

３丁目では大規模な変形は鋼管杭が効いてす

べりが抑止できたが，地表面付近では抑止が

できず，変形により家屋に被害が発生した11）。

　今回の地震による仙台市内の宅地被災の原

因としては，１）盛土が非常に緩いこと（N

値は１～５程度），２）地下水位が高かったこ

と，３）盛土材料として第三紀の堆積岩が使

われている盛土ではスレーキングにより土砂

化しやすかったこと，４）盛土材料が飽和し

た緩い砂質土では液状化が発生したこと，等

が指摘されている。１），２），４）は砂質土

で盛土が行われている阪神・淡路の宅地の被

災原因でも指摘されたことであるが，３）に

関しては今回の仙台で初めて指摘された原因

である。これらにより鋼管杭が施工された場

所でも，変形が生じたものと推察される12）。

4.3　復旧工事の内容（阪神・淡路大震災と

の比較）

　仙台市内の宅地盛土が粘性土系でもあった

ことにより，地震時では深さ３～４m の浅い

すべりと，８m 前後の深いすべりの２種類の

すべりが発生したものと推定されている12）。

一方，阪神 ･淡路大震災では，砂質土の盛土

であり，変状した盛土厚さは２～７m であっ

たが，谷埋め盛土基盤の崖錐層も深さ２～４

m で変状していた13）。しかし盛土層内で２種

類のすべり面は確認されていなかった。

　このように地域によって，地震時の宅地の

被災状況も異なるため，復旧工法も異なって

いる。阪神・淡路大震災では宅地の復旧に初

めて特例措置が採択され「災害関連緊急急傾

斜地崩壊対策事業」や「災害関連緊急砂防事

業」が導入され，公共事業として民間宅地擁

壁復旧事業が行われたが，そこで採用された

工法は，重力式擁壁工，土止め横矢板併用重

量式擁壁工，L 型擁壁工，現場打ち法枠工＋

グラウンドアンカー工，補強土工（網状鉄筋

挿入工），多段アンカー式擁壁工等であった14）。

備えのための耐震対策推進事業にとっては，

家屋に近接した現場で，作業用機械の用地も

ない場所が多く，そのような場所での工事事

例は，これらの工事を進めるに際しては，参

考になる事例として期待されたが，そのよう

な事例は少なく，多くは被災家屋が撤去され

た場所であった。このため，当時の施工例は

補強土工を除いて，備えのための耐震対策推

進事業にとってはあまり参考にならず，復旧

工事に属するものであった。

　一方，仙台市内でも基本的には，やはり復

旧工事であり，家屋が撤去された更地での工

事が可能であったため，コスト面から経済的

であるとして宅地に固化材を混入させ，地盤

改良を行う固化工法が多く採用された。すな

わち緩かった盛土の締固めを固化材で補強す

る方法である。もう一つの原因である地下水

の排水は暗渠工で行われ，隣接する宅地との

境界にはブロック積み擁壁工が施工されてい

る。家屋がある場合の工法としては，鋼管杭

工，コンクリート張工，網状鉄筋挿入工，ブ
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ロック積み擁壁工等で，擁壁周辺の補強が行

われた。しかし，重機が入らない場合は鋼管

工の施工が困難になる。その場合には少し高

価となる網状鉄筋挿入工が施工された（図－

１～３参照）12）。後者の事例は，備えのための

耐震対策推進事業にとっては，家屋があるた

図－１　家屋が既に撤去されている場合の対策工法（案）（N地区）12）

図－２　家屋がある場合の対策工法（案）（K地区）12）

図－３　盛土のり面崩壊被害の対策工法（案）（NK地区）12）
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め参考になる事例であろう。その他，盛土斜

面に対しては，法枠工，グラウンドアンカー

工，表面排水工，横ボーリングにより地下水

排水工，末端部には重力式擁壁工，矢板等に

よる土止め工，擁壁基礎には地盤改良のため

に固結工が採用されている。このように，阪

神・淡路大震災による復旧では使われていな

かった固結工が使われていることが大きな特

徴である。

５．復旧事業を通した課題　―備え

のための宅地耐震化推進事業の促

進に向けて

5.1　被災原因の究明調査の遅れ

　このように多くの現場で造成宅地の復旧事

業が進められているが，これらはいわゆる被

災後の復旧事業であり，現在進行中の備えの

ための耐震対策事業の推進にとってはあまり

多くのデータが得られていないことが課題で

あろう。復旧事業では被災区域は判明してい

る（このため中越沖地震の山本団地の事例よ

うに，被災の程度が負担金の多少に影響する

問題もある）が，備えのための事業では，ま

ず被災区域をどのように想定するかが大きな

課題である。この課題を解決する手法として

は，仙台市内の被災事例を対象に，なぜそこ

で，ある範囲で，かつその深さで発生したの

かという視点での調査が行われれば，その結

果が備えのための想定被災区域の設定に大き

く役に立つと考えられていたが，現実には，

復旧を急ぐあまり，このような調査がほとん

ど行われなかったようである。

　今までに報告された資料や，それに基づく

文献では仙台市内の「N 地区」のみでこのよ

うな調査が行われ，三軸圧縮試験等各種の土

質試験，表面波探査，ボーリング調査，三成

分コーン試験等が行われた12）。その結果によ

図－４　宅地盛土の粘着力 cu の試験結果（N地区）12）  
図－4 宅地盛土の粘着力 cuの試験結果（N 地区）12） 
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 改正された宅地造成等規制法に基づいて将来の地震発生に向けた宅地の安全を確保する

ためには、宅地耐震化推進事業を行う必要がある。この事業には地域の地盤条件、盛土の

現状、地下水の状況、変状の想定メカニズム、想定被災形態と規模、現場の施工条件、コ

スト等様々な条件を考慮し、対策工法を決定しなければならないが、住民側に費用負担が

生じることが大きな課題で、いかに住民の合意形成を確保するかも大きな課題である。こ

の事業は、傾斜地における地震時の宅地の安全のために事前に備えようとするものである。

傾斜地では、前述したように個別の宅地で耐震化を行っても地域の安全の確保にはならず、

隣接地や地域で共同して耐震化を推進する必要があることが大きな特徴である（液状化は、

個別の宅地の対策で隣接地には影響を及ぼさず、また隣接地からの影響を受けることは少

ない）。このため、地域で対策に取り組む必要があり（10 戸以上の地域が事業の対象となる）、

住民の合意形成が大きな課題になる。 
もう一つの大きな課題は、この事業は住民負担を必要とすることである。仙台では、復

旧であるとの考え方より、公共事業で多くが推進され、住民負担は総事業費の 10％とされ

た 7）。しかし、備えの場合は、現状での住民負担は 1/2 と大きく、中越沖地震の山本団地の

例では復興基金の活用により 1/4 とされた。この住民負担も、地域で合意の形成を図るため

には大きな課題となっている。 
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ると，仙台では盛土の内部摩擦角は平均で約

15°，粘着力は浅いすべりで３～８kN/㎡，深

いすべり面で15～25kN/ ㎡のせん断強度定数

が求められた12）。この結果を用いると地表面

変位が10～30㎝程度発生した深いすべり面で

は，安全率は0.91～1.04程度，地表面変位が

50㎝～１m 程度の深いすべり面では0.78～

0.81程度の値が求められている12）。現状の安

全率の考え方は，剛性破壊の考え方が導入さ

れ，安全率1.0以下を境として，破壊・非破壊

という考え方で進められており，塑性のよう

に変形するという考え方がとられていないが，

盛土を相手にする場合には崩壊のみならず，

現実には変形が多く出現しているため，安全

率1.0以下の値の大小によって，変形の大きさ

を推定することも一手法であろう。表面波探

査結果より，Vs ＝180～220m/s の低速度が

出現した範囲は，主たる変状範囲と一致して

いたことが明らかになった。また特に変状の

大きな場所ではVs＝90～140m/s程度の低速

度域であったことも示されている（図－４参

照）12）。二次元断面における安定解析結果と，

表面波探査結果を参考にすると，将来の地震

時の被災区域の想定もより信頼性が向上し，

住民の理解も可能になると思われる。以上は，

「N 地区」のみの成果であり，もっと多くの

地区でこの種の調査が行われておれば，この

ような考え方や用いる値の信頼性が向上し，

備えのための耐震対策事業も各自治体で積極

的に推進されるものと期待されたが，残念な

結果に終わっている。

5.2　公共事業による宅地耐震化推進の補完

　改正された宅地造成等規制法に基づいて将

来の地震発生に向けて宅地の安全を確保する

ためには，宅地耐震化推進事業を行う必要が

ある。この事業には地域の地盤条件，盛土の

現状，地下水の状況，変状の想定メカニズム，

想定被災形態と規模，現場の施工条件，コス

ト等様々な条件を考慮し，対策工法を決定し

なければならないが，住民側に費用負担が生

じることが大きな課題で，いかに住民の合意

形成を確保するかも大きな課題である。この

事業は，傾斜地における地震時の宅地の安全

のために事前に備えようとするものである。

傾斜地では，前述したように個別の宅地で耐

震化を行っても地域の安全の確保にはならず，

隣接地や地域で共同して耐震化を推進する必

要があることが大きな特徴である（液状化は，

個別の宅地の対策で隣接地には影響を及ぼさ

ず，また隣接地からの影響を受けることは少

ない）。このため，地域で対策に取り組む必要

があり（10戸以上の地域が事業の対象となる），

住民の合意形成が大きな課題になる。

　もう一つの大きな課題は，この事業は住民

負担を必要とすることである。仙台では，復

旧であるとの考え方より，公共事業で多くが

推進され，住民負担は総事業費の10％とされ

た８）。しかし，備えの場合は，現状では住民

負担は1/2と大きく，中越沖地震の山本団地

の例では復興基金の活用により1/4とされた。

この住民負担も，地域で合意の形成を図るた

めには大きな課題となっている。

　合意形成を図る一つの手法として，住民負

担を少なくすることが考えられる。住民負担

を少なくする方法としては，住宅の耐震化推

進工事のように，耐震化工事の補助率をアッ

プすることにより住民負担を軽減する仕組み

が考えられる（住宅の耐震化は戸別で行われ

る）。宅地においても，いずれかは，地域に対

してこのような補助率のアップにより住民負

担を軽減する仕組みを導入して，住民の合意

形成すなわち耐震化事業の推進に向けて進め

る必要があろう。

　仙台では多くの宅地を巻き込む変形が起き

たため，復旧工事では，道路等の公共用地に
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施工する面的な広域滑動崩落防止対策工と，

個々の宅地境界で行われる擁壁復旧対策工の

二つに分けて，前者は公共工事で，後者は住

民負担で行われた。前者の考え方は，地下水

の場合は，すでに３の２）で述べた2007年の

中越沖地震の復旧工事で明らかになった課題

に学んだ手法である。今後も，復旧工事のみ

ならず，事前の対策工事においても道路等の

公共空間で行われるであろう抑止工や地下水

低下工等の広域対策と擁壁工の個別対策の考

え方が導入されると，負担軽減には大きく貢

献できるものと思われる。以下では地下水対

策工について述べる。

　地震時の宅地の被災メカニズムでは地下水

の存在が大きな影響があることがわかってお

り，地下水排除のための暗渠工の施工が神戸

でも山本団地でも仙台でも多く採用されてい

る。地下水位の低下や排水に関しては，３の

２）では，緊急時における各種復旧公共工事

とその調整に関して述べたが，このような上

下水道や道路では復旧工事のみならず，日常

時においても維持・管理のために地下を掘削

する機会が多い。この際に，地下水位の高い

宅地では埋戻し土を透水性のよい砂礫で行い，

地下水を下げる工夫が日常の公共事業でも行

われるならば，地下水位の低下が期待でき，

リスクを少しでも軽減させることができる（水

硬性スラグ，改良土や山ズリ等で埋戻しを行っ

た場合には，液状化による被災が軽減できた

事例のあることが，阪神・淡路大震災でも報

告されている15））。このような手法を用いるこ

とにより，段階的にでも，まず道路地下空間

ネットワークを活用して，道路の地下埋設物

の工事から広域の耐震化を進めていき，次に

個人の宅地・擁壁の耐震化を進めていけば，

住民負担も少しは軽減でき，合意形成から事

業の促進に向けた動きもできると思われるた

め，このような柔軟な仕組みの導入も今後考

えていく必要があると思われる。

5.3　耐震化構造物の将来の維持管理

　現状では，造成宅地防災区域の指定や宅地

耐震化事業の推進を進めている段階にあるた

め，この事業により耐震化のために施工され

た構造物の維持管理にまでは考えが及ばない

が，公共事業として宅地復旧事業が進められ

ている仙台では，一部の地区では滑動崩落防

止対策事業が公共用地だけではなく，一部民

間用地でも地主の許可を得て施工されている。

しかし，このように施工された構造物の将来

の維持管理体制を危惧する声も上がっている。

過去の阪神・淡路大震災，芸予地震で採用さ

れた民間宅地擁壁復旧事業では，擁壁を急傾

斜地とみなして，崩壊危険区域として指定し，

県が管理する仕組みが導入されている。今回

は，現状では，宅地の所有者が施工された宅

地滑動崩落施設の保全に努めるようになって

いるが，宅地所有者がそのような維持管理が

できるわけではなく，将来の課題となってい

る16）。将来の地震に対する備えのための宅地

耐震化推進事業でも，何らかの構造物が採用・

施工されることが十分考えられ，これらの構

造物の維持管理に関しても，今から考えてお

く必要があろう。
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１．はじめに

　当稿は，遅々とした歩みの東北復興の，と

りわけ生活復興を対象に，また仮設住宅から

災害公営住宅への移行期に視点をすえ，その

プロセスにおける社会福祉実践上の援助論を

示そうとするものである。

　阪神・淡路大震災からの復興の過程で得た

経験と教訓を生かし，今も援助の現場で活躍

する実践家の知見とノウハウを記述し，加え

て阪神間の自治体で政策策定や地域福祉の援

助論研究にも長く関与している筆者の立場か

らの考察を加えていきたい。

２．生活復興の概況と施策

　東日本大震災から３年を迎える前日の2014

年３月10日現在，約26万7000人が今なお避難

生活を強いられており，仮設住宅に依然約10

万4000世帯が暮らしている１）。

　避難所から仮設住宅へ移行し，さらには本

格的な住戸再建の一環である災害公営住宅へ

本格移転することが，生活復興の道程と見な

すならば，その道はまだまだ半ばであり，か

つ復興のペースは残酷なほどに緩慢である。

　災害公営住宅の同月末の完成戸数は，岩手

県587戸，宮城県1,403戸，福島県357戸の計

2,347戸で，これは計画戸数のわずか９％にす

ぎない。発災後３年を経て，生活復興の基点

である災害公営住宅の現状がこのようなこと

からも，被害者には，あまりにも遅々とした

ペースと何よりも先の見通しが立たない不安

とイラ立ちが容易にうかがえる。

　もちろん国も手をこまねいていたわけでは

決してない。災害廃棄物（がれき）の撤去及

び処分をはじめとして，海岸対策や復興道路

などライフライン，インフラの本復旧に努め

たことによって，県土・国土の整備という大

事業に着手しえた。さらに，住宅再建につい

ては，高台移転や区画整理等ハードの整備に

至るまでに，住民，土地所有権者や借地権者

らの意思確認や意思決定などソフトの手続き

が不可欠となり，これが大幅な時間を費やし

ている。

　その結果，被害者の避難生活は長期化を余

儀なくされ，そのため健康面への影響が懸念

されることになった。そこで政府は，「被災者

に対する健康・生活支援に関する対策パッケー

ジ」（図１）なるものを取りまとめた。（2013

年12月13日）これは，各府省の既存対策を横

生活復興プロセスにおける援助
　― 仮設住宅から災害公営住宅へ ―

関西大学社会学部教授　松 原 一 郎
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断的に点検し直し，翌年度の予算措置や今後

の運用改善の方向性を一つに束ね，対策パッ

ケージとして，長期化する避難生活への支援

とするものである。

　これらの事業の多くは，阪神・淡路大震災

の復興の教訓を生かし，被災者の孤立防止と

心のケアが重要視されている。つまり，被災

者の多くが仮設住宅等に移行することを踏ま

え，コミュニティが弱体化し，個々の孤立化

が問題になるとして，①見守り活動，②心の

ケア，③生きがいづくり等の取り組みが事業

として実施されている（図２）。

　避難の長期化や耐久住宅への移転に伴う主

要な諸課題として，

図１２）

図２３）
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①健康状態の悪化が今後深刻化

②問題や悩みの多様化（取り残され感への対

応，健康・介護の観点での重い人への支援

等）

③生活支援，医療や介護などのサービスが受

けられる環境の整備

を挙げている。また，その対象者として高齢

者を中心に捉えている。

　そして，これらの課題への対応として，“体

と心の健康”への対策を掲げ，保健師による

巡回指導，専門人材の確保，心のケアセンター

の設置運営を具体例として取り上げている。

　また，孤立防止に見守りは不可欠として，

サポート拠点の設置や復興支援員による見守

り活動を引き続き事業化していく。さらにコ

ミュニティづくりも併行して支援すべき事業

として列挙している。

３．仮設住宅支援の現状とポイント

　このように，阪神・淡路大震災からの復興

過程で有効だと見なされた対策が，ペースは

遅いものの，東日本大震災復興の場において

も活かされていると言えよう。

　阪神・淡路大震災からの復興に兵庫県下で

社協マンとしてかかわり，今日再び宮城県サ

ポートセンター支援事業所アドバイザーとし

て生活復興の任にあたっている浜上章は，仮

設住宅から災害公営住宅への移転という大き

な節目の時期を４つのフェーズでとらえ，そ

れぞれに想定される状況および課題と対応・

支援策を図示している。４）

　簡潔明瞭な図であるが，補足的なポイント

を書き加えておきたい。

　フェーズⅠ：移転準備・入居初期であるが，

仮設住宅だけではなく，みなし仮設世帯への

情報伝達が徹底されているかが肝心である。

図３
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町の広報だけで住民に十分に伝わっているの

か。あるいは情報が錯綜していないかなどを

チェックする必要があろう。

　仮設住宅内の自治が浸透しており，住民同

士の行き来があれば，伝達役となるオピニオ

ン・リーダーに頼ることができるが，そのよ

うな状況にない仮設住宅のブロックであった

り，一人，二人と疎外されている状況などで

は，この点に留意が求められる。

　また，移転には，新たな出費も伴うため，

金銭面での不安も高じる可能性がある。さら

に災害公営住宅の完成が遅れているために，

入居時期の確定がバラバラとなり，これによ

り「みんなと一緒」という安心感とは対極の

心情が生まれてくることを忘れてはなるまい。

　フェーズⅡ：転出入期という再びのリロケー

ションは，喜びと不安というというアンビバ

レント（二律背反）な感情を呼び起こす。定

住の場ができた喜びがある反面，仮設住宅で

の生活を離れる不安と新たな環境に対する心

配である。

　不便であったとしても仮設住宅での生活に

一定慣れてきており，現在の生活のメリット

（商業施設が近い／友人が多くできた／医療

サービスが受けやすい等）を捨てたところで，

新たな住まいで，再びそれが得られるのかと

考え，残留希望者さえ出てこよう。とはいえ，

仮設住宅はどんどん空部屋が増えてき，残留

者には安全面での懸念はもとより，早晩メリッ

トがデメリットに転化する事態を十分に理解

してもらわなければならない。

　災害公営住宅においては，自治会の役員の

なり手が先細りする可能性が高い。そこに入

居する方たちは基本的に自立再建がかなわな

かった高齢者が多数を占めており，発災後４

年，５年と時を経つにつれ，高齢者とともに

役員の担い手は減じ，自治機能の低下に備え

る必要に迫られよう。

　災害公営住宅においては，仮設住宅のプラ

イバシーのなさが解消される反面，孤立化は

深まりがちである。いわんや，新しい住民同

士の交流や，さらには，周辺地域との接触を

進めないと新天地でのコミュニティづくりは

始まらない。個々人のソーシャル・キャピタ

ルの醸成とコミュニティづくりの両輪を事業

として展開することが，このフェーズでの最

優先対策と考えられる。

　フェーズⅢ：入居完了期およびフェーズ：

Ⅳ：定着期で，懸念される状況は，新しい環

境に適応した人とそうでない人との差がはっ

きり出てくることであり，とりわけ後者は，

アルコール依存やうつなどの症状に加えて，

社会生活における孤立化という問題を提する

こととなる。また，このような個人差だけで

はなく，コミュニティづくりの成否など，団

地間の格差も立ち現れる。

　新たな入居者から団地役員の担い手を見い

出すことも含め，持続的な自治組織の有無が，

要援護者への支援体制の成否を決めることに

なると目される。

　多くの被災地においては，まだまだフェー

ズⅠの段階にあるが，宮城県を例にとると，

各市町において仮設住宅サポートセンターが

以下の図４に見るように配置されており，具

体的かつ個別的な支援を提供している。

　また，これらのサポートセンターやボラン

ティアセンター等の関連機関を含んで支援す

るために，宮城県サポートセンター支援事務

所が置かれ，みなし仮設や在宅居住者支援（地

域サロン活動支援，復興公営住宅支援を含む）

もあわせて行っている。「地域主導によるまち

づくりと地域福祉の実現」を長期目標として

掲げ，被災市町のサポートセンター／関連機

関の運営支援を通じて要援護者等の生活再建・

自立を支えようとしているのである。

　仮設住宅サポートセンターは，生活再建の
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図４５）
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最前線の重責を全うしようとしており，その

現場のワーカーたちに話を聞いたところ，彼

らの大多数が被災者という過酷な状況下で援

助職に就いている。自らの生活再建と燃えつ

き回避の重要性を看過すれば，上記のスキー

ムは，早速破たんすることになろう。

４．災害公営住宅移転期における援

助実践

　被災者への仮設住宅における支援が徐々に

災害公営住宅転居への支援へと移行するにあ

たって，各種の生活指導員へのサポートのあ

り方が東北関東大震災・共同支援ネットワー

クの手により，『サポーター　ワークブック』

という形でまとめられた６）。これは，阪神・

淡路大震災における復興公営住宅支援にあたっ

たサポーター，社会福祉協議会，福祉施設，

行政，NPOなどの関係者と東北（宮城県）社

会福祉研究者が合同でワークショップを行い，

それをベースに仮設住宅からの転居期の課題

整理とそれに対応する支援のノウハウを具体

的に盛り込んだものである。

　当ワークブックの編集にあたって次の６点

から被災者支援をとらえたと藤井博志は言

う７）。

①被災者支援から住民支援に支援観を転換す

る。

②仮設住宅から「住まい」としての災害公営

住宅等へのスムーズな転居を支援する。

③災害公営住宅の周辺地域を含めた福祉のま

ちづくりを支援する。

④転出が多くなり，コミュニティ維持が困難

になる仮設住宅住民の支援をていねいに行

う。

⑤サポーターの仮設住宅支援の実践経験を災

害公営住宅支援に生かす。

⑥以上の支援を，サポーター，地域住民，社

会福祉協議会など支援機関，行政が共通認

識のもとに行う。

　先述の浜上章のチャートと軌を一にしつつ

（浜上もワークブック編集委員会の一員），３

つの段階で災害公営住宅への転居期を予想さ

れる出来事とそれに対する支援のポイントと

の対で見事にまとめられている３つの図表を

提示するのは，筆者自身も，阪神・淡路大震

災からの復興に政策家として20年近くたずさ

わってきた経験から，次の２点において共鳴

するからである。

　１）兵庫県の復興計画策定の折，筆者は単

なる復旧ではなく，「創造的復興」を唱え，そ

れが県政のリード・スローガンとなった。災

害とは，生命や健康，すまい，仕事，家族，

財産，社会的つながりなど，あらゆるものを

一瞬にして喪失する惨事である。その一つ一

つを可能な限り再獲得していくのが，「生活復

興」に他ならない。加えて，もともと存在し

ていた社会的問題を緩和・解決し，新たな価

値を生み出すことこそが，「創造的復興」とし

て望まれると訴えた。

　被災者の多くが要援護者であり続けている

ように見えるが，実は，発災以前にも仕事や

財産，社会的つながりなどに恵まれていなかっ

た人が多いのではないだろうか。生活復興と

は，旧に復するだけでは不十分で，むしろそ

の社会に存在していた不平等の是正や社会的

包摂（ソーシャル・インクルージョン）を目

標とすべきだと強調したい。

　２）この原理を仮設住宅から転居する人た

ちへの支援という局面でとらえなおしていく

と，以下の３つの図表は，筆者の主張する，

個々人への総合的なサポートの提供に加え，

同時にコミュニティづくりの促進という２つ

の面を含意しており，災害復興のテーマであ

りながら，もともとあった社会の欠陥を超克

したうえで，自律型・共生型のまちを目指す
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という意味において，創造的復興に値する。

　被災地のみならず，全国に汎用性のある地

域福祉実践の一端がここに示されており，そ

れはまた阪神・淡路大震災の復興過程で得た

教訓でもある。

　これらの３つの時期における，マニュアル

ともいうべき内容をもつ援助方策であるが，

さらにこれを補充する有意義なアドバイスを，

阪神・淡路大震災の復興期に明石市の現場統

括の任を担っていた岡本弘志から得たい11）。

　仮設住宅からの転居が始まる初期段階（図

５）においては，次の５点を引用する。

・災害公営住宅へのグループ別入居の準備と

して，グループ別入居を目的とした仮設住

宅入居者のグループの結成や活動を支援す

る。（仮設住宅の空き住戸をグループ活動用

に提供することも必要である ｡）

・災害公営住宅への入居希望者に対して，集

図６９）
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合住宅の生活についての正確な知識を得る

機会や情報を提供する。

・棟ごとの自治会の結成や活動の支援をする。

・自治会の会長とは別に管理人を選任しても

らう。会長の交代があっても，管理人には

長期間にわたり管理業務に就くことができ

る人が適任である。

　次に仮設住宅からの転居が進んだ時期（図

６）における留意事項である。

・災害公営住宅の高齢単身入居者の閉じこも

り防止に関しては，市社協は，災害公営住

宅の管理人に，有償ボランティアとして，

高齢単身入居者の見守り活動員を委託する。

・地域包括支援センターは，この見守り活動

員（管理人）と協働して，担当地域内の災

害公営住宅の高齢単身入居者の閉じこもり

防止の活動を行う。

・災害公営住宅の入居者から出される管理上

のトラブルや苦情に関しては，自治会長と

管理人がかならず二人一組で対応する。ま

た，行政の住宅担当部門との折衝も二人一

組で行う。（聞き間違いや言い間違いが起こ

らないようにする ｡）

・災害公営住宅の生活困窮者に関しては，行

政の生活保護担当部門が，事前に，ケース

ワーカー等の人員体制を整え，生活相談や

生活保護手続きをはじめとする様々な対策

図７10）
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を計画し，具体的な対応の方針を決めてお

く。

・市町村社協は，行政の住宅部門とは異なる

立場を活かして，仮設住宅入居者に対して，

グループ入居の促進のための情報提供やグ

ループづくりを支援する。

・行政の住宅部門，福祉部門及び市町村社協

のトップ三者で，災害公営住宅にかかる公

式な三者会議を開催する。（担当者レベルで

連携が図られているのを上司の無理解がそ

れを阻害する場合が生じる ｡）

・地域包括支援センターは，災害公営住宅の

高齢単身入居者等への支援を通じて，市町

村社協や自治会等の地域組織と緊密な関係

をつくる。これは，超高齢社会における地

域支援事業のノウハウを身につけるまたと

ない機会とすべきである。

　後期段階（図７）における，災害公営住宅

における望まれる援助アプローチは，具体的

かつ効果的な支援法である。

・災害公営住宅ではあるが，さらに進行する

高齢者の単身化を見通して，自宅で生活し

ている単身高齢者が，自宅での生活が困難

となり，サービス付高齢者用賃貸住宅とし

て移り住む公営住宅となることも想定して

おく。その場合，同じ団地内に，一般入居

者用の棟と高齢単身入居者用の棟とが設置

されていることが望まれる。

・高齢単身入居者が，自らの安否を近隣や管

理人に知らせることを習慣とするために，

ドアの外側にプレート表示を行う。プレー

トの片面は「おはようございます」，もうひ

とつの片面は「おやすみなさい」とし，入

居者自ら，朝と夕方に表示を変える。（動く

ことができる高齢者には，一日二回，数十

秒間でもドアの外に出てもらうことが大切

である ｡）

・外出可能な高齢単身入居者には，一日一回，

棟ごとに設ける談話室兼管理入室に足を運

んでもらう。そこで他の人と，お茶を飲み，

会話を楽しむ。足を運んだ記録表を備えて

おき，自ら記録していただく。（円滑な団地

生活には欠かせない良好な近隣関係を築く

ためには，入居者同士の日常的な出会いの

場は必要である ｡）

５．むすび

　生活復興プロセスにおける援助の具体的な

内容に検討を加えてきたが，それは復興に寄

するという本来の目的と同時に，地域福祉実

践の深化という全国各地に普遍的なテーマへ

のアプローチでもあることが明白となった。

　とはいえ，被災地固有のテーマをむすびに

明示しておきたい。

　それは，被災者個々人とその人の住む地域

社会のレジリエンンスを高めることである。

レジリエンスとは，回復力や復元力と訳され，

人のもつストレスへの脆弱性に対応するもの

とも理解され，精神医学や心理学をルーツに

するので，その領域からの記述を紹介する12）。

　レジリエンスは，多大なリスクやストレス

に直面した際の成功適応のことである。

（１）レジリエンスとは，人の性格ではなく，

適応のプロセスやパターンを示す。

（２）人がリスクや大変なチャレンジに身を

置き，逆境においても適応するという

前提に立つ。

（３）よって，リスクを経験した後に，もと

の生活遂行に（筆者追加）十分な機能

を維持もしくは回復しなければ，レジ

リエントな人間とは言えない。

とファリスとボーコウスキーはその概念の３

側面を提示している。

　また，二人は続いてマステンとパウエルを

引用している。多重で累積的なリスク群につ
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いて触れ，「多様なリスクに長期間にわたって

さらされることが，最悪の不適応事態につな

がる可能性がある」という研究成果をファリ

スらは引用している13）。

　これは被災地の要援護者に連なる話であり，

すまい，仕事，生活不安，社会とのつながり，

などなど多問題が長期にわたって累積すると

いう事態を避けるための個々人への援助は，

まさにレジリエンスの醸成と軌を一にするの

である。

　そして，個々人の生活復興は，コミュニティ

という共生する社会やつながりのある関係の

なかで，はじめて可能となるのであり，加え

て＜地域社会のレジリエンスの創造的な復興＞

を同時に目標とすることが，生活復興プロセ

スにおける援助の基本とすべきであると強調

したい。
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４）「災害公営住宅移行期における被災者支援を考える

視察・研修」（H.26.1.11　兵庫県 人と防災未来セン
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６）東北関東大震災・共同支援ネットワーク　被災者支

援ワークブック編集委員会編『東日本大震災・被災者
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政策策定や政策評価に関わってきたが，後者

は現場での対人援助であり，当方の計画した

施策の現実的な担い手の働き（機能）でもあ

る。

　阪神・淡路大震災からの復興は，この両輪

の駆動なしでは遂行できなかったと兵庫県の

復興計画に関わり続けた経験から言える。そ

れは東北復興についても同様であろう。政策

家として，現場のソーシャルワーカーへのリ

スペクトと期待を込めて，当稿においては彼

らの示唆するところを全面的に強調した。

　また，阪神・淡路の経験を踏まえ，個人と

地域社会との両方への支援の総合化が今や大

きな政策目標として明確になりつつあり，復

興事業の多くを一般施策としての地域福祉シ

ステム構築にバトンタッチしていこうと，筆

者は兵庫県，神戸市，尼崎市，および伊丹市

において政策化を推進している。
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ては，以下の震災復興に関する筆者の論文を
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『阪神 ･ 淡路大震災復興誌』第４巻1998年度版 P.105
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１　災害復興費の全額国庫負担金

　被災自治体の苦しみは，被災自治体でなけ

ればわかないであろう。それは被災自治体で

あっても，通常の行政サービスは提供・処理

し，さらに災害復興費に負担が追加される。

しかも地方税が，減収に見舞われている。

　現行の地方財政では，交付税不交付団体は

例外であるが，一般の交付税交付団体は，余

裕財源は発生しないシステムになっている。

では災害復旧・復興費はどうするのか，財源

調整基金などを取り崩すか，行政サービスを

削るか，人件費などを削減するしか選択肢は

ない。

　被災自治体は，災害救助・復興事業で，職

員は超過勤務の連続であり，また市民サービ

スも，災害に追い討ちをかけるような削減は

できない。

　従来，被災自治体の財政は悲惨そのもので

あった。阪神大震災の被災自治体の神戸市財

政をみると，一般会計震災関連事業費2.160兆

円のうち，財政支援額（国庫補助金・県補助

金・交付税 ｣）1.013兆円となり，自己負担

1.147兆円と約50％負担となる。

　では，この復興財源１兆円をどう捻出した

かである。基金を外郭団体を含めて約2,000億

円くずしたが，残余は減量経営で処理していっ

た。財政力指数は，10年で0.83から0.64まで

低下していった。これでは震災復興事業はで

きても，神戸市経済振興・市民生活向上策な

どができるはずがなく，神戸市経済は沈滞し

たままであった。

　震災10年後から経済振興への施策という，

前向きの行政ができるようになり，財政力も

現在では0.73まで回復し，神戸市政もやっと

地域振興施策への積極的対応へと舵をとりだ

したが，都市間競争では，一周おくれのラン

ナーというハンディは否定できない。要する

に物的な復興は成し遂げたが，財政基盤は劣

化し，経済振興への途は険しい。

　被災自治体が，半額を負担して震災復興事

業をしなければならないのは，理不尽な措置

である。では一体，災害復興への政府財政支

援はどうなっているのか，戦後，災害激甚法

が制定され，通常の建設補助より高率補助が

導入された。一般的には，２分の１を３分の

２とするなどの優遇措置である。

　しかし，大規模災害となると，激甚法では

被災自治体の復興事業は，財源的にデットロッ

クに乗り上げてしまう。阪神大震災でも，激

政府財政支援と被災自治体財政

甲南大学名誉教授　高 寄 昇 三
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甚法の上乗せ・横だし優遇措置を求めて，陳

情してかなりの財源拡充を得，全体では３分

の２補助となった。

　ただ実際，復興事業を施行してみると，補

助対象外事業，超過負担，復興事業収支悪化

など，さまざまの要因が加わり，決算ベース

では，交付税措置を含めても，２分の１負担

となっている。２分の１負担は，被災自治体

にとって過酷な負担であり，しかも交付税シ

ステムでは，余裕財源はないのであり，全額

国庫負担でなければ，被災地復興も被災者再

建も，経済・生活解決は達成できないのであ

る。

　全額国庫負担は，国庫依存でなく，被災自

治体の生存権の主張であって，被災自治体も

復興事業の応分の負担をせよという，政府の

理屈は成立しない。なぜなら被災自治体には，

余裕財源は，交付税システムからみてない。

　しかも政府は租税配分において，復興財源

を創出するだけの財政権限を有しているから

である。被災自治体が，復興財源を法定外普

通税などを創設して，財源調達をすることは

不可能である。また地方債で財源を調達する

方式は，結局は長期にわたり，被災自治体と

地域経済と市民生活を財政的後遺症に悩ませ

ることになる。

２　東日本大震災の政府財政支援

　東日本大震災の災害復旧・復興は，災害が

地震だけでなく津波による被害で，阪神大震

災より深刻な実態となり，しかも被災市町村

が仙台市・女川町（原発立地団体）は別とし

て，小規模市町村であり，財政力が貧弱な団

体であった。

　当時の民主党政権は，思い切った財政支援

策を打ち出し，従来の激甚災害法の上乗せ方

式でなく，実質的な全額国庫負担方式を創設

していった。震災被害額との関連でも，阪神

大震災被害額約10兆円，政府財政支援5.2兆円，

東日本大震災被害額約17兆円，政府財政支援

25兆円で，阪神大震災は，被害額の0.52倍，東

日本大震災は被害額の1.47倍，東日本大震災

の政府財政支援は，阪神大震災の2.83倍の財

政支援となっている。

　画期的なことは，実質的に災害復旧・復興

費の全額国庫負担が導入されたことで，その

背景をみてみる。

　第１に，政府財政力は，阪神大震災より国・

地方の長期債務残高2.35倍に膨張しており，国

税収入は0.82倍に低下していた。政府として

大災害への財政支援財源はなかったので，復

興特別増税と震災復興特別交付税での財源補

填となり，結果的には激甚災害法の上乗せ方

式でなく，増税による復興財源獲得と震災特

別交付税方式による補助裏補填という，画期

的政府財政支援システムとなった。

　第２に，震災そのものが津波災害であり，

阪神大震災の火災・倒壊・局地型でなく，10

県にもまがる広域災害であり，しかも福島第

一原発事故という深刻な特殊災害が追加され，

中途半端な政府財政支援では，復興はできな

いという認識が浸透していった。

　しかし，原発事故があった福島県は例外と

して，県・政令指定都市では，中心地域は被

害を免れており，阪神大震災のように中心市

街地が崩壊した，局地集中型の被災の方が被

害は深刻であったが，沿岸市町村の財政支援

に連動して，全額国庫負担方式が適用された。

　第３に，被災自治体が，大都市圏の都市で

なく，沿岸地帯の中小市町村であり，財政力

からみて，補助裏を負担して復興事業ができ

ないという現実が容易に理解できた。そのた

め激甚災害法による補助金・地方債補填方式

でなく，補助金・交付税補填方式となり，補

助裏負担ゼロという，国庫全額負担となった。
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　このような全額国庫負担方式を宮城県南三

陸町（表１参照）でみると，補助金・交付税

の比率が高く，地方債の比率が低いという特

徴がみられる。

３　被災自治体財政の安定性

　従来，災害激甚法方式では，被災自治体の

財政力は低下し，財政収支がフロー・ストッ

クの面で悪化していった。東日本大震災では，

強力な国庫補助金・震災特別交付税措置によっ

て，財政悪化はみられない。

　第１に，財政力指数（表２参照）をみると，

数値の低下がみられるが，釜石市をのぞいて

わずかである。市町村税収入が低下したが，

復興事業などの補助裏がほとんど交付税で補

填されたからであろう。神戸市をみると，震

災前の93年度に0.83であったが，05年度には

0.64まで低下している。

　第２に，経常収支比率も悪化の傾向がみら

れるが，100をこえる危機的状況にはない。災

害救助施策は，主力は県事業であり，市町村

の負担はすくない。それでも補助対象外の住

宅支援金かさ上げなどの，独自施策を展開し

たので，指標悪化となったのであろう。

　第３に，公債費負担比率をみると，釜石市

以外はむしろ，震災後，数値的には巨額の復

興事業を実施したにもかかわらず，改善をし

ているのは奇異な感すらする。数値的には仙

台市は，震災前21.2と危機的状況にあったが，

12年度19.6と低下している。神戸市をみると，

96年度19.9％と高水準であり，99年度26.1％

と完全に危険水域を突破している。

　第４に，積立金現在高は，東日本大震災の

政府財政支援が，国庫補助金の前倒し支給を

実施したが，事業処理が追いつかず，特定基

金として積み立て，後年度に取り崩して事業

財源化する方式を採用したので，驚異的増加

となっている。10年度比で12年度をみると，

釜石市40.35倍，大槌町59.06倍，南三陸町

31.63倍である。

　もっとも全体として積立金が増加しても，

後年度の事業費で，問題は財政調整基金がい

くらかであるが，12年度仙台市260億円と政令

指定都市のなかでも高水準であるが，釜石市

35.9億円，大槌町14.3億円，女川町104.4億円，

南三陸町11.5億円と，一般的には高水準とい

える。

　しかし，震災復興施策・事業などの後年度

負担を考えると，仙台市・女川町はともかく，

政府財政支援がなくなったあとの財政運営の

安定財源となるか，こころもとない次第であ

る。

　第５に，地方債現在高をみると，表２の被

災自治体では，仙台市をのぞいて地方債残高

は増加していない。仙台市の地方債残高の増

加にしても，ごくわずかである。従来，災害

復旧・復興事業は，国庫補助金では不足する

ので，地方債で財源調達を余儀なくされ，残

高は一気の増加するのが通例である。

　神戸市では93年度0.81兆円であったが，97

年度1.80億円と2.22倍に増加し，12年度でも

表１　南三陸町歳入の推移（単位：百万円）

区分 地方税
地  方  交  付

国庫支出金 地方債 その他 合計
普通交付税 特別交付税 復興特交税 合　計

2010 1,299 3,634 328 1,009 3,962 516 726 2,137 8,640

2011 577 3,661 2,835 1,682 8,177 7,569 670 10,018 27,011

2012 821 3,652 251 6,529 10,432 77,164 387 11,571 100,375

資料　総務省『市町村決算統計』
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1.03兆円と市債残高に喘いでいる。

　東日本大震災では政府財政支援が徹底され，

国庫補助金・交付金・交付税措置で，ほぼ全

額補填されていたことを，立証しているといっ

てよいであろう。

　強引な結論であるが，財政指標から判断す

るかぎり，阪神大震災にみられたような財政

悪化の兆候はみられないが，問題は事業実施

にともなって発生する，復興事業の損失が危

惧されるのである。

４　被災自治体財政への危惧

　東日本大震災の復興事業は，被災市町村に

とって震災前の数十倍という巨額の事業となっ

ている。政府財政支援が100％としても，将来

の財政について，さまざまの不安要因があり，

慎重な財政運営・事業処理が求められる。

　第１に，震災復興の最終目的は，地域社会・

市民生活の振興であるが，そのバロメーター

は人口である。財政運営にとって，人口が回

復しなければ，復興事業が無駄になるだけで

なく，財政運営にあっても，将来，大きな圧

迫要素となる。

　被災市町の人口は，震災以前から減少傾向

にあった。個別町村の人口推移（表３参照）

をみと，南三陸町では，17・22年国調の５年

間で，9.34％減であったが，22・25年で15.60％

と，減少を加速度させている。

　原発立地の女川町でも，17・22年国勢調査

の５年間の人口減6.3％，22・25年で25.77％

の激しい人口減に，見舞われている。震災に

よる避難での一時的人口流出か，経済打撃に

よる構造的減少かは，不明であるが，構造的

原因となると，復興事業による，地域活性化

施策でも容易に回復しないであろう。

　第１に，東日本大震災の被災町村の将来が

どうなるか，現在，巨大復興事業が進行中で

あり，推測不可能であるが，北海道奥尻町を

みてみる。

　1993年７月に津波被害にあったが，町予算

の17年分の匹敵する，764億円の復興事業を実

施し，巨大防潮堤と高台移転も実現した。さ

らに義援金190億円で，住宅再建助成（最大

表２　東日本大震災市町村の震災後の財政推移（単位；百万円）

区分 財政力指数 経常収支比率 公債費負担比率 積立金現在高 地方債現在高

仙
台
市

10 0.858 95.4 21.2 85,393 717,197

11 0.852 101.6 18.1 155,226 735,386

12 0.843 96.5 19.6 222,300 760,475

釜
石
市

10 0.46 84.0 15.0 1,779 20,502

11 0.43 93.6 18.1 12,972 19,982

12 0.28 95.2 19.6 71,789 9,816

大
槌
町

10 0.31 71.8 9.8 1,187 6,929

11 0.30 93.8 7.9 9,143 6,527

12 0.27 81.7 5.2 70,103 6,404

女
川
町

10 1.28 75.7 5.0 12,441 3,382

11 1.17 78.8 3.0 14,441 3,444

12 1.09 74.1 2.5 58,728 3,348

南
三
陸
町

10 0.30 87.7 16.2 2,269 10,629

11 0.29 94.6 8.9 7,508 10,397

12 0.28 95.2 7.1 71,789 9,816

資料　総務省『市町村決算統計』
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1,250万円）･ 中小企業助成（商店再建最大

4,500万円）も実施したが，人口は震災時の

4,700人から減少を続け2013年３月31日では

2,978人と3,000人をきり，40％ちかい減少で

ある。建設した小学校も，10年もたたず廃校

になっている１）。

　震災後の財政推移を復興事業が峠をこえた，

1996年度をみると，公債費比率15.6％とやや

高いが，地方債残高は市税の20.61倍とかなり

の負担である。積立金64.3億円は特定目的基

金が大半である。

　その後，財政力指数・町税は低下し，公債

費比率は2006年には30％と危機的水準となり，

地方債残高の71億円と少し減少したが，依然

として高水準であり，一方，積立金は激減し

ている。

　2012年度で，公債費負担比率・地方債現在

額・積立金に改善の兆しがみられるが，財政

力指数・町税はさらに低下しつづけている。

政府の財政支援が十分としても，復興後の財

政運営は，地域経済・社会の成長がないと，

きわめて厳しい状況がつづいている。

　06年度は，公債費負担比率30.0％，財政力

指数0.15，積立金2.7億円，地方債現在高71.3

億円と，フロー・ストック財政指標ともよい

数値でなく悪化がつづいている。東日本大震

災の被災自治体も，将来の財政運営は，人口

動向からみて，奥尻町と同様の推移をたどる

のでないかと危惧される。

　第２に，震災復興事業として巨額の財源が

投入されている。道路・堤防・公共施設など

の復興は，大きな超過負担・事業損失が発生

する見込みは少ない。市街地の区画整理事業

も，換地に住民は居住しなくても，被災自治

体の損失とはならない。しかし，高台移転事

業などで，宅地造成をしたが，避難住民は帰

宅して用地を購入しないとなると，被災自治

体が事業損失とかぶることになるのではない

か。

　災害復興住宅事業などで，公営住宅などの

施設建設で入居者不足が発生すると，建設費

はともかく，管理費増加・家賃収入減収とな

表３　被災市町の人口推移（単位 : 人）

区　　分 釜石市 大槌町 女川町 南三陸町

1 7 年 国 調 42,987 16,516 10,723 18,645

2 2 年 国 調 39,574 15,276 10,051 17,429

2 3 年 台 帳 39,464 15,979 9,698 17,063

2 4 年 台 帳 37,590 13,249 8,335 15,352

2 5 年 台 帳 37,161 12,892 7,885 15,066

26年１月推計 36,912 12,738 7,461 14,643

資料　総務省『市町村決算統計』

表４　北海道奥尻町震災後財政推移（単位；百万円，人 )

区分 人口 財政力指数 町 税 公債費負担比率 地方債現在高 積立金現在高

1996 4,301 0.17 420 15.6 8,658 6,428

2001 3,938 0.15 361 20.6 8,929 1,467

2006 3,643 0.15 310 30.0 7,134 271

2012 3,067 0.13 295 24.6 4,820 806

注　1996年人口は1997年
資料　『市町村決算統計』
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る。先の高台移転事業で，分譲地売却がすす

まないと，造成用地の管理費だけでも莫大の

費用となる。しかも震災後，10年度以上もた

つと国庫補助の対象からも見放されるのでは

ないか。

　第３に，復旧・復興事業への政府財政支援

が，どういう形で終息し，事業終了後，どの

ような財政需要が発生するのか，財政収支の

見込みの予測が，困難なことである。沿岸町

村は，釜石市をみても，22・24年度対比で，

歳出規模6.37倍，国庫支出金26.88倍，大槌町

も財政支援規模14.79倍，国庫支出金84.17倍

で，財政規模・補助金の変動があまりにも大

きく，予測できない。

　要するに復旧・復興事業による，一時的公

共投資の景気を，持続的景気と錯覚して，対

応を誤ると，将来の財政運営は，きわめて苦

しい状況に陥る。神戸市でも区画整理事業な

ど復興事業を３分の２の政府財政支援でス

タートしたが，終わってみると自己負担２分

の１となっている。超過負担のみでなく，さ

まざまの自己負担の事業が発生し，さらには

再開発事業の保留床売却不調などで，おもわ

ぬ財政損失という苦い結果となっている。

　復興事業の政府財政支援は，長くて数年で，

その後は，復興事業費の残務整理におわれる

が，復興財源は，途絶しており，財政収支の

悪化はさけられない。

　被災自治体は，競って住宅再建への自主的

支援額（１戸当り50～300万円）の引き上げ

を，競っているが，人口定住策としての施策

として，焦る気持ちは理解できるが，雇用が

なければ，折角の住宅を，見捨てて，離村を

決断する羽目となる。

　要するに復興事業の実効性からみれば，地

域経済の復興施策が最優先課題であり，復興

事業の成否を大きく左右する。企業工場誘致

が即効性があり，実効性も大きいが，依存型

であり，あまり期待するべきでない。復興施

策は，地域産業をベースとしてハードよりソ

フトが有効であり，観光とか，第１次産業の

第６次産業化とか，地域経済の付加価値を高

める戦略ができるかであり，卓抜した自治体

経営手腕が試されるのである。

注

１）朝日新聞2017.7.16～18，7.27参照。

参考文献

高寄昇三『阪神大震災と自治体の対応』学陽書房 1996

高寄昇三『阪神大震災と生活復興』勁草書房　1999

高寄昇三『政府財政支援と被災自治体財政』公人の友社    

2014
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１．はじめに

　日本の大災害からの復興政策体系では，主

たる政策目標は物的な社会施設の復旧に置か

れ，次第に被災者・被災事業所や地域へも視

点が向けられているものの，予算的には圧倒

的に前者に重点が置かれている。そのために，

生活や地域経済等の復興が遅れがちである。

後者の復興を促進するためには，既存の公的

支援では限界のある民間部門への支援が必要

であり，また，各被災地の地域ニーズと復興

過程の時間軸ニーズに合った事業を長期に継

続する仕組みが必要である。それを担うのが

復興基金の役割であり，大きな災害からの復

興過程で次第に根付き，その役割も認められ

てきた。

　本稿では，東日本大震災における復興基金

はどのように設立され，どの主体がどのよう

に運営し，被災地でどのような役割を果たし

つつあるかを分析し，役割の確認と問題点，

今後の復興政策における教訓を考える。

２．東日本大震災における復興基金

の概要

2.1　取崩し型復興基金設立の背景

　過去の大災害に対する復興基金は，義援金

または自治体の出資金を基本財産として造成

東日本大震災における復興基金

神戸大学名誉教授　豊  田  利  久

特別論文

表１　主な復興基金

基金名 創設年
基金規模・財源

（億円）

事業数

（2013年現在）

雲仙岳災害対策基金 1991 1,090（義援金 + 地方交付税補填） 73

奥尻町南西沖地震災害復興基金 1994 133　（義援金） 73

阪神・淡路大震災復興基金 1995 9,000　（地方交付税補填） 116

中越大震災復興基金 2005 3,050　（地方交付税補填） 140

能登半島地震復興基金 2007 500 　（地方交付税補填） 23

中越沖地震復興基金 2007 1,200　（地方交付税補填） 20

東日本大震災復興基金

（取崩し型）
2012

3,661+

（内，第２次追加分1,059） 

出所）青田（文献１）および各基金ホームページ
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され，自治体の出資金借入利子を政府が地方

交付税で補填する形がとられてきた。この場

合の事業は基金（ストック）が生み出す収益

金（フロー）によって賄われる。今までの主

な復興基金の設置状況は表１に示されている。

奥尻町南西沖地震復興基金の場合は，被災世

帯数に比して多くの義援金が集まり，それを

原資にして取崩し型の基金で賄えた例外的な

ものである。

　復興事業を可能にする規模の収益金を生み

出すためにはいくつかの要件が必要である。

第１に，設置者である自治体が地方債を起債

できること。第２に，金融機関（シンジケー

ト）が債権の引受けと同額の借り入れを行う

という協力体制があること。第３に，金融機

関への貸付に対する利払いが十分な収益とな

る程度の利子水準が存在すること。第４に，

自治体の当初の起債に対する利払いを政府が

交付金で補填することが確約されること。す

なわち，自治体，政府と金融機関の長期にわ

たる契約とそれを可能にする利子水準の存在

が必要であった。また，公的資金で民間部門

を支援するには限界があるとされたため，自

治体直営ではなく財団法人方式がとられた。

　東日本大震災は複合的かつ広域的な巨大災

害であり，多くの自治体（市町村）が基金を

設立する出資金を調達できないことは明らか

であった。また，低金利時代が継続しており，

さまざまな事業展開ができるほどの収益金を

生む基金設立も非現実的であった。このよう

な背景の下，従来とは異なる形の復興基金の

造成が提唱された。例えば，私も参画してい

る関西学院大学復興制度研究所（法制度研究

会）は発災２週間後（３月25日）に，取崩し

型復興基金の設立を含む被災者支援事業の新

たな支援策を提言した（文献２）。そこでは，

広域被災地で共通なメニューを公平に提供す

る広域基金と各被災地に特有なメニューを提

供する県単位の基金という２本立ての取崩し

型基金の設立を提言し，公民で財源を捻出す

る構想を掲げた。日弁連は，７月13日の意見

書の中で，取崩し型復興基金の設立を提言し，

公的資金を民営化する装置としての財団法人

方式の必要性を強調した（文献３）。被災自治

体の中では宮城県が最初に160億円規模の取崩

し型復興基金の構想を発表（８月），その増額

と全面支援を国に求めた。これに呼応して岩

手，福島等の各県からも要請が相次いだ。

2.2　復興基金の創設と活用状況

　政府（総務省）は，2011年度第３次補正予

算の中の特別交付税（12月交付分）の中で，

1,960億円規模の取崩し型復興基金を公布，被

災９県に基金を交付した（表２）。

　総務省は基金創設の目的を「・・・被災団

体が地域の実情に応じて，住民生活の安定や

コミュニティの再生，地域経済の振興・雇用

維持について，単年度予算の枠に縛られずに

弾力的かつきめ細かに対処できる資金」と明

記した４）。これはまさに復興基金が過去の事

例で果たしてきた役割を認知した画期的な記

述である。国が被災者の生活復興を復興基金

のスキームで支援する形として，従来のよう

に基金創設の利子補填をするという間接的な

形ではなく，基金そのものに国費を直接投入

することを明言する文言として，筆者は非常

に注目している。

　総務省は，1,960億円の基金規模の算定に関

表２　各県への配分額（単位：億円）

県 青森 岩手 宮城 福島 茨城 栃木 千葉 新潟 長野 合計

配分額 80 420 660 570 140 40 30 10 10 1,960

出所）総務省（文献４）
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して次のような説明を行っている。阪神・淡

路大震災復興基金に対する政府の利子補填額

（交付金）は合計で960億円程度であったので，

その約２倍の額を充当する。現在の利子水準

でこれだけの収益を生み出すには約２兆3,000

億円程度の運用基金が必要である。これだけ

のストックを交付金で賄うことは現実的では

ないので，阪神・淡路での復興基金の交付金

支援の２倍に相当する額を基金として提供，

それを取り崩す方式にした。阪神・淡路での

利子補填というフローの支援を２倍にして，

ストックに置き換えて支援するという発想で

ある。また，各県が各被災市町村に半額を再

配分することを求めるとともに，基金の運用

方式は直営方式，財団方式のいずれを自治体

が選択しても良いとした。各県は（新潟県を

例外として）直営方式を選んだ。各県は2012

年３月に一定の基準に基づいて各市町村に交

付した。総務省は運用を県に丸投げした格好

になり，各市町村での運用の仕方は県の方針

や指導に大きく依存することになった。

　各県は特別交付税配分額を原資にしながら，

寄付金等を上積みして基金を条例によって創

設した。2013年７月現在の各県の活用状況は

表３の通りである。岩手・宮城両県はクウェー

ト国からの寄付金等で上積みし，福島県はク

表４　市町村復興基金の活用状況（2013年度当初予算現在）　（単位：百万円）

県名 市町村交付金額
2011-12年度実績額

（①）

2013年度当初予算

（②）

活用率

（（①+②）/交付金額）

青森 4,000 404 726 28.3%

岩手 21,000 3,909 3,785 36.6%

宮城 33,000 4,951 6,261 34.0%

福島 28,500 4,475 7,714 42.8%

茨城 7,000 2,972 1,753 67.5%

栃木 2,000 557 580 56.9%

千葉 2,000 877 502 69.0%

新潟 500 210 178 77.6%

長野 592 92 146 40.2%

合計 98,592 18,447 21,645 40.7%

出典）復興庁（文献６）

表３　各県の活用状況（2013年度当初予算現在）　（単位：百万円）

県名 基金名 基金規模 特別交付税措置額
2011-12年度実績額

（①）

2013年度当初予算

（②）

活用率

（① + ②）/ 基金規模

青森 青森県東日本大震災復興推進基金 8,000 8,000 4,429 1,032 68.3%

岩手 東日本大震災津波復興基金 51,000 42,000 25,311 6,959 63.3%

宮城 東日本大震災復興基金 92,600 66,000 40,968 5,590 50.3%

福島 福島県原子力災害等復興基金 79,240 57,000 32,806 6,780 50.0%

茨城 茨城県東日本大震災復興基金 15,733 14,000 9,298 1,621 69.4%

栃木 栃木県東日本大震災復興推進基金 4,000 4,000 2,520 725 81.1%

千葉 千葉県東日本大震災市町村復興基金 3,000 3,000 2,000 0 66.7%

新潟 （公財）新潟県中越大震災復興基金 1,000 1,000 577 273 85.0%

長野 長野県栄村復興基金 1,000 1,000 92 500 59.2%

合　　　計 255,573 196,000 118,001 23,480 55.4%

出所）復興庁（文献６）および３県アンケートにより筆者作成
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エート国に加え文部科学省による各種研究セ

ンター設置予算で上積みしている。新潟県は

既存の中越大震災復興基金の中で特別会計を

設置して対応したので例外的なものとなって

いる。

　各市町村は県を通じて交付された額を原資

に基金を創設したが，2013年７月現在の活用

状況は表４の通りである。青森・岩手・宮城

の一部自治体は寄付金を積み増して活用して

いる。主な被災地である岩手・宮城・福島３

県の各自治体はすべて直営方式を採用した（今

回のアンケートでも確認した）。各市町村にお

ける資金の活用は遅れがちである。阪神・淡

路や中越の過去の経験でも，復興基金の役割

が増したのは発災後２年後くらいだったし，

東日本では特別交付金による各種支援事業が

並行して進んでいるので，復興基金の活用が

格別に遅延しているとは言えないであろう。

ただし，各自治体の復興基金の活用状況や会

計報告の情報公開は非常に遅れており，復興

庁のホームページでも1年前の情報で停止して

いる。

2.3　震災復興特別交付税による基金の積み

増し

　政府（総務省）は2013年３月分の震災復興

特別交付税の中で，津波被災地域の特定の住

民の定着促進を目的に取崩し型復興基金の上

積みを行った。対象は，津波浸水区域であり

ながら災害危険区域に指定されなかった全壊

住宅で，６県の合計40,738棟に対して1,047億

円の国費を投入，現地再建だけでなく津波被

害のなかった地域または高台への移転を支援

することを企図する。災害危険区域に指定さ

れた住宅を区域外で再建するときは防災集団

移転促進事業による支援が得られるが，その

網から漏れる指定されなかった全壊住宅を支

援するものである。岩手県に215億円，宮城県

に709億円，福島県に103億円が交付された（そ

の他，青森・茨木・千葉の３県には各11億円

以下）。しかし，これは上記の復興基金とは性

格が異なり，行政が本来実施すべき特定の目

的を持った事業を対象としており，会計上の

扱いも区別すべきものである。われわれが行っ

たアンケート調査でも，この追加措置の扱い

を当初の基金に加えるか，別枠にするかとい

う点で，自治体によっては混乱も見られた。

もし基金が財団方式で造成されていたならば，

このような行政の一般施策を復興基金の事業

として強制的に割り当てることは不適切であっ

たろう。

　東日本大震災における住宅再建に関する支

援事業は，「被災者生活再建支援法」，「防災集

団移転促進事業」，「がけ地近接等危険住宅移

転事業」を中心に実施されている。これに加

えて，土地区画整理事業の対象になるか否か

によっても対象経費は異なってくる。さまざ

まな住宅再建のメニューに取り組んでいる行

政にとっては，災害危険区域に指定されなかっ

た全壊住宅の再建支援もこのような住宅再建

支援事業の延長上にあり，この事業だけを他

の住宅再建事業と区別して復興基金の枠組み

で処理することに困惑するのは当然であろう。

総務省は，「被災者への具体的な支援内容は被

災団体が地域の実情に応じて決定できる」５）と

しているが，対象住宅数も予算枠もトップダ

ウンで決まっている以上，自治体でそれほど

柔軟に対応できるとは考え難い。市町村レベ

ルでは，復興基金で行うべき事業と通常の一

般施策の区分が明確でなかった上に，この追

加的措置がその傾向を一層強めることになっ

たのではないかと懸念される。

　復興基金という言葉がさらに混乱を招く事

態が生じている。各省庁別の震災復興特別交

付税による予算の未消化が累積し，各自治体

に各省庁別予算の基金を創設することが定着
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してきたことである。これらも広義には確か

に復興基金といえる。復興基金という言葉が

これほど乱立したのも今回の復興過程の特徴

であろう。広義の基金が被災地外や目的外で

使用されている問題も指摘され，一部は国庫

に返還されるという事態も生じた。しかし，

本来の狭義の復興基金を創設する意義は，そ

のような問題を抱える基金とは異なるもので

あることを確認しておきたい。それだけに，

被災団体もその意義を活かす事業を積極的に

展開することが望まれる。

３．自治体へのアンケートの結果と

吟味

3.1　アンケートの内容

　神戸大学金子由芳研究室の協力を得て，2013

年３月初旬に，被害が特に甚大であった東北

３県（岩手，宮城，福島県）およびその全市

町村（135自治体）に「取崩し型復興基金」に

関するアンケートを送付した。送付先は首長

ではなく，各自治体の災害対策担当部局内の

復興基金担当責任者とした。最終的に回答を

頂いたのは上記３県の他，岩手県17市町村，

宮城県19市町村，福島県29市町村，県名不明

の８市町村であった。有効回収率は55.1％で

あった。

　アンケートの具体的内容は，①基金の設立

の有無，②基金の規模と年度別活用状況，③

運用方式（直営・財団），④事業内容（生活支

援，住宅対策，産業復興・地域振興対策，融

資への利子補給，教育・文化対策，その他，

のカテゴリー毎に支援メニューと予算額），⑤

復興基金の有効性の評価，⑥上の評価が低い

場合の理由，⑦復興基金に関する自由意見，

以上の７項目である。

3.2　３県の回答

　各県とも直営方式を選択した。総務省は財

団方式も可としたが，市町村への配分を各県

に丸投げしたので，県としては市町村への配

分という行政業務を担うことになり，財団方

式は不適切と判断したのであろう。

　表１で示された国からの配分額の他に基金

の上積みがなされた。特に目立つのは，400億

円相当の原油がクウェートから日本に贈られ，

その売却金が日本赤十字社を通じて３県に配

分されたが，それが３県の復興基金に上積み

されたことである。

　岩手県は，各カテゴリーの意義ある事業を

展開している。支出額で目立つのは，住宅再

建支援（83億円），利子補給（25億円），産業

復興・地域振興対策（22億円），三陸鉄道復興

支援（20億円），生活支援（15億円），教育・

文化対策（４億円）等である。住宅対策に重

点を置いているのが特徴であり，住宅再建支

援，災害救助法等の対象とされない被災住宅

の補修支援，県産材の活用支援等がなされて

いる。第３セクター方式で運用されてはいる

が株式会社である三陸鉄道に厚い支援がなさ

れている。調べてみると，クウェートからの

支援金の大半を注ぎ込み，路線復旧費だけで

なく新車両の購入費にも充てられ，地元住民

の生活，観光振興，クウェートとの国際協力

等の諸分野で貢献しているシンボル的な事業

となっていることが分かった。基金の有効性

に関しては，「大変有効」と回答した。

　宮城県は，各カテゴリーの意義ある事業を

展開している。支出額で目立つのは，商工業

支援（86億円），農林水産業支援（42億円），

教育・文化対策（18億円），生活支援（8億円），

仙台空港鉄道・阿武隈急行復旧支援（３億円）

等である。他県と違う特徴は，商工業や農林

水産業に対する産業の復旧に重点を置いてい

ることである。特に，中小企業施設設備復旧
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支援，地域商業等事業再開支援，農業生産復

旧緊急対策，養殖業再生支援，観光施設再生

支援等に重点的な配分が見られる。基金から

の住宅再建支援に関しては，県独自の事業費

は１億円以下であり，市町村の基金による支

援に委ねた形である。岩手県が住宅再建支援

に82億円を配分したのとは対照的である。た

だし，アンケートでは対象になっていない2013

年度に配分された基金積増し（災害危険区域

外の津波被災地域の住宅再建支援）では，全

体の約７割にあたる710億円が宮城県に配分さ

れている。基金の有効性に関しては，「大変有

効」と回答した。

　福島県は，原子力災害対策関係の４つの基

金を創設したが，そのうちの１つである原子

力災害等復興基金の原資として取崩し型復興

基金を使用しているのが特徴である。詳細な

事業内容の提示は受けられなかった。同県の

被害の特徴から，この基金を使用しての細か

い事業展開は途上にあるものと推察される。

基金の有効性に関しては，「何とも言えない」

と回答した。

3.3　市町村の回答

　回答を寄せた135自治体の中で「基金を設立

しない」としたのは１自治体のみであった。

残りの134自治体はすべて直営方式を採用して

いる。県が直営方式としているので，自治体

として財団方式を選ぶ選択肢はなかったもの

と推察される。

　各自治体の事業展開状況は多様である。比

較的人口規模の大きい市ほど事業の多彩さ，

進捗状況の良さが見える傾向にある。例えば，

仙台市は173億円規模の復興基金を造成し，

2012年度には32事業に８億円を，2013年度に

は被災宅地復旧補助（25億円）を含む16事業

に50億円を当てた。陸前高田市は37億円規模

の復興基金を造成し，住宅再建に関するさま

ざまな補助，被災商店街の復興支援等の事業

を中心に，2011年度に1.4億円，12年度に13億

円，13年度に６億円を取り崩している。住宅

対策だけに集中して初年度で使い切った自治

体もある（宮城県 T 町）。小さい町村レベル

では，まだ手付かずの所もある。また，筆者

にとって予想外だったのは，地域防災計画作

成費や太陽光発電設置費に使用している自治

体が多いことである。

　福島県では，多くの自治体が原子力災害対

策（健康診断，検査，検査機購入等）にも支

出している。したがって，他の生活支援，住

宅対策，地域経済・雇用対策等の事業に回せ

る基金からの予算が不足し，追加措置を望む

意見が多数見られた（D 市，N 市，M 町，I

村等）。

3.4　自治体による復興基金の評価の分析

　アンケートでは，「特別交付税措置による県

を通じての復興基金が有効だったと思われま

すか。次の５段階のいずれかを選んでくださ

い。」という質問を設けた。選択肢は，①大変

有効だった，②やや有効だった，③何とも言

えない，④やや使い勝手が悪い，⑤大変使い

勝手が悪い，の５段階評価とした。これに対

する全市町村の回答結果は図１の通りであっ

た。（ただし，n は標本数）。

　「非常に有効が６割弱」という結果をどの

ように解釈すべきか。本来は自治体にとって

裁量的にきめ細かな政策が実施できる措置だ

図１　全市町村の評価（n=73）
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  図 １  全 市 町 村 の 評 価 （ n = 7 3 ）  

 

 「 非 常 に 有 効 が 6 割 弱 」 と い う 結 果 を ど の

よ う に 解 釈 す べ き か 。 本 来 は 自 治 体 に と っ て

裁 量 的 に き め 細 か な 政 策 が 実 施 で き る 措 置 だ

か ら 、「 非 常 に 良 い 」 政 策 と 1 0 0 ％ が 回 答 す

る こ と が 期 待 さ れ る べ き も の で あ る 。 あ え て

「 有 効 か 」 と 聞 い て い る と こ ろ に も 理 由 が あ

る が 、 政 策 目 的 は 良 く て も 実 施 方 法 に 不 満 が

あ る こ と を 示 し て い る 数 値 と 判 断 で き よ う 。

政 策 へ の 自 治 体 の 評 価 と な れ ば 保 守 的 な 肯 定

的 回 答 を す る 傾 向 が あ る こ と を 割 引 け ば 、 こ

れ は 予 想 外 に 低 い 評 価 と 言 え よ う 。  

 自 治 体 の 低 い 評 価 の 理 由 は 必 ず し も 同 じ で

は な い 。 こ こ に 、 自 治 体 が 回 答 し た 低 い 評 価

理 由 の 典 型 的 な 2 つ の 事 例 を 紹 介 す る 。自 治

体 が 記 述 し た 意 見 は こ れ ら 2 つ に ほ ぼ 集 約 さ

れ る 。  

 ① 「 本 特 別 交 付 税 は 、 本 来 、 国 か ら 直 接 自

治 体 に 配 分 さ れ 、 地 域 の 実 情 に 合 わ せ て 自 由

に 使 え る は ず の も の で あ る 。 総 務 省 が 手 間 の

軽 減 の た め 県 に 一 任 し た た め 、 事 業 計 画 の 承

認 を 県 か ら 受 け ね ば な ら ず 、 使 途 を 制 限 さ れ

る た め 、大 変 使 い 勝 手 は 悪 い 」（ 宮 城 県 R 町 、

福 島 県 K 市 、 福 島 県 M 町 等 ）。  

 ② 「 県 を 通 じ て の 復 興 基 金 で あ り 、 事 業 の

選 定 は 市 町 村 に 委 ね ら れ て い る も の の 、 適 債

事 業 は 復 興 特 別 交 付 税 で 財 源 措 置 さ れ る た め 、

ソ フ ト 事 業 に 限 ら れ る と 活 用 が 難 し い 」（ 岩 手

県 Y 町 、 宮 城 県 T 市 、 宮 城 県 K 町 等 ）。    

①  は 誠 に も っ と も な コ メ ン ト だ と 思 う 。②  

は 、 自 治 体 と し て は 既 存 の ハ ー ド 中 心 の 政 策

対 応 で 十 分 で あ る 、と い う 意 見 に 受 け 取 れ る 。

被 害 の 少 な か っ た 内 陸 部 の 自 治 体 の 意 見 と し

て は 頷 け る と こ ろ も あ る 。 し か し 、 末 端 の 自

治 体 に は 復 興 基 金 の 本 来 の 意 図 が 浸 透 し て い

な い よ う に も 思 え る 。  

 

 

《 こ の 辺 り に 、 図 2 、 図 3 、 図 4 を 挿 入 》  

 

 

 

図 2  岩 手 県 の 市 町 村 の 評 価 （ n = 1 7 ）  

 

 

図 3  宮 城 県 の 市 町 村 の 評 価 （ n = 1 9 ）  
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から，「非常に良い」政策と100％が回答する

ことが期待されるべきものである。あえて「有

効か」と聞いているところにも理由があるが，

政策目的は良くても実施方法に不満があるこ

とを示している数値と判断できよう。政策へ

の自治体の評価となれば保守的な肯定的回答

をする傾向があることを割引けば，これは予

想外に低い評価と言えよう。

　自治体の低い評価の理由は必ずしも同じで

はない。ここに，自治体が回答した低い評価

理由の典型的な２つの事例を紹介する。自治

体が記述した意見はこれら２つにほぼ集約さ

れる。

　①「本特別交付税は，本来，国から直接自

治体に配分され，地域の実情に合わせて自由

に使えるはずのものである。総務省が手間の

軽減のため県に一任したため，事業計画の承

認を県から受けねばならず，使途を制限され

るため，大変使い勝手は悪い」（宮城県 R 町，

福島県 K 市，福島県 M 町等）。

　②「県を通じての復興基金であり，事業の

選定は市町村に委ねられているものの，適債

事業は復興特別交付税で財源措置されるため，

ソフト事業に限られると活用が難しい」（岩手

県 Y 町，宮城県 T 市，宮城県 K 町等）。

　①は誠にもっともなコメントだと思う。②

は，自治体としては既存のハード中心の政策

対応で十分である，という意見に受け取れる。

被害の少なかった内陸部の自治体の意見とし

ては頷けるところもある。しかし，末端の自

治体には復興基金の本来の意図が浸透してい

ないようにも思える。

　各県別の市町村の評価は図２～４の通りで

あった。岩手県と福島県の自治体はほぼ６割

が「非常に有効」と回答しているのに対し，

宮城県では４割弱にとどまっている。宮城県

の自治体のコメントの中には，上記の②に相

当する意見も多く，復興基金でハード事業を

望んでいる節も見て取れる。また，県がハー

ド事業ではなくソフト事業をと強く指導して

いるとも解釈できる。

　次に，自治体の評価が違う理由を探ってみ

た。そのために，評価の５段階のそれぞれに

ポイントを与えて質的従属変数分析という計

量分析を行った。なぜ評価が自治体によって

異なるかを，自治体の規模（2011年度の総人

口数で測る）および被害程度（全壊家屋数で

測る）によって説明するモデルを立てた。モ

デル分析の仮説は，「被害が甚大であればある

ほど自治体はきめ細かなソフト対策の必要性図２　岩手県の市町村の評価（n=17）
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図 2  岩 手 県 の 市 町 村 の 評 価 （ n = 1 7 ）  

 

 

図 3  宮 城 県 の 市 町 村 の 評 価 （ n = 1 9 ）  

図３　宮城県の市町村の評価（n=19）

図４　福島県の市町村の評価（n=29）

 

6 
 

 
  図 １  全 市 町 村 の 評 価 （ n = 7 3 ）  
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よ う に 解 釈 す べ き か 。 本 来 は 自 治 体 に と っ て

裁 量 的 に き め 細 か な 政 策 が 実 施 で き る 措 置 だ

か ら 、「 非 常 に 良 い 」 政 策 と 1 0 0 ％ が 回 答 す

る こ と が 期 待 さ れ る べ き も の で あ る 。 あ え て

「 有 効 か 」 と 聞 い て い る と こ ろ に も 理 由 が あ

る が 、 政 策 目 的 は 良 く て も 実 施 方 法 に 不 満 が

あ る こ と を 示 し て い る 数 値 と 判 断 で き よ う 。

政 策 へ の 自 治 体 の 評 価 と な れ ば 保 守 的 な 肯 定

的 回 答 を す る 傾 向 が あ る こ と を 割 引 け ば 、 こ

れ は 予 想 外 に 低 い 評 価 と 言 え よ う 。  

 自 治 体 の 低 い 評 価 の 理 由 は 必 ず し も 同 じ で

は な い 。 こ こ に 、 自 治 体 が 回 答 し た 低 い 評 価

理 由 の 典 型 的 な 2 つ の 事 例 を 紹 介 す る 。自 治

体 が 記 述 し た 意 見 は こ れ ら 2 つ に ほ ぼ 集 約 さ

れ る 。  

 ① 「 本 特 別 交 付 税 は 、 本 来 、 国 か ら 直 接 自

治 体 に 配 分 さ れ 、 地 域 の 実 情 に 合 わ せ て 自 由

に 使 え る は ず の も の で あ る 。 総 務 省 が 手 間 の

軽 減 の た め 県 に 一 任 し た た め 、 事 業 計 画 の 承

認 を 県 か ら 受 け ね ば な ら ず 、 使 途 を 制 限 さ れ

る た め 、大 変 使 い 勝 手 は 悪 い 」（ 宮 城 県 R 町 、

福 島 県 K 市 、 福 島 県 M 町 等 ）。  

 ② 「 県 を 通 じ て の 復 興 基 金 で あ り 、 事 業 の

選 定 は 市 町 村 に 委 ね ら れ て い る も の の 、 適 債

事 業 は 復 興 特 別 交 付 税 で 財 源 措 置 さ れ る た め 、

ソ フ ト 事 業 に 限 ら れ る と 活 用 が 難 し い 」（ 岩 手

県 Y 町 、 宮 城 県 T 市 、 宮 城 県 K 町 等 ）。    

①  は 誠 に も っ と も な コ メ ン ト だ と 思 う 。②  

は 、 自 治 体 と し て は 既 存 の ハ ー ド 中 心 の 政 策

対 応 で 十 分 で あ る 、と い う 意 見 に 受 け 取 れ る 。

被 害 の 少 な か っ た 内 陸 部 の 自 治 体 の 意 見 と し

て は 頷 け る と こ ろ も あ る 。 し か し 、 末 端 の 自

治 体 に は 復 興 基 金 の 本 来 の 意 図 が 浸 透 し て い

な い よ う に も 思 え る 。  

 

 

《 こ の 辺 り に 、 図 2 、 図 3 、 図 4 を 挿 入 》  

 

 

 

図 2  岩 手 県 の 市 町 村 の 評 価 （ n = 1 7 ）  

 

 

図 3  宮 城 県 の 市 町 村 の 評 価 （ n = 1 9 ）  
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 図 4  福 島 県 の 市 町 村 の 評 価 （ n = 2 9 ）  

 

各 県 別 の 市 町 村 の 評 価 は 図 2 ～ 4 の 通 り で

あ っ た 。岩 手 県 と 福 島 県 の 自 治 体 は ほ ぼ 6 割

が 「 非 常 に 有 効 」 と 回 答 し て い る の に 対 し 、

宮 城 県 で は 4 割 弱 に と ど ま っ て い る 。宮 城 県

の 自 治 体 の コ メ ン ト の 中 に は 、 上 記 の ② に 相

当 す る 意 見 も 多 く 、 復 興 基 金 で ハ ー ド 事 業 を

望 ん で い る 節 も 見 て 取 れ る 。 ま た 、 県 が ハ ー

ド 事 業 で は な く ソ フ ト 事 業 を と 強 く 指 導 し て

い る と も 解 釈 で き る 。  

次 に 、 自 治 体 の 評 価 が 違 う 理 由 を 探 っ て み

た 。 そ の た め に 、 評 価 の 5 段 階 の そ れ ぞ れ に

ポ イ ン ト を 与 え て 質 的 従 属 変 数 分 析 と い う 計

量 分 析 を 行 っ た 。 な ぜ 評 価 が 自 治 体 に よ っ て

異 な る か を 、 自 治 体 の 規 模 （  2 0 1 1 年 度 の 総

人 口 数 で 測 る ) お よ び 被 害 程 度 （  全 壊 家 屋 数

で 測 る ） に よ っ て 説 明 す る モ デ ル を 立 て た 。

モ デ ル 分 析 の 仮 説 は 、 「 被 害 が 甚 大 で あ れ ば

あ る ほ ど 自 治 体 は き め 細 か な ソ フ ト 対 策 の 必

要 性 を 感 じ 、 復 興 基 金 を 有 効 な 措 置 と し て 活

用 す る 。 他 方 で 、 被 害 の 程 度 が 同 じ で あ れ ば

（ 固 定 す れ ば ） 、 自 治 体 の 規 模 が 大 き い ほ ど

既 存 の 政 策 に な い 措 置 の 適 用 が 難 し い と 感 じ

る 」 と い う も の で あ る 。 分 析 結 果 の 詳 細 は 文

献 （ 7 ） に 示 さ れ て い る が 、 上 の 仮 説 が わ れ

わ れ の ア ン ケ ー ト か ら 支 持 さ れ る こ と が 分 か

っ た 。  

  

４  復 興 基 金 の 評 価 と 課 題  

4 . 1  評 価 さ れ る 点  

 東 日 本 大 震 災 に お い て 展 開 さ れ た 復 興 基 金

の 役 割 は 、 現 段 階 で は ま だ 明 確 で な い よ う に

思 え る 。 各 県 の 基 金 と さ ら に 各 市 町 村 の 基 金

と の 2 層 構 造 に な っ て お り 、そ の 全 容 が 分 か

り 難 い か ら で あ る 。 ま た 、 す べ て の 基 金 の 事

業 内 容 と 会 計 報 告 は 公 開 さ れ て お ら ず 、 復 興

庁 の ホ ー ム ペ ー ジ で も 県 単 位 と 市 町 村 単 位 で

の い く つ か の 事 業 例（ そ れ ぞ れ 2 2 お よ び 1 4

の 事 業 例 ） が 恣 意 的 に 列 挙 さ れ て い る に 過 ぎ

な い 。 そ の よ う な 状 況 で あ る が 故 に 、 客 観 的

な 評 価 と 問 題 点 を 指 摘 し 、 今 後 の 復 興 政 策 で

の 復 興 基 金 の 在 り 方 に 言 及 し た い 。  

①   政 府 （ 総 務 庁 ） が 過 去 の 大 災 害 に お け  

る 復 興 基 金 の 役 割 を 確 認 し 、 過 去 に 経 験 し な

か っ た 広 域 的 な 取 崩 し 型 基 金 の 原 資 の 交 付 に

踏 み 込 ん だ こ と は 評 価 さ れ る 。  

②   概 ね 目 的 に 沿 っ て 使 用 さ れ 、 徐 々 に で  

は あ る が 生 活 、 住 宅 、 地 域 （ コ ミ ュ ニ テ ィ ・

産 業 ・ 経 済 等 ） の 復 興 や 教 育 ・ 文 化 ・ 健 康 ・

祭 典 ・ 伝 承 等 の 振 興 に 貢 献 し つ つ あ る 。 仮 に

復 興 基 金 が 設 置 さ れ て い な か っ た な ら ば 、 被

災 自 治 体 は こ の よ う な ソ フ ト 面 で の 細 か い 事

業 展 開 は で き な か っ た で あ ろ う 。 市 町 村 レ ベ

ル で も 、（ 取 り 組 み へ の 姿 勢 に 温 度 差 は あ る

が ） さ ま ざ ま な 事 業 が 展 開 さ れ つ つ あ る こ と

は ア ン ケ ー ト 調 査 で 確 認 で き た 。  

③  被 災 地 外 で の 目 的 外 使 用 は な い 。  

4 . 2  問 題 点  

①  県 の 関 与 の メ リ ッ ト と デ メ リ ッ ト  

 総 務 省 は 、 自 治 体 に よ っ て 被 災 状 況 が 異 な

る の で 市 町 村 に 基 金 を 交 付 す る 必 要 が あ る こ

と を よ く 認 識 し て い た こ と は 分 か る 。 ま た 、

市 町 村 の 枠 を 超 え た 広 域 的 な 支 援 の 必 要 性 も
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を感じ，復興基金を有効な措置として活用す

る。他方で，被害の程度が同じであれば（固

定すれば），自治体の規模が大きいほど既存の

政策にない措置の適用が難しいと感じる」と

いうものである。分析結果の詳細は（文献７）

に示されているが，上の仮説がわれわれのア

ンケートから支持されることが分かった。

４．復興基金の評価と課題

4.1　評価される点

　東日本大震災において展開された復興基金

の役割は，現段階ではまだ明確でないように

思える。各県の基金とさらに各市町村の基金

との2層構造になっており，その全容が分かり

難いからである。また，すべての基金の事業

内容と会計報告は公開されておらず，復興庁

のホームページでも県単位と市町村単位での

いくつかの事業例（それぞれ22および14の事

業例）が恣意的に列挙されているに過ぎない。

そのような状況であるが故に，客観的な評価

と問題点を指摘し，今後の復興政策での復興

基金の在り方に言及したい。

　①　 政府（総務省）が過去の大災害におけ

る復興基金の役割を確認し，過去に経験しな

かった広域的な取崩し型基金の原資の交付に

踏み込んだことは評価される。

　②　概ね目的に沿って使用され，徐々にで

はあるが生活，住宅，地域（コミュニティ・

産業・経済等）の復興や教育・文化・健康・

祭典・伝承等の振興に貢献しつつある。仮に

復興基金が設置されていなかったならば，被

災自治体はこのようなソフト面での細かい事

業展開はできなかったであろう。市町村レベ

ルでも，（取り組みへの姿勢に温度差はある

が）さまざまな事業が展開されつつあること

はアンケート調査で確認できた。

　③　被災地外での目的外使用はない。

4.2　問題点

①　県の関与のメリットとデメリット

　総務省は，自治体によって被災状況が異な

るので市町村に基金を交付する必要があるこ

とをよく認識していたことは分かる。また，

市町村の枠を超えた広域的な支援の必要性も

あり，県にも基金を配分したこともよく理解

できる。しかし，各市町村への配分のみなら

ず，その管理・運営を県に丸投げしたので，

県としては直営方式を取らざるを得なかった

と推察される。したがって，事業メニューの

提示など官（県）主導の基金運営となってし

まい，末端の市町村では通常の交付金による

行政と区別がつかず，基金の本来の目的から

逸れて，「適債（ハード）事業に使用できない

ので使い勝手が悪い」というようなコメント

が散見された。

②　震災復興特別交付税による追加事業との

区別

　2012年度補正予算による追加措置は，特定

の津波浸水地域の全壊住宅所有者の定着促進

を明確な目的として，トップダウンで復興基

金に追加されたものである。しかし，これは

本来の基金設置の趣旨に合わず，行政のすべ

き業務を押し付けたに過ぎない。仮に財団方

式で基金が運営されていたならば起こり得な

かった措置である。

③　情報公開の必要性

　われわれがアンケート調査を行った大きな

理由は，今回の復興基金の実態が分かり難く，

これでは早晩，復興基金そのものが批判の対

象になると恐れたからである。今回は一歩踏

み込んで国費を復興基金の原資に投入したの

であるから，すべての基金の（事業および会

計に関する）情報公開がなされるべきである。

このためにも，財団方式にした方がベターで

あったと悔やまれる。
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4.3　今後への指針

　そもそも復興基金が必要とされた大きな理

由は，わが国の災害対応における財政措置に

おいて「個人の資産形成に公費を投じない」

という暗黙の原則があり，物的な社会施設の

復興に比較して，生活，住宅をはじめとする

民間部門の復興に限界があり，それを克服す

るための財政的な装置が必要であったことで

ある。したがって，復興基金の役割を考える

際には，わが国の災害対応の枠組みを背景に

考察する必要がある。

　大災害後の復興に関する予算措置では，補

助金・交付金の他に，特別交付金が法的に措

置される。しかし，その使途に関しては事業

メニューに制約があり，自治体で弾力的に使

用できる「自由な交付金」制度の設置が唱え

られてきた。そのような被災団体のニーズに

当面応じる形で構想されたのが復興基金の役

割であった。そして，通常の単年度予算の枠

に縛られないので復興過程を通じて弾力的に

運用できるというメリットもある。

　今回の東日本大震災では，復興基金の原資

に国費を投入するという踏み込んだ措置の他

にも，各省庁別の特別交付金の未消化予算を

基金として繰延する措置など，さまざまな財

政措置が講じられた。このような措置が可能

になったのであれば，末端の市町村レベルで

は復興基金の造成よりも，特別交付金の一定

割合を「自由な交付金」とし，初めから基金

として繰り延べることを認可する方が，自治

体にとっては使い勝手が良いのではなかろう

か。もちろん，市町村レベルを超えた広域で

の復興基金は，支援策の標準化の視点からも，

また広域でのニーズがある産業，教育，交通

などの民間支援の視点からも設置が必要であ

ろう。自由な交付金と復興基金のどちらが良

いのかは，さらに詳細な検討を要する課題で

ある。しかし，今回のように末端の自治体す

べてに復興基金を造成することによる行政上

の混乱や情報公開の遅れなどは，大きな反省

材料である。

　次に，アンケートの回答で見られたように，

直営方式では役所の枠内で考えることからく

る限界が露呈する。これらの問題点を克服し，

真に「弾力的かつきめ細かに対処」するため

には直営方式ではなく財団方式にすべきであっ

た。今回，市町村への基金配分とその管理と

いう業務がなければ，県レベルでは財団方式

が可能であったはずである。自治体にとって

も通常の行政との識別ができ，民間からの人

材と知恵も入れて運営すれば，地域に適した

新鮮な事業メニューが生まれ，活用され，か

つ活動内容が外部に良く分かる形になったで

あろう。県レベルでの弾力的な復興基金とし

て現在も活動中の新潟県中越大震災復興基金

が良い参考事例となることを指摘したい。

　最後に，政府が復興基金を通してソフト面

の復興に踏み込んだ施策をとったことを評価

するものの，全体の予算の配分に関しては，

物的な社会施設と生活や地域の復興とのバラ

ンスがなお一層改善されるべきである。今回

の復興基金は，全体の復興予算25兆円の中の

0.7％にしか過ぎない。その果たす役割の大き

さを考えれば，復興予算の真に効率的な配分

とは何かを改めて考えさせられる。
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Ⅰ　はじめに

１．提言の趣旨

　平成23年３月11日に，東日本大震災が発生

した後，弊研究所は，被災地の復旧・復興や

次なる大規模災害への備えに少しでも役に立

ちたいという思いで，弊研究所の関係者から

なる「東日本大震災からの復旧・復興に関す

るプロジェクトチーム（以下，当プロジェク

トチームという）」を平成23年４月に立ち上げ

た。当プロジェクトチームは，最初に，応急

対応から復興対応への移行期におきる課題を

取り上げて，その課題解決策を阪神・淡路大

震災からの復興過程で得た経験・教訓を活か

しながら検討し，その結果を「東日本大震災

からの復旧・復興に関する第一次提言」とし

てまとめて，同年６月23日に公表した。その

後，当プロジェクトチームは，平成23年秋に

被災地の現地調査，平成24年度に被災市町村

への質問紙調査などを行って，復興過程で，

時間の経過とともに変化する解決すべき課題

の把握や，その対応策の調査研究を進めてき

た。

　東日本大震災において，地震と巨大津波，

そしてその後の原発事故という大規模広域複

合災害によってもたらされた被害は，阪神・

淡路大震災の被害を上回る戦後最大のもので

あった。また，「災害対策基本法」上，災害へ

の第一義的な対応者は市町村となっているが，

被災地の市町村は小規模なものが多く，また，

被災市町村の中には，多数の職員の死亡・行

方不明や，庁舎の全壊などにより行政機能が

麻痺する事態に陥ったものがあった。消防庁

国民保護・防災部防災課の報告書によれば，

主な被災３県の沿岸市町村のうち，22市町村

で災害対策本部が置かれることになる庁舎が

被災し，そのうち15市町村で本庁舎や支所の

移転を余儀なくされた。また，14市町村で221

人の職員が死亡又は行方不明となった。特に，

岩手県陸前高田市や大槌町では，常勤職員の

約４分の１に当たる職員が犠牲となった。さ

らに，岩手県大槌町では災害対策本部の長と

なる町長も死亡した。このように，甚大な被

害に伴い災害対応業務が膨れ上がったのに対

して，行政機能が大きく低下したために，被

災市町村では，初動期から，圧倒的な人手不

足となり，外部からの応援が，阪神・淡路大

震災の時以上に必要とされた。

　これに対して，被災直後，自衛隊・警察広

域緊急援助隊・緊急消防援助隊，災害派遣医

療チームなど緊急対応組織は被災地に赴き救

助や救急活動等に有益な活動をした。また，

全国の自治体も，多様な職員派遣スキームに

基づいて，地震の発生直後から，時間の経過

に伴って変化する被災自治体のニーズに合わ

せて，被災地へ多くの職員を派遣してきた。

総務省の調査で，全国の自治体から被災自治

体へ公務として派遣された職員数（消防およ

「復興対応に必要な被災自治体の人的資源の確保」
に関する提言

東日本大震災からの復旧・復興に関するプロジェクトチーム
［問い合わせ先：（公財）神戸都市問題研究所　TEL　078-252-0984］

参考資料
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び警察は除く）の推移を見ると，応急支援の

ため，多数の地方公務員が短期で派遣された

平成23年７月１日時点で2,460人であった。同

年後半に入り，応急復旧段階から復旧・復興

段階へ移行し，職員の派遣期間が中長期にシ

フトした平成24年１月４日時点で804人であっ

た。その後，復興事業の進展に伴い，平成24

年４月16日時点で1,407人，同年10月１日時点

で，1,682人と増加し，平成25年度に入って，

平成25年５月14日時点で2,056人，同年10月10

日で2,084人とさらに増加している。

　このように，被災自治体の職員の不足を解

消するために，全国の自治体は被災自治体へ

積極的に職員派遣を行っているにもかかわら

ず，被災市町村では，慢性的な職員不足が続

いてきた。平成24年６月時点では，宮城県の

沿岸市町村だけでも469人の職員が不足してい

た。平成25年５月時点では，岩手県・宮城県・

福島県の3県で582人の職員が不足していた。

　そして，震災から３年を経過した今でも，

復興事業がますます本格化してきたことに伴

い，膨大な復旧・復興事業を円滑かつ迅速に

実施するために必要な職員の不足が引き続き

避けられない状況にある。平成26年１月１日

現在で，宮城県の沿岸15市町では，必要人数

は1,371人と対して，充足人数は1,248人で，不

足人数は，123人となっている。

　このように，被災市町村において，復興事

業の継続的かつ適切な遂行のために，職員の

確保が必須であるにもかかわらず，必要な人

数を確保できないことが，復興の遅れをもた

らしている要因の一つであると指摘されてい

る。自治体の復興なくして，地域復興を図る

ことができないことから，当プロジェクトチー

ムは，弊研究所の自主研究の一つである「東

日本大震災から復興に関する調査研究」のテー

マとして「復興対応に必要な被災自治体の人

的資源の確保」を取り上げて，検討を行い，

その結果をもとに提言を行うこととした。ま

ず，東日本大震災からの復興を進める上で必

要となる被災自治体の人的資源の確保策につ

いて検討を行った。ついで，将来，発生する

ことが懸念されている南海トラフ巨大地震な

どの大規模災害を念頭に置いて，被災自治体

で復興期における人的資源の確保が円滑に行

えるよう，事前に，講じておくべき措置につ

いて検討を行った。

２．提言の対象

　東日本大震災の被災自治体，国，被災地を

支援する全国の自治体，NPO･NGO など。

３．提言の項目

　発災以降，これまでの被災自治体における

人的資源確保の状況について把握し，そこで

得られた知見をもとに，組織論・業務管理の

観点から，東日本大震災からの復興や，今後

の大規模災害における復興に向けて必要とな

る被災自治体の人的資源の確保策について提

言する。

Ⅱ　提言

１．東日本大震災からの復興対応に必要な被

災自治体の人的資源の確保に係る提言

　東日本大震災の被災地では，地震と津波，

そして原発事故からの復旧・復興に向けた歩

みを一歩一歩進めているところである。

　復興事業の現状を，復興庁の資料「復興の

現状と取り組み（平成26年５月30日版）」で確

認しておく。公共設備に関しては，河川対策

や上下水道の復旧，災害廃棄物の処理はほぼ

完了しているが，海岸対策や交通網整備につ

いては，事業ごとに進捗が異なっており，特

に復興道路や自治体施行部分の海岸対策の着

工が遅れている。住宅については，災害公営
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住宅の建築では，平成26年３月末時点で，着

工が72％，完成が10％と供給が十分とはいえ

ない状況にある。また，防災集団移転事業及

び土地区画整理事業への住民合意がなされた

ものの，着工は90％，73％，完成は15％，０％

と，少なくなっている。産業については，被

災地で従業者の多い農業・水産業をみると，

平成26年度作付期までには，農地の約７割が

作付見込みとなり，水産業では，水揚げ額が

約70％，水産加工施設が約79％まで回復し，

漁場や養殖施設についてはほぼ事業を完了し

ている。

　このような復興状況を受けて，震災から３

年を経過した被災市町村では，復興事業がま

すます本格化してきた。それに伴い，復旧・

復興のための関連予算は，震災以前の各自治

体の予算規模を大きく上回っている。岩手県

大槌町では，1.5倍から２倍の人員で10倍を超

える予算の執行を求められている。その結果，

復興関係の職員の必要人員数が増える傾向に

ある。しかし，被災自治体では，復興事業の

継続的かつ適切な遂行のために，職員の確保

が必須であるにもかかわらず，技術職員等が

少ないうえに，都市計画事業を何十年も実施

していないので，ノウハウをもつ職員がそも

そもいないというところがある。

　被災市町村における復興関係職員の必要人

数を確保するために，これまでも様々な対策

が講じられてきた。その対策は，次の２つに

大別できる。その一つは被災自治体における

職員の追加採用である。方法は，正規職員，

任期付職員，再任用職員，臨時・非常勤職員，

他地方自治体OB・OGの採用である。このう

ち，任期付職員の在職者数は，平成25年10月

１日時点で1,135人となっている。一方，正規

職員の大量採用は，復興事業が終了後，業務

量や税収に対して職員数過多になってしまう

ため，実質的に不可能であると指摘されてい

る。

　もう一つの被災自治体の人的資源を確保す

る対策は，他自治体への応援要請にもとづく

職員の派遣である。被災した自治体が独自で

応援要請・調整を行うもののほか，総務省，

復興庁，民間企業等が窓口や調整役を担い，

派遣する方法である。全国の自治体からの職

員派遣は，平成25年10月１日時点において

2,084人となっている。そのうち，280人を被

災地派遣前提の任期付職員として各自治体が

採用している。また，復興庁による市町村に

駐在させている人数は，平成26年３月１日時

点で134人である。都市再生機構は，被災市町

村に置く現地事務所の人員を増員し，復興支

援体制を強化している（平成26年３月１日時

点で332人）。さらに，地方公務員として派遣

被災自治体等の人材確保の手法

　　　　資料出所：復興庁「復興の現状」昭和26年５月30日
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   資料出所：復興庁「復興の現状」昭和 26 年 5 月 30 日 
 
以上のような様々な人的資源確保策に加えて、被災市町村では、業務の民間委託や民間

との連携、業務の簡素化によって、業務負担を軽減する試みがなされている。たとえば、

岩手県北上市では、仮設団地の管理運営支援事業を、複数の民間組織と連携して実施する

ことによって、少ない職員できめの細かい支援活動が可能になっている。また、国等の裁

量にかかるものについて、業務等の簡素化が図られている。最近では、震災からの復興に

向け、住宅などの用地取得の加速化のため、用地確保事業の対象拡大や手続きの簡素化が

柱とする改正復興特区法案が平成 26 年 4 月 23 日に成立した。 
しかしながら、被災市町村では、依然として、復興業務において深刻な職員不足に陥っ
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されている民間企業等の従業員数は，平成25

年10月１日時点で27人である。

　以上のような様々な人的資源確保策に加え

て，被災市町村では，業務の民間委託や民間

との連携，業務の簡素化によって，業務負担

を軽減する試みがなされている。たとえば，

岩手県北上市では，仮設団地の管理運営支援

事業を，複数の民間組織と連携して実施する

ことによって，少ない職員できめの細かい支

援活動が可能になっている。また，国等の裁

量にかかるものについて，業務等の簡素化が

図られている。最近では，震災からの復興に

向け，住宅などの用地取得の加速化のため，

用地確保事業の対象拡大や手続きの簡素化を

柱とする改正復興特区法案が平成26年４月23

日に成立した。

　しかしながら，前述のとおり被災市町村で

は，依然として，復興業務において深刻な職

員不足に陥っている。被災市町村における直

近の職員不足の状況を，総務省が全国市長会

や全国町村会の協力を得て実施している市町

村職員の派遣スキームで見ると，平成25年８

月１日現在で，被災市町村からの要請数は，

1,447人であるのに対して，充足数が1,195人

であることから，252人が不足している状況で

ある。

　このため，被災市町村は，更なる追加派遣

を要望している。しかし，次に示すとおり，

既に職員を派遣している地方自治体では，更

なる追加派遣に応えることは厳しい状況にあ

る。まず，災害対策制度上，応急対策では他

自治体からの応援要請への応諾の努力義務規

定があるのに対して，中長期的な災害復旧事

業では被災自治体に実施責任があり，他の自

治体に応諾の努力義務がないことである。ま

た，震災から３年が経過した現在では，震災

に関する話題を目にする機会が減っているこ

ともあって，被災地外の自治体の協力を得る

ことが困難になってきている。さらに，全国

の自治体では，総務省が，各自治体に厳しい

定数管理を指導していることから，職員の人

数が削減傾向にある。そのため，多くの自治

体で派遣ができる余力はあまりないように見

受けられる。

　上述してきたような，被災自治体における

人的資源確保をめぐる状況を踏まえながら，

東日本大震災からの復興対応に必要な被災自

治体の人的資源を確保するために，下記のこ

とを提言する。

⑴　一時的に増大する復興事業に対応する職

員増大の制度設計

　一時的に大量に発生する復興事業に関して，

復興事業終了後に，職員数を適正規模に戻す

仕組みを考慮しながら，対応できる職員を国

全体で増加させる制度を設計することが求め

られる。

○技術職中心に需要が充たされていないの

で，全国的な技術職員の確保の制度化

○既存の定数管理とは別枠での採用

○自治体 OB 職員の活用

○民間人材派遣会社による人材供与システ

ムの検討

○大学院生の活用

⑵　コーディネータの派遣

　被災自治体において，業務の流れを把握で

きている人がほとんどいない。そのため，他

自治体等から派遣された職員が多くても，効

果的に動かせない。被災自治体の担当部署だ

けでなく，全体像を冷静に観察し，状況に合
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わせて取り組み助言できる，いわば「指南番」

ともいえる人の派遣が求められる。

⑶　被災自治体職員の人材育成（エンパワメ

ント）

　全国の自治体からの被災自治体への職員派

遣が，今後，長期にわたり継続されることを

期待することはできない。また，復興まちづ

くりは被災自治体が主体で進めることが基本

である。したがって，被災自治体の職員の意

思決定能力の向上やノウハウの習得を図って，

できるだけ早く被災自治体が独り立ちできる

ことが求められる。

　このため，中長期的な視点に立って，被災

自治体の職員が，円滑かつ迅速に，事業を実

施できるよう，復興対応業をこなすためのノ

ウハウを習得するための研修を実施する必要

がある。しかも，それも，普段だと10年ぐら

いかかって人材育成するところを５年ぐらい

でものになっていくぐらいの時間軸の巻き戻

しが求められる。

○派遣職員による，被災自治体職員に対し

具体的な仕事を通じて復興業務に必要な

知識・技術・技能・態度などを指導し，

修得させる OJT の実施

○被災を経験した自治体の知識を共有する

ための研修の実施や研修参加費用の補助

参照：・弊研究所が実施した「復興まち

づくり学校」（平成25年度）

　　　・神戸市職員と退職者から組織さ

れる「神戸防災技術者の会

（K-TEC）」が主催した「復興ま

ちづくりセミナーin 神戸」（平

成25年度）

　　　・「震災復興交流神戸セミナー」実

施予定（平成26年度）

○新たな研修事業へ職員を参加させること

に伴う被災自治体の負担を減らすために，

通常被災自治体職員が参加している既存

の国・県等の研修事業において，阪神・

淡路大震災からの復興事業等をテーマと

した研修科目を導入

参照：・自治大学校

　　　・東北自治総合研修センター

⑷　行政と NPO・NGO とのネットワークに

より事業を進める仕組み

　NGO・NPO などのボランタリー組織は，

東日本大震災発生後の災害対応において大き

な役割を果たした。海外での活動を主とする

国際NGOや国内活動を主とする国内NPOへ

のインタビュー結果から，国際 NGO は，本

来は行政が行うべきであるが，人員等の制約

から迅速に行うことができない災害対応業務

を行い，国内NPOは，普段どこの組織も扱っ

ていなかったニーズに対応した支援活動を行っ

たことが伺える。このように，効果的な災害

対応には，行政だけでは限界があり，ボラン

ティア活動が不可欠で，協働で実現すること

が求められる。

　しかし，来年度以降，活動のための資金難

の問題から，大半の NPO・NGO が被災地か

ら撤退するという予想もある。

　また，行政と民間とが，協力して住民ニー

ズを把握する場が少ない。被災地において連

絡会などのネットワークはできているところ

はあるが，それぞれの活動の情報交換におわ

り，ニーズベースで話し合える場になってい

ない。さらに，情報交換で出てきた被災者の

ニーズをもとに，ニーズに応えるための事業

を提言し，その提言を受けて，行政が事業化

の財源をつけていく仕組みがない。

○行政と NPO・NGO との連携により被災
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者のニーズを把握し，事業化する仕組み

の構築

参照：・阪神・淡路大震災時の災害復興

基金

　　　・阪神・淡路大震災後の第三者機

関である「被災者復興支援会議」

のしくみ

２．将来の大規模災害における復興期の被災

自治体の人的資源確保を円滑化するための

事前に講じておくべき措置に係る提言

　今後，南海トラフ巨大地震などの大規模災

害に対応して，復興期における被災自治体の

人的資源の確保を円滑に行うために，事前に，

必要な措置を講じておくことが求められる。

そこで，東日本大震災におけるこれまでの被

災自治体の人的資源確保をめぐる状況を踏ま

えて，事前に講じておくべき措置として，下

記のことを提言する。

⑴　復興対応期における人的資源運用の実態

分析の実施

　復興事業が本格化していくことに伴って人

的資源の確保のニーズが強まる一方，被災自

治体では，目の前の課題をこなすのに精一杯

で，将来にわたって必要となる人的資源の総

量を客観的に把握することさえ困難な状況に

ある。また，人的資源の確保の問題として，

単なる量的なものだけではなく，ニーズとシー

ズとのミスマッチ，応援等を生かし切れてい

ないなどの質的な問題が生じている。このこ

とから，復興対応期における効果的・効率的

な組織運営を行なうための人的資源運用につ

いて十分な検討・対策が行われているとは言

いがたい。

　復興対策業務の効率向上のためには，各時

期に，どのような業務が発生し，どの程度の

人員を必要とするかを把握することが求めら

れる。復興対策のフェーズの移行に伴う対応

業務の組織及び要員の推移とそのための人員

確保手段について，事前に把握しておく必要

がある。

　復興対応期における人的資源運用を計画す

るための根拠となる基本的な知見を抽出する

ために，被災自治体の復興期における災害対

応業務への職員配置と人員数を，時間展開，

組織構成，人員配置，取扱業務の観点から分

類して整理・分析する人的資源運用の実態分

析を実施することが求められる。

○東日本大震災で被災した自治体の人的資

源運用の実態や不足状況についての調

査・分析の実施

参照：・林春男，草野公平，牧紀男：阪

神・淡路大震災における兵庫県

の組織運用の分析－災害対応の

ための人事確保－，地域安全学

会論文集，No ４，2002．

　　　・佐藤翔輔，今村文彦，林春男：

東日本大震災における被災自治

体の人的資源運用に関する分析

－宮城県石巻市を対象にして－，

地域安全学会論文集，No21，

2013．

○復興対応における業務を時系列の流れも

考慮して抽出し，いつどのような人材が

必要となるのかを整理した「人的資源マ

トリックス」や，さらに，人的資源をだ

れがどのように確保するかを事前に役割

分担しておく「人的資源リスト」の作成

○復興対応における業務を実施するために

必要な職種別人員数を客観的に推計する

ために，業務規模と業務別職種別必要人

員の量的なデータを用いて，その量的関
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係を分析し，原単位を算出　等

参照：・阪神・淡路大震災時の復興まち

づくりにおける必要人員の原単

位の算出（後掲表）

⑵　指揮調整システムの整備

　被災自治体は，指揮調整の仕組みを持って

いないと，応援等で確保した人的資源を上手

に生かしきれない。平成24年度に神戸市から

被災自治体に派遣された職員を対象としたイ

ンビュー調査においては，①方針を示さずに

仕事を丸投げするなど，リーダーシップが発

揮されていなかった，②責任の所在が不明確

であった，という受援自治体側の指揮調整シ

ステムの不備という問題により支援活動に支

障をきたしたという意見が出された。

　復興対応期における事業をスムーズに推進

することができるよう，指揮調整システムを

整備するために，それぞれの人がどのような

役割と責任を担うのか，特に大事なリーダー

がだれか，決まっていなければならない。ま

た，応援職員の窓口となって指揮調整する受

援自治体内部の体制を，災害に備えて事前に

整備しておく必要がある。

　また，リーダーの意思決定能力の向上が必

要であるとともに，リーダーの意思決定をサ

ポートすることができる人材を育成すること

も求められる。

　さらに，被災自治体の職員だけで対応する

ことに限界がある場合には，資源の配置を考

える戦略レベルの指揮調整の権限はともかく，

現場での問題解決をするための指揮調整の権

限について，派遣職員に委ねることも考慮し

ておくべきである。

○事前に，業務ごとの指揮命令者や受援担

当者を選定

○業務に不慣れであっても，実際に業務を

行えるよう業務マニュアルを事前に作成

○震災復興を担うリーダーの育成

　　　・専門性の高い「スーパー防災職

員」を計画的に育成，訓練を重

ねてレベルアップ

○全体像を冷静に観察し，状況に合わせて

取り組みを助言できる他自治体の職員を

「指南役」として活用するしくみづくり

参照：神戸市の OB 職員を岩手県大槌町

へ派遣（平成25年度に市街地整備

課長職に就任）

⑶　民間活用の推進

　復興対応業務の全てを行政で担わなければ

ならないと考えられがちであるが，大規模災

害になると行政対応だけでは不十分で，企業

や民間団体，大学，ボランティアなどの民間

の活用が必要となる。今までの仕事の仕方を

見直して，行政手続や，行政手法，機構の見

直しなど，独特の指揮命令系統の業務は行政

が行うとして，それ以外の現場的な業務など

は，ブロック化して民間に任せることが求め

られる。

　そのために，事前に，復興対応において，

どのような業務があり，それぞれアウトソー

シングができるものとできないものとを選別

して，業務の棲み分け行っておくことが必要

である。

○復興対応における業務について，行政で

の対応が適切な業務と，民間が対応した

方が有効な業務との選別を事前に実施

○民間人材派遣会社による人材供与システ

ムの検討
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○民間との協力協定の締結

⑷　NGO・NPO と行政との協力連携の仕組

みの構築

　被災地における，NPO・NGO と行政との

協働上の乖離を少なくして，NPO・NGO の

パワーを十分に，また継続的に発揮してもら

えるようするために，事前に，ボランタリー

組織の機動力や自由度の高い活動等の特徴を

阻害しないことを配慮しながら，NPO・NGO

を受け入れるシステムを構築すべきである。

○被災地でボランタリー組織の支援を円滑

に受け入れることを促進するために，事

前に，自治体職員や地域リーダーに対し

て，ボランティアへの理解を深め，受援

力を高めることが地域防災力の向上につ

ながることを啓発すること

○ NGO・NPO 団体と行政との連携と調整

の仕組みの検討

参照：・アメリカにおけるNVOAD（National 

Volunteer Organization active in 

Disaster）

　　　・石巻災害復興支援協議会

○ NPO・NGO の活動をバックアップする

資金的な裏付け

参照：・アメリカの連邦政府の「災害復

旧基金 Disaster Relief Fund：

DRF」

　　　・阪神・淡路大震災時の災害復興

基金

　　　・阪神・淡路大震災後の第三者機

関である「被災者復興支援会議」

のしくみ

Ⅲ　おわりに

　東日本大震災の被災自治体は，まだまだ復

興途上にあるにもかかわらず，震災発生から

時間が経過するにつれ，支援について他自治

体の理解，協力を得ることが難しくなってき

たと指摘されている。この背景には，前述の

とおり，震災発生から３年を経過した現在で

は，震災に関する話題がメディア等で取り上

げられる機会が減ってきており，被災地外の

自治体が，被災地の現状を把握することが難

しくなってきていることがある。また，どの

自治体も厳しい定員管理をしているため，多

くの自治体で派遣ができる余力が余りないこ

となどもあるといえる。

　弊研究所としては，今後も，東日本大震災

からの復興の現状や課題，教訓の把握に努め，

そこで得られた知見を全国に発信していく。

また，東日本大震災からの迅速な復興や次な

る大規模災害への備えに少しでも寄与するよ

うに，随時，提言を出していく。
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（関連資料）

　・「東日本大震災からの復興に関するプロジェクトチーム」名簿（順不同，敬称略）

　　　新野　幸次郎　　　神戸都市問題研究所理事長

　　　高寄　昇三　　　　甲南大学名誉教授

　　　沖村　　孝　　　　神戸大学名誉教授

　　　加藤　惠正　　　　兵庫県立大学政策科学研究所教授

　　　松原　一郎　　　　関西大学社会学部教授

　　　安田　丑作　　　　神戸大学名誉教授

　　　内田　　恒　　　　神戸都市問題研究所区画整理事業調査アドバイザー

　　　本荘　雄一　　　　神戸都市問題研究所常務理事

・研究会開催状況

日時 報告テーマと報告者等

第１回（平成25年７月12日） 研究の趣旨・進め方，被災地の復興状況とマンパワーをめぐる現状等

について

第２回（８月９日） 自治体間支援による長期派遣について

・「長期派遣職員の受け入れに当たって」

仙台市復興事業局参事兼震災復興室長　梅内　淳氏　

・「神戸市の職員派遣状況」

神戸市危機管理室総務担当課長　　大崎　克英氏　

第３回（９月５日） 「大槌町でのマンパワーの課題と対応を踏まえた被災自治体でのマン

パワー確保対策」

復興庁岩手復興局復興推進官　　末村　祐子氏　

第４回（10月16日） 「東日本大震災における国際協力ＮＧＯの活動について」

特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム

国内事業部長／東北事務所長　明城　徹也氏　

第５回（平成26年１月23日） 「東日本大震災で被災した基礎自治体の復興期における人的資源運用

に関する実態分析　－宮城県石巻市を対象にして－」

東北大学災害科学国際研究所助教  佐藤　翔輔氏　

第６回（２月28日） 「東日本大震災復興の分析」

ＵＲ都市機構西日本支社都市再生業務部調整役　久坂　斗了氏　

第７回（３月28日） 提言案の検討ほか
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１．はじめに

　弊研究所では，東日本大震災発生後，阪神・

淡路大震災の際に全国各地の自治体等に支援

をいただいた神戸市のシンクタンクとして，

被災地の復興に少しでも役に立てるよう，東

日本大震災からの復旧・復興に関する調査研

究を継続的に行っている。その中の一つの取

り組みとして，平成23年６月23日には，前述

（参考資料）のように，被災自治体の復興準

備・計画期に取るべきことについて，第一次

提言を行った。

　平成25年度においては，「（公財）ひょうご

震災記念21世紀研究機構」が受託する復興庁

事業（東日本大震災生活復興プロジェクト）

の一環として，岩手県・宮城県・福島県の東

日本大震災の被災地の自治体職員等を対象と

したセミナー「復興まちづくり学校」を，平

成25年11月に実施した。本小稿では，「復興ま

ちづくり学校」の趣旨，内容等について紹介

する。

２．趣旨

　本セミナーの趣旨は，東日本大震災の被災

自治体の職員等の方々が，震災から２年半が

経過して，復興事業を進めるなかで抱えてお

られる課題解決の参考にしていただくため，

阪神・淡路大震災からの復興の過程で神戸市

が市民とともに学んだ経験・ノウハウを講義

やワークショップ等を通じて紹介させていた

だくことである。

　その中で，参加された方々に「震災から復

興したまちの姿」を実感していただくために，

震災から20年を迎えようとしている神戸の状

況を見ていただくよう視察を実施するととも

に，復興まちづくりに関わった住民の方と交

流いただくこととした。

３．実施内容

⑴　対象者

　セミナー対象者としては，岩手県・宮城県・

福島県の被災自治体の職員だけでなく，自治

体職員と協働で復興に携わっておられるNPO

や建築士など，行政セクター以外の方も含め

た。

⑵　日程・場所

　セミナーの日程は全体で４日間とし，前半

の２日間は東日本大震災の被災地，後半の２

日間は復興した神戸市で実施した。なお，被

災自治体職員等が今まさに復興事業に追われ

て多忙であることを考慮して，セミナーの日

程の一部参加も可能とした。また，参加者に

移動の負担をかけないようにするために，岩

手県内自治体職員等向けの日程と宮城県・福

島県内自治体職員等の日程に分けて実施する

平成25年度復興庁事業「復興まちづくり学校」報告
（概要）

参考資料

（公財）神戸都市問題研究所研究員　石 井 孝 明
［問い合わせ先：TEL　078-252-0984］
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とともに，被災地のセミナー会場については

　主要駅から近い場所を設定した。

①岩手県内の自治体職員等を対象としたセ

ミナー

日程：平成25年11月３日（日・祝）～

　　　６日（水）

場所：盛岡市（１・２日目），

　　　神戸市（３・４日目）

会場：盛岡会場：アイーナ（岩手県民情

報交流センター），神戸会場：（公

財）神戸都市問題研究所ほか

②宮城県・福島県内の自治体職員等を対象

としたセミナー

日程：平成25年11月９日（土）～

　　　12日（火）

場所：仙台市（１・２日目），

　　　神戸市（３・４日目）

会場：仙台会場：ＴＫＰ仙台西口ビジネ

スセンター，神戸会場：（公財）神

戸都市問題研究所ほか

⑶　カリキュラム

　セミナーのカリキュラムは，講義，ワーク

ショップ・意見交換，神戸市内視察の３種類

で構成した。講師は，阪神・淡路大震災から

の復興に従事した職員と職員ＯＢ，学識経験

者等に依頼した。また，復興の分野が広範で

参加者の職種や担当業務などが多様であると

考えて，次のように３つのコースを設定した。

自治体幹部向けのプログラムとして，①震災

復興マネジメントコース，自治体担当者向け

のプログラムとして，②都市計画・住宅再建

コースと③生活再建・生業再建コースを設け

た。各コースの内容（テーマと講師，プログ

ラム）は以下のとおりである。

①震災復興マネジメントコース（自治体幹

部向けプログラム）

　　・震災復興のプロセス全般

講師：（公財）神戸都市問題研究所理事

長・神戸大学元学長

新野幸次郎

　　・復興における行財政運営

講師：甲南大学名誉教授　　高寄昇三

　　・復興まちづくりにおける合意形成

講師：神戸大学名誉教授　　安田丑作

②都市計画・住宅再建コース（自治体担当

者向けプログラム）

　　・復興すまい・まちづくり全般

　　　講師：神戸大学名誉教授　　安田丑作

　　・土地区画整理・まちづくり協議会等

講師：元神戸市都市計画総局市街地整

備担当局長　　宮崎辰夫

　　・災害公営住宅等

講師：神戸市都市計画総局住宅部住宅

（プログラム）

午　前（10:00～12:00） 午　後（13:00～17:00）

１日目

オリエンテーション

ワークショップ「セミナーに期

待すること」

講義　その１

①震災復興マネジメントコース

②都市計画・住宅再建コース

③生活再建・生業再建コース

講義　その２

①震災復興マネジメントコース

②都市計画・住宅再建コース

③生活再建・生業再建コース

２日目

講義　その３

①震災復興マネジメントコース

②都市計画・住宅再建コース

③生活再建・生業再建コース

ワークショップ「個別質問項目について」

意見交換

３日目 （神戸への移動） 神戸市長田区 野田北部地区の視察・交流

４日目
神戸市中央区 ＨＡＴ神戸の視

察・交流

ワークショップ「セミナーで学んだこと」

意見交換
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政策課長　　中原信（岩手県内

の自治体職員等を対象）

　　　神戸市都市計画総局住宅部住宅

整備担当部長　　三木太志（宮

城県・福島県内の自治体職員等

を対象）

③生活再建・生業再建コース（自治体担当

者向けプログラム）

　　・生活再建全般

講師：同志社大学社会学部教授　　　

立木茂雄

　　・仮設住宅見まもり

講師：神戸市代表監査委員・元神戸市

生活再建本部次長　　桜井誠一

　　・中小企業の復興

講師：（一財）神戸国際観光コンベン

ション協会参事　　三谷陽造

⑷　募集

　主な募集方法は，弊研究所から岩手県・宮

城県・福島県の各県庁を訪問して復興担当部

署に募集への協力を依頼するとともに，この

３県の108の市町村に依頼文を送付したもので

ある。その他，弊研究所ホームページにおい

て案内を行うなど，様々な手段を活用して参

加者を募った。

⑸　参加者数

　 セミナー企画時点では両日程で30名の参加

者を予定していたが，参加希望者がそれを大

きく上回り，合計45名の方に参加いただいた。

○岩手県職員等を対象としたセミナー　13名

　１）自治体別参加者数

宮古市３名，陸前高田市３名，山田町

１名，岩手県庁５名，復興庁（オブザー

バー参加）１名

　２）コース別参加者数

①震災復興マネジメントコース２名，②

都市計画・住宅再建コース４名，③生

活再建・生業再建コース６名，④オブ

ザーバー：１名

○宮城県・福島県職員等を対象としたセミナー

32名

　１）自治体別参加者数

　　・宮城県内自治体等　25名　

仙台市８名，山元町７名，名取市２名，

石巻市１名，宮城県庁４名，その他

（NPO・建築士等）３名

　　・福島県内自治体　６名

浪江町２名，国見町１名，福島県庁３

名

　　・厚生労働省１名

　２）コース別参加者数

①震災復興マネジメントコース７名，②

都市計画・住宅再建コース９名，③生

活再建・生業再建コース16名

オリエンテーション　盛岡会場

オリエンテーション　仙台会場
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⑹　講義内容

　阪神・淡路大震災で学んだことの全般を講

義するのではなく，東日本大震災の発生から

２年半が経過した被災地の状況を踏まえ，参

加者の講義へのニーズを参考にしながら，阪

神・淡路大震災で学んだことの中から，今後

の復興を進めるうえで参考になるものを選択

して講義を行った。講師と参加者との間で活

発な質疑応答が行われるよう，３つのコース

別に少人数の講義を３回実施した。（後掲表１

参照）

⑺　ワークショップ・意見交換の内容

　講師からの一方的な講義や，講師と参加者

とのやり取りだけでなく，講師と参加者が共

同作業を行って，復興における課題と解決方

法を共有するため，ワークショップおよび意

見交換を実施した。特に，参加者同士の意見

交換により新たな発見ができるよう努めた。

（後掲表２，３参照）

⑻　視察の内容

　野田北部地区（神戸市長田区）では，まち

づくりに関わった住民，コンサルタント，行

政の方との交流を行った。また，ＨＡＴ神戸

（神戸市中央区）では，災害公営住宅，地域見

まもりに関わっている行政，福祉施設関係者

との交流を行った。さらに，阪神・淡路大震

災のモニュメントである「１．１７希望の灯

り」を視察した。

４．セミナーを終えて

　セミナーを実施した後，セミナー参加者を対

象にアンケートを実施した。その結果をもと

に，ＰＤＣＡサイクルの視点から来年度のセミ

ナーの継続実施に向けて，各実施項目ごとに

「良かった点」と，「反省点，次回に気をつけ

るべき点」について，以下のとおり整理した。

講義

野田北部地区

ＨＡＴ神戸

ワークショップ
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⑴　講義，ワークショップについて

　①良かった点

・セミナー参加者にアンケートを実施した

ところ，全45名の参加者中37名の回答が

あった。

・アンケートでのセミナーの全体評価をみ

ると，「とても良かった」が23名，「良かっ

た」13名であり，全体として参加者から

高い評価を受けた。

・アンケートの自由意見欄では，「非常に有

意義なセミナーであり，今後もこのよう

な機会を設けていただきたい」，「神戸の

経験を今後の東日本の復興に活かした

い」，「他地域の方や異なるバックグラウ

ンドの方と話し合うことができた」との

意見が大多数であり，参加者にとって有

意義なセミナーであったことが伺える。

・セミナー講師については，個別質問にも

丁寧に対応していただき，アンケートで

も「非常に良かった」「疑問点に回答いた

だいた」との高い評価を受けた。

・事前に資料収集により被災状況等を把握

し，最初のワークショップにおいて参加

者から「セミナーに期待すること」につ

いて意見を聞いた点がよかったと考える。

　②反省点，次回に改善すべき点

・幹部職員向けコースである「震災復興マ

ネジメントコース」の参加者が少なかっ

た。幹部向けセミナーへの参加は，幹部

の方が多忙であることもあって難しかっ

たと考えられる。次回の同コースの実施

の有無も含めてやり方等については，検

討していきたい。

・被災地における復興事業の進捗にともな

い，復興マネジメントコース，都市計画・

住宅コースへの需要は減ってきており，

生活再建・生業再建コースの需要が高まっ

ていると考える。受講コースについて，

時間の経過に伴う課題の変化を踏まえて

整理する。特に，生活再建・生業再建コー

スについては，担当職種等に応じてより

コース区分を分けることも検討したい。

・ワークショップについても好評であった。

一方的に話をするよりも，参加者同士の

意見交換や参加者自身に発言していただ

く機会を増やすような運営を考えていき

たい。

⑵　視察について

　①良かった点

・視察参加者にアンケートを実施したとこ

ろ，全10名の参加者中９名の回答があっ

た。

・視察の全体評価をみると，「とても良かっ

た」が８名，「良かった」１名であり，全

体として参加者から高い評価を受けた。

・アンケートの自由意見では，「神戸と東日

本の被災地との違いはあり，セミナーに

参加するまではあまり参考にならないと

思っていたが，実際に神戸の経験を実地

に学んで勉強になった。特に地域住民と

の関わりや，災害要援護者支援などにつ

いて感銘を受けた」，などの意見が多数あ

り，参加者にとって有意義な視察であっ

たと考える。

　②反省点，次回に改善すべき点

・全参加者45名に対して，視察参加者が10

名と少なかった。アンケートによれば４

日間の連続開催は負担であるという意見

もあった。今後は，被災地でのセミナー

日程と神戸市視察の日程とを分離して開

催することも検討したい。また，講義の

みの参加者から，視察における旅費につ

いては，各自治体での予算上の制限があ

り厳しいとの意見があった。できるだけ

多くの方に参加いただけるよう，参加者
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に負担させるのではなくセミナー開催経

費に含めて実施することを検討したい。

⑶　その他（運営面等）について

　①良かった点

・参加者の募集について，国や県，市町村

との連携により，協力関係を構築して参

加者を集めることができた。募集当初は

参加者がなかなか集まらなかったが，復

興庁からも配慮をいただいて集めること

ができた。また，盛岡市，仙台市では，

事前に情報を収集して主要駅に近い会場

を設定するなど，参加者が参加しやすい

会場を設定した。

・セミナー期間全体を通じて，講師とセミ

ナー参加者，セミナー参加者間での情報

交換と交流ができたことは意義があった。

　②反省点，次回に改善すべき点

・岩手県職員向けのセミナーでは，盛岡市

を会場に設定したが，沿岸部の被災地か

ら離れた場所となり，被災地の自治体職

員の参加には不便であった。今後は沿岸

部の自治体でのセミナー開催を検討した

い。

・宮城県・福島県職員向けのセミナーでは，

当初の募集人数（１会場あたり15名，合

計で30名）に比べて１会場で32名と多数

の参加となり，会場が狭くてご迷惑をお

かけした。

・セミナー参加者が参加しやすいように考

え，被災地でのセミナー日程を休日に設

定したが，平日での開催を希望する意見

も多かった。今後は平日での開催も含め

て検討したい。

・実施時期については議会の開催時期を外

して11月としたが，地元との交渉をする

時期に重なっているとの意見もあった。

今後は９月または10月の開催も検討した

い。

・今回のセミナーを一回限りのものとする

ことなく，参加者との関係を維持して今

後も情報交換等をしていくことが大切で

ある。次回以降のセミナーでは，より多

くの被災自治体職員等が参加できるよう，

今年度のセミナーの概要や成果について

情報発信することが必要と考える。

５．おわりに

　前述のとおり，「復興まちづくり学校」の参

加者からセミナーの継続実施の希望が多数あっ

たことを踏まえて，平成26年度も，本セミナー

の継続事業として「震災復興交流神戸セミ

ナー」を平成26年９月～11月に神戸市で実施

することとした。現在，新たに神戸市や神戸

市内の関係団体と実行委員会を組織して，平

成25年度の本セミナーの反省点を踏まえなが

ら，セミナーの実施に向けた検討を行ってい

るところである。震災から３年半が経過した

被災地の復興を進めるうえで役立つ有意義な

セミナーが実施できるよう努めてまいりたい

と考えている。

　本セミナーの実施に際しては，大変多くの

方々にお世話になった。特にセミナー実施に

あたってご指導いただいた復興庁の方々，参

加者募集にあたってご尽力いただいた岩手県

庁・宮城県庁・福島県庁の復興担当部署の

方々，本セミナーの事業実施にあたってお世

話になった（公財）ひょうご震災記念21世紀

研究機構の方々，セミナー実施にあたってご

協力いただいた講師の方々，神戸市内視察に

あたってご協力いただいた地域団体の方々，

そして復興業務で大変ご多忙のなかセミナー

に参加いただいたセミナー参加者の方々，そ

の他お世話になったすべての関係者の方々に，

深く感謝の意を表したい。
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後掲表１　講義内容の要旨

①震災復興マネジメントコース

講義１. 震災復興プロセス全般（新野幸次郎）

　まず，阪神・淡路大震災の復興において，国や県市の多くの会議で座長や委員を務めた経験をふまえ，

阪神・淡路大震災における復興のプロセスについて説明。

　次に，東日本の被災地では小規模な自治体が多いこと，東日本の被災地の住民の気質として意見をあま

り言わないことがあることなど，東日本大震災と阪神・淡路大震災の違いに言及するとともに，東日本で

復興まちづくりを行っていくには，まちづくりに必要な職員の不足を解消し，住民と信頼関係を築きなが

ら自治体が住民をリードしていくことが必要となること等について説明。

講義２．復興における行財政運営（高寄昇三）

　まず，震災復興のプロセスとして，阪神・淡路大震災の発生から，神戸市復興計画策定までの経緯をた

どるとともに，土地区画整理事業などの個別の事業計画の策定の経緯について説明。

　次に，復興計画における行財政として，阪神大震災と東日本大震災を比較して，国の自治体への制度上

の支援が阪神大震災では自治体による市債主導，東日本大震災では国庫補助金主導で，後者の方が制度的

により手厚い支援となったことについて説明するとともに，阪神大震災では被災自治体は市債残高の急増

から，行財政改革を行わざるを得なかったことについて説明。

　さらに，復興事業における合意形成として，土地区画整理事業に固有の制度である減歩・清算金・換地

の合意形成が難しく，繰り返し住民集会や面談が行われたことについて言及。

　最後に，復興マネジメントの課題として，民間企業等のより一層の活用や官民の連携，復興事業の行政

評価の必要性等について説明。

講義３．復興まちづくりにおける合意形成（安田丑作）

　まず，東日本大震災を沿岸型広域災害，阪神・淡路大震災を大都市型インナーシティ災害と位置付ける

とともに，阪神・淡路大震災の発災から被害状況の紹介，復興計画の策定，主要な市街地開発事業につい

て説明。

　次に，神戸の復興まちづくりにおける合意形成の試みとして，協働と参画のまちづくり方式の３点セッ

ト（現地相談所・まちづくり協議会・専門家派遣）を紹介するとともに，主な都市施設を第１段階で決定

し，住民に身近な都市施設は第２段階で決定するという「２段階都市計画」方式について紹介。

　最後に，神戸市のまちづくり条例やまちづくり支援制度，震災から５年目・10年目にそれぞれ行われた

復興の総括・検証について紹介し，阪神・淡路大震災の教訓について説明。

②都市計画・住宅再建コース

講義１．復興すまい・まちづくり全般（安田丑作）

　まず，東日本大震災を沿岸型広域災害，阪神・淡路大震災を大都市型インナーシティ災害と位置付ける

とともに，阪神・淡路大震災の発災から被害状況の紹介，復興計画の策定，主要な市街地開発事業につい

てより詳細に解説。

　次に，神戸の復興まちづくりにおける合意形成の試みとして，協働と参画のまちづくり方式の３点セッ

トを紹介するとともに，主な都市施設を第１段階で決定し，住民に身近な都市施設は第２段階で決定する

という「２段階都市計画」方式について紹介。

　最後に，神戸市のまちづくり条例やまちづくり支援制度等について紹介した後，神戸市における住宅復

興施策について，震災後の建築確認の状況と特例措置，住宅着工状況などについて詳しく説明し，その後，

阪神・淡路大震災の教訓について説明。

講義２．土地区画整理・まちづくり協議会等（宮崎辰夫）

　まず，協働と参画のまちづくりのしくみとして，神戸市のまちづくりのあゆみについて，震災前からの

状況について説明するとともに，まちづくりの進め方やまちづくりの支援について説明。

　次に，震災復興土地区画整理事業とまちづくり協議会として，震災から都市計画決定まで土地区画整理

事業の実施にあたっての取り組み，「２段階都市計画決定」と「協働と参画のまちづくり」の３点セット，

震災復興土地区画整理事業の地区ごとの詳細について説明。

　最後に，復興まちづくりの成果と現状として，震災直後と整備後の写真を示すことなどにより，震災復

興土地区画整理事業のソフト面とハード面にわたる成果について詳細に説明。
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講義３．災害公営住宅等（中原信，三木太志）

　まず，阪神・淡路大震災の被災概要として，市全体の被災概要とともに住宅の被害状況について説明。

　次に，応急仮設住宅の供給として，震災直後から建設が始まった応急仮設住宅についてその概要を説明。

　そして，住宅復興の取り組みとして，住宅復興にかかる住民との合意形成，住宅の供給計画，融資や利

子補給などの多様な支援策について説明。

　最後に，18年後の現在として，震災後の市営住宅の急増への対応や，市営住宅における高齢化問題等を

ふまえ，震災から18年後の神戸の復興住宅の現状について説明。

③生活再建・生業再建コース

講義１．仮設住宅見まもり（桜井誠一）

　まず，復興事業と生活再建の基本構造を説明するとともに，復興・生活再建の定義は様々であるが，「仮

設住宅が解消していること」が復興・生活再建の象徴であると説明。

　次に，阪神・淡路大震災時に神戸市生活再建本部次長をしていた経験から，阪神・淡路大震災時の神戸

市における仮設住宅解消の取り組みについて説明。

　最後に，東日本大震災の被災地では，阪神・淡路大震災とは異なる課題，例えば公営住宅の建設が進捗

しない場合やみなし仮設住宅の解消の問題について，受講者とともに課題解決に向けて意見を交換。

講義２．中小企業の復興（三谷陽造）

　まず，阪神・淡路大震災の際の企業の被害について説明するとともに，緊急融資や仮設工場など産業復

興に向けての行政の支援について説明。

　次に，特に被害の大きかった神戸市長田区の主要産業の一つであるケミカルシューズ産業の復興につい

て，アンテナショップの開設やブランドの創設について説明。

　最後に，企業が発展するための要素を業種ごとに洗い出すとともに，企業の立場から行政の制度の利用

に向けた姿勢について説明。

講義３．生活再建全般（立木茂雄）

　まず，「災害過程について知る」と題して，被災者の心理的な時間の区分と，時間の経過により被災者

の心理がどのように変化していくかについて説明。

　次に，「生活を再建するとはどういうことか」として，阪神・淡路大震災における神戸市の震災５年の

検証に基づき被災者の生活再建の状況について，「すまい」，「つながり」，「まち」，「こころとからだ」，「そ

なえ」，「景気・生業・暮らし向き」，「行政の対応」の７つのモデルを提示。

　最後に，「つながりと一人ひとりの震災復興」と題して，2001年に実施された生活復興に関するアンケー

ト調査について詳細に検証を行った結果を説明。

※著者文責
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関連図書紹介

政府財政支援と被災自治体財政～東日本・阪神大震災と地方財政	 高寄昇三著　

安全・安心と地域マネジメント　―東日本大震災の教訓と課題―	 堀井秀之、奈良由美子著　

　平成に入り，日本は，阪神大震災と東日本大震災という大災害に見舞われ，多くの犠牲者を

出し，地域社会・経済は壊滅的被害を受けた。救助・復旧・復興を巡っては多くの提言がなさ

れ，論争が展開されてきた。その一方，震災に対する財政問題は，復旧・復興事業よりも関心

が少なく，制度設計も運用システムも未成熟であると本書は述べている。

　本書は，２つの大震災を比較しながら，大災害における政府財政支援と被災自治体財政とを

分析し，復旧復興財政の全額国庫負担を論証している。

　具体的には，次の５章で構成されている。１章「東日本・阪神大震災と政府財政支援」では，

被災自治体の被害額と，政府の財政支援額との差について，２章「震災復興と政府支援の特例

措置」では，阪神大震災と東日本大震災の政府財政特例措置をそれぞれ紹介している。３章

「被災自治体の財政変動の分析」では，阪神大震災と東日本大震災の，被災自治体の復興財政を

比較しながら，政府財政支援の問題を分析している。４章「復興事業と被災自治体の窮乏」で

は，阪神大震災と東日本大震災の個別被災自治体を比較しながら，政府財政支援を基に分析し，

大震災の政府財政支援の課題について論じている。最後に，５章「生活再建と震災復興の総括」で，震災復興事業のう

ち，生活再建の災害給付財政の問題を取り上げ，制度設計と運用システムの問題を復旧・復興事業遂行での問題点とし

て，総括している。

　本書によれば，阪神大震災は，従来の補助率の引き上げ，補助裏財源の地方債発行，償還財源の交付税補填という復旧

復興のシナリオが適用されたが，東日本大震災では，復興増税を実施し，復旧復興財源の政府全額負担となっている。そ

のため，幸い東日本大震災では，阪神大震災より，政府財政支援ははるかに充実し，著者が本来あるべきと考える全額政

府財政支援のシステムに近づいたといえる。その一方で，東日本の被災自治体は巨額の震災関連予算を組んでいるが，国

庫負担が大きいため，阪神の被災地のような公債費の増加や財政力指数の悪化は起きていないが，巨額な復旧復興財源

は，巨額な補助対象以外の超過負担・維持運営費も発生し，財政を長期に亘り圧迫する恐れがあると述べている。

　阪神大震災と東日本大震災からの復旧・復興に関する書籍は数多くあるが，震災に対する財政問題を取り上げた書籍と

して，本書をお勧めしたい。

　本書は，地域の安全・安心の実現の要件について理解したうえで，実際の具体的事例をみな

がら，自然災害対応のための地域マネジメントシステム構築の手法を理解し，その意義と課題

についての検討に役立つことを目的に書かれたものである。

　最初に，東日本大震災発生における釜石市での津波防災教育の効果の事例，次に原子力発電

所事故の要因分析の事例を取り上げ，地域社会の安全・安心に対する関わりについて論じてい

る。

　次に安全・安心を実現するため概念として，本書では「社会技術」という概念を用いる。こ

こでいう「社会技術」とは，社会問題を解決し，社会を円滑に運営するための広い意味での技

術であり，工学的な技術だけでなく，法・経済制度，教育，社会規範など，すべての社会シス

テムを含んだものを意味している。本書はこの社会技術による新しい問題解決策を導入するこ

との重要性を強調している。

　本書の後半では，既存の事例を紹介し，地域の安全・安心を実現するために社会技術が満た

すべき要件を抽出している。自治体・住民・大学・病院が協働して防災システムをつくっている参加型防災システム，

ハード対策とソフト対策を組み合わせた総合的水害リスク軽減，マネジメントプロセスやコミュニケーションシステムの

設計を行った事例，平常時と非常時が連動したリスク対応型自治体システムなどを取り上げる。また，被災者の生活シス

テムの時間的変化を前提とした生活リスクマネジメントのあり方や，現場で役立つ防災技術の要件などについても解説す

る。

　これらを踏まえ，本書は地域の安全・安心を実現する社会技術のあるべき姿について論じており，自然災害に対しては

最悪の状態をイメージし，どのような行動をすれば危害を避けることができるか自ら考え，各自が命を守るために最善を

尽くすといる状態を達成しなくてはならないことを論じている。あわせて，必要な組織体制，信頼の醸成，防災情報シス

テム，支援組織の活動内容，支援活動の進め方，大学の役割などについて紹介している。

　本書は，安全・安心を目指した地域マネジメントに関わる住民，自治体職員，企業の関係者，及び研究者の方に読んで

いただきたい一冊である。

公人の友社

本体1,600円+税

ＮＨＫ出版

本体2,300円＋税
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災害ボランティア　新しい社会へのグループ・ダイナミックス	 渥美公秀著　

東日本大震災と地域産業復興Ⅲ　2012.8.31 ～ 2013.9.11「人と暮らしと仕事」の未来	 関満博著　

　災害救援システム等について大学教授として研究すると共に，NPO法人日本災害救援ボラン
ティアネットワーク（NVNAD）理事長として実践も行う著者が，阪神・淡路大震災を契機と
するその活動を踏まえつつ，災害ボランティアについて深く考察した一冊である。
　本書を書くにいたった動機について，著者は冒頭で，東日本大震災における災害ボランティ
アの初動が遅れた原因をつきとめ，「被災者に寄り添う姿を取り戻したい」と述べている。その
ための研究手法として採っている「グループ・ダイナミクス」は，いかに内面から出ていると
思われる事柄であっても，他者との関係によって紡ぎだされていると考え，研究者が現場に入
り込んで当事者と共に現場の改善を行っていく実践的学問だが，読み進むうちに気づかされる
ことは少なくない。
　例えば，心のケアについて，災害により個人の心が傷ついた，だから個人への救援が必要だ，
という発想に対し，「『心』をケアしようとするならば，『心』を析出する社会的文脈に配視し，
そのケアについて方法を模索すべき」と主張している。現場での活動を重視してきた筆者なら
ではの視点というべきだろう。
　また，阪神・淡路大震災における活動から著者が導き出した「集合的即興ゲーム」の考え方
も紹介している。災害救援では諸組織・個人が「間」を考慮しながら活動する必要があるとし，

ジャズにも言及しているが，その洞察力に感心せざるを得ない。
　東日本大震災における「災害ボランティアの初動の遅れ」の原因については，ボランティア活動が社会的枠組み(例え
ば，ボランティアセンターの受入れ体制が整うまではボランティア活動を行わないという自粛)の中に収まろうとする
「秩序化」を指摘し，強く警戒している。そして，災害ボランティアが活力を取り戻すために，被災者のために良かれと
思うことに共に即興的に取り組む「遊動化」が主張されている。
　東日本大震災において著者を含むNVNADは，阪神・淡路大震災以来のつながりがある八戸から野田村支援に入る

「北から」プロジェクトを行ったが，やがて「チーム北リアス」と呼ぶネットワーク活動，新潟県中越地震・中越沖地震
の被災地とつながっていく「被災地のリレー」プロジェクトの展開にいたる。この「被災地のリレー」が持続的なネット
ワークに発展するところに，新しい社会―遊動性に満ちた純粋な贈与が展開するローカルな集合体の形成とその連合―が
生まれることを筆者は期待しているが，様々な「つながり」に変革を感じていれば，共感できる方も少なくないだろう。
　とにかく，本書には，“災害ボランティアは誰のためなのか，被災者のためでしょ！”という熱い思いがあふれている。
おそらく，筆者が一番言いたいのは，まず行動，この一言だろう。

　地域産業の現場を30年以上歩き回り，また，阪神・淡路大震災後の復興を支援した経験をも

つ著者は，東日本大発生後，直ちに，被災現場に足を運び，地域産業と中小企業の人々と対話

を重ねてきた。そのフィールド調査の結果について，被災地の地域産業の「未来」という観点

から，「東日本大震災と地域産業復興」という表題のシリーズで取り上げて，これまでに２巻を

発刊している。2011年12月に発刊された第１巻では，発災時から10月までの，地域産業の状況

を紹介している。続いて，10月以降の約11か月間の被災地の地域産業，中小企業の復興の事情

と課題について，2012年の８月に発刊された第2巻で紹介している。

　その後の，被災後１年半から２年半の間の地域産業と中小企業の目立つ取り組みを紹介する

ために，このたび，本書を発刊した。

　本書では，被災地の中から，津波被災の大きかった岩手県宮古市，山田町，大船渡市，陸前

高田市，宮城県気仙沼市，そして原発被災地である福島県楢葉町などの７市町の地域産業を取

り上げて，新たな事業に果敢に取り組もうとしている事業者との対話を通じて，「人と暮らしと仕事」の復旧・復興，さ

らには被災地から創出される新たな可能性を注視している。特に，震災後２年半，課題が山積する中で「希望」を見つ

め，年配者と若者が手を携え進む「まち」の姿に，世界にも例がないスピードで人口減少，高齢化に向かっている日本に

おいて「地域産業」の役割と意義を学びとることができると提唱している。著者は，「地域産業」の役割として次の３つ

を挙げている。１つは「地域に所得をもたらす」，２つは「地域に雇用の場を提供していく」，３つは「地域の人びとの生

活を支える」こととしている。すなわち，人は仕事をすることによって社会に参加し，自分の存在感を確認していくこと

ができると説く。

　本書は，被災地における個々の企業・業界の自立的な復興の取り組みに関する現場情報を提供しており，東日本大震災

から２年半後の産業復興の状況と課題や，日本の地域産業・中小企業の今後のあり方に関心を持った方にお勧めしたい一

冊である。

弘文堂

本体1,800円+税

新評論

本体3,800円＋税



86
・

87
・

勝田銀次郎市長と水害復興

近現代神戸市政史研究会

  はじめに

　勝田銀次郎（敬称略，以下同じ）は，大正

初期海運業界で山下亀三郎，内田信也ととも

に三大船成金として大活躍をした。そして，

1917年（大正６年）４月に神戸市会議員に当

選して以来，一時貴族院議員や衆議院議員も

併任しながら，市会に５期17年間（うち議長

２回５年間）籍を置いた後，1933年（昭和８

年）12月に第８代神戸市長に就任し２期８年

間務めた政治家であった。

　市制施行100年にあたる1989年（平成元年），

郷土史家荒尾親成が神戸史談会の新春例会で

「神戸市制百年・歴代市長の逸話－百年で13

人の市長さん－」の講演をしているが，歴代

市長の功績，事績によってニックネームをつ

けており，そこで「８代勝田銀次郎氏水害復

興とみなと祭市長」と名づけている（『神戸

史談特集神戸市政100年』265号）。1938年（昭

和13年），神戸を襲った「阪神大水害」によっ

て勝田の名は後世まで語り継がれている。

  大水害の発生

　六甲山系の土壌は風化し脆くなった花崗岩

質で豪雨によって土砂崩れを起こしやすい。

1938年（昭和13年）７月５日，六甲山南麓の

阪神地域一帯は３日から降り続いた梅雨末期

の集中豪雨によって山津波と大洪水に襲われ

た。神戸海洋気象台によると，３日10時から

５日10時までの降水量は六甲高山植物園で

616ｍｍに達したという。

　阪神大水害の説明で常に引用されるのは，

谷崎潤一郎の『細雪』である。谷崎は小説で

大洪水の凄まじい光景を見事に描写している

が，これは住吉川下流の反高林にある居宅「倚

松庵」での被災体験をもとに後年執筆したも

のであった。また，住吉川上流の住吉学園内

には流水で出た30トンの巨岩をのせて水位３

ｍにあわせた「流水の碑」（「禍福無門」と末

次内務大臣揮毫）が建立されている。

被害状況（神戸災害と戦災資料館データ）

人的被害　死者 616人

　　　　　負傷者 1,011人

家屋被害　倒壊流出埋没 4,477戸

　　　　　半壊 6,440戸

　　　　　床上浸水 22,940戸

　　　　　床下浸水 56,712戸

  当局の対応

　勝田市長は５日９時に市幹部を集め直ちに

警備本部を設置し，翌日には市民に「市長告

諭」を出して奮起と協力を要請した。甚大な

被害が明らかになるに及んで，12日に本庁と

電気局に臨時水害応急措置部を置いて罹災者

の救済と災害の復旧に全力をあげている。

　一方，14日には臨時神戸市会が開会され，

勝田市長は「一大災害克服ノタメ粉骨砕身復

興ニ邁進スル」（『神戸市会史』第３巻）と決

意を表明し，市会は災害応急措置費（410万円）

を即決している。

　阪神大水害の被災総額は，兵庫県の調査で

２億3,400万余円に達した。特に神戸市は全

市の72％を超える戸数や人口が被災し，その

被害総額は１億4,300万円を超え，財政規模

（13年度決算額7,250万円）の２倍にもなった。

そのため神戸市にとって喫緊の課題は，災害

復興費に多額の国庫補助を確保するとともに

復興工事の国直轄施行を要請することであっ

歴史コラム
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た。政府への陳情活動は熾烈を極め，「水害

直後の昭和13年７月20日の勝田市長の内務，

大蔵，文部，商工の各省に対する陳情に始ま

り，翌年３月の大蔵省の災害復興費の承認に

至るまで，およそ７カ月にわたって展開され

た」（『新修神戸市史』行政編Ⅰ）。就中最大

の難関は大蔵省で，兵庫県選出の国会議員や

兵庫県（関屋知事），神戸商工会議所ともス

クラムを組み強力な陳情を行なった。衆議院

議員で終戦時市長であった中井一夫は，「勝

田さんは市県各界の総決起を促し“神戸進軍”

の態勢で政府にぶつかった。主管の内相は木

戸侯，私はその内務参与官であった。復興費

を出ししぶる大蔵当局に内務当局が談判をす

る。勝田さんはその内務当局を激励するため

参与官室のイスで２晩徹夜をした」と語って

いる（神戸市史紀要『神戸の歴史』第７号）。

陳情活動の結果，大蔵省の最終内示では総額

6,783万円が認められ，高率・高額の国庫補

助と河川改修の国直轄工事への振替えなどで

大きな成果をあげた。

  神戸市復興委員会

　阪神大水害は戦前に神戸市が経験した最大

の災害であり，二度とこのような災禍に襲わ

れないためにも「神戸市百年の大計」を樹立

する必要があった。市当局は応急措置に全力

を注ぎながら，７月27日には復興に関する重

要事項を調査審議するため市長の諮問機関と

して神戸市復興委員会を設置した。会長は勝

田市長で，関屋知事，大阪鉄道局長など７人

を顧問とし，委員は神戸商大田崎学長など学

識経験者，国の出先機関の長，財界人（榎並

会頭ほか滝川，岡崎，川西，上西等），国・県・

市議等各界の有力者70人であった。

　復興委員会は８月16日に神戸商工会議所で

第１回の会議が開かれ，その後復興計画案に

ついて小委員会で検討を重ね，答申案を得て

９月21日の復興委員会で審議のうえ決定され

た。この「神戸市復興計画」は復興予算獲得

のため政府折衝に活用されるとともに，大水

害の復興事業が将来のまちづくりに整合性を

もって展開されていくことになる。

  おわりに

　水害直後の９月，内務省六甲砂防事業所（現

国土交通省六甲砂防事務所）が設置され，国

による治水・砂防事業が実施されることとなっ

た。同時に神戸市街地を流れる表六甲主要河

川の改修工事についても緊急措置として国が

直轄で施行することになった。また翌年６月

に内務省神戸土木出張所長として赴任してき

たのが原口忠次郎であった。原口は所管事務

として港湾整備のほか河川改修事業にもタッ

チしたのである。この縁があって終戦時市長

に就任した中井一夫は戦災で荒廃した神戸の

復興を原口に任せようと再登板を要請する。

ここに神戸市の戦災復興は，神戸市復興委員

会・勝田委員長，神戸市復興本部・中井本部

長，原口副本部長の体制が整った。阪神大水

害直後に樹立された「神戸市百年の大計」は

戦後の戦災復興基本計画の策定を経て，現在

の神戸市総合基本計画（マスタープラン）に

生かされている。

　「勝田は２期８年の任期を振り返り，阪神

大水害を協力一致で乗り切ったことを誇りを

もって語っている」（『神戸市長14人の決断』

神戸新聞社）。最後に，市内最大の被災地で，

天王谷川と石井川が合流し新湊川となる地点

にある雪御所公園には，「阪神大水害慰霊塔」

（勝田市長揮毫）が立ち，阪神大水害の惨状

を今に伝え鎮魂を祈っている。

勝田銀次郎市長「神戸市文書館架蔵」
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■ 国家戦略特区 　 　

■ 国民投票法 　 　

　平成26年４月25日，全国６地区を国家戦略特区として

定める政令が閣議決定された。神戸市は「京都府，大阪

府及び兵庫県」で構成される関西圏の一部として指定さ

れている。

　国家戦略特区は，日本経済の再生に向けた第三の矢と

しての成長戦略である「日本再興戦略－ JAPAN is 

BACK －」（平成25年６月閣議決定）において，大胆な

規制改革等を実行するための突破口として創設された。

　これまで特区制度が，地域の発意に基づくボトムアッ

プ型であったのに対し，今回の国家戦略特区は，国が自

ら主導し，日本経済の再生に資するプロジェクトを推進

するトップダウン型の制度である。したがって，規制緩

和の対象分野の選定段階から，最終的な特区のプロジェ

クト決定まで，国が主体的に行うこととしている。

　今回，指定された関西圏では「健康・医療分野におけ

る国際的イノベーション拠点の形成」及び「チャレンジ

ングな人材の集まるビジネス環境を整えた国際都市の形

成」という２つを目標に掲げている。

　神戸市では，国家戦略特区を活用し，再生医療の実用

化や医療機器の海外展開といった神戸医療産業都市にお

ける取り組みのほか，都心のまちづくりや国際ビジネス

環境の整備を行うこととしている。

　その中でも中核的なプロジェクトとなるのが「（仮称）

神戸アイセンター」である。現在，神戸医療産業都市で

は，iPS 細胞を用いた世界初の臨床研究として，網膜再

生の治療法の開発が進んでいる。こういった動きを加速

させ，迅速な再生医療の実用化をはかるため，基礎研究

から臨床応用，治療，リハビリまでをトータルで対応す

る拠点として同センターを整備することを目指している。

①研究所②医療機関（眼科）③細胞培養センター④リハ

ビリ施設という４種類の機能を持ち，医療機関の開設許

可にあたって，国家戦略特区の規制緩和メニューである

「病床規制の特例」を活用することとしている。この規

制緩和は，世界最高水準の高度な医療を提供する事業に

対し，従来の枠を超えた病床配分を可能とするもので，

今回の特区において初めて実現したものである。

　平成26年６月23日には特区ごとに設置される「国家戦

略特別区域会議」が関西において開催され，国・自治体・

民間の三者による協議がスタートしたところである。今

後，同会議において，早ければ夏には国家戦略特別区域

計画が作成されることとなる。また，国においては27年

度末までを「集中取組期間」として位置付けており，新

たな規制緩和の提案を積極的に受入れ，国家戦略特区の

規制緩和メニューを拡充することとしている。

　神戸市としては，特区プロジェクトをスピード感をもっ

て実行に移すとともに，新たな規制緩和を積極的に提案

し，神戸経済の活性化はもちろん，国の経済再生に貢献

していきたい。

　正式名称は「日本国憲法の改正手続きに関する法律」。

　日本国憲法第96条では憲法の改正について「各議院の

総議員の三分の二以上の賛成で，国会が，これを発議し，

国民に提案してその承認を経なければならない。この承

認には，特別の国民投票又は国会の定める選挙の際行は

れる投票において，その過半数の賛成を必要とする。」

と規定しているが，投票権者や投票方法に関する規定が

存在していなかった。そのため制定されたのがこの法律

で，2007年５月18日に公布されている。

　憲法改正の原案は，国会議員（衆議院100人以上，参

議院50人以上）の賛成により発議される（国会法第68条

の２）。原案は，両院それぞれにおいて憲法審査会の審

議を経て，憲法第96条が定める議決後，国民に提案され

る。

　国民への広報のために，各議院の議員の中から選任さ

れた同数の委員（各10人）で組織する国民投票広報協議

会が設けられる。また，「憲法改正案に対し賛成又は反

対の投票をし又はしないよう勧誘する行為」と定義され

ている国民投票運動は，原則として自由だが，中央選挙

管理会や選挙管理委員会の委員，職員，また公務員，教

育者などについて制限があるほか，投票に影響を与える

ような利益供与や利害関係を利用した誘導について罰則

がある。

　国民投票は，憲法改正の発議をした日から起算して60

日以後180日以内において，国会の議決した期日に行わ

れる。投票人名簿，在外投票人名簿は，市町村の選挙管

理委員会が調整する。投票は，憲法改正案ごとに一人一

票となる。

　開票は，原則として選挙の開票手続きと同様だが，国

民の意思をできるだけ汲み取るため，有効票・無効票の

判断について規定がある。中央選挙管理会は，開票結果

を受けて投票総数，賛成・反対それぞれの投票数が投票

総数の２分の１を超えているかいないかを官報で告示す

る。賛成が投票総数の２分の１を超えていれば，国民の

承認があったものとされ，内閣総理大臣が当該憲法改正

のための公布手続きをとらなくてはならない。

　今年６月13日に成立した国民投票法改正法では，国民

投票の期日現在で満18歳以上と規定されている投票権年

齢について，満18歳以上満20歳未満の者が，改正法施行

後４年内に法制上必要な措置が講じられることで国政選

挙に参加すること等ができるまでの間は，満20歳以上の

者が投票権を有するという経過措置や，公務員の政治的

行為の制限に関する特例などが規定されている。

潮　　流
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■ コンパクト都市法（改正都市再生特別措置法） 　 　

■ 改正復興特区法 　 　

　街の中心に都市機能を集めるコンパクトシティの実現

を目指す改正都市再生特別措置法（コンパクト都市法）

が平成26年５月14日に成立した。

　コンパクトシティとは，都市中心部に様々な都市機能

を集めることによって，相乗的な経済交流活動を活発化

させ，持続可能な暮らしやすい街をつくっていこうとす

る考え方である。地方都市の急激な人口減と大都市の高

齢者の急増により，サービスの提供が将来困難となるお

それがあることや，医療・福祉の需要が急増する可能性

から，このようなコンパクトなまちづくりを目指すこと

を改正法の目的としている。

　市街地の未利用土地を積極的に活用していくことによ

り，郊外への開発拡大を抑制し，農地や緑地の保全を図

る。また商業・業務機能に偏った市街地中心部に居住空

間を整備して，都心居住を進める。これにより職場と自

宅が近くなり通勤時等の渋滞緩和が図れるとともに，高

齢者など自家用車を利用できない人々も，商店街や病院，

役所などに歩いて行けるようになる。

　この改正により，市町村は，住宅及び医療施設，福祉

施設，商業施設その他の居住に関連する施設の立地の適

正化に関する計画「立地適正化計画」を作成することが

できる。また，福祉・医療や商業など生活サービス機能

を配置する区域「都市機能誘導区域」と，居住を促す区

域「居住誘導区域」を計画に定める。「都市機能誘導区域」

では，区域内の施設について容積率・用途の制限を緩和

する特定用途誘導地区を都市計画に定められるほか，施

設を整備する民間事業者は，民間都市開発推進機構の出

資等といった支援を受けることができる。「居住誘導区域」

については，一定規模以上の住宅整備事業を行う者は，

都市計画の提案ができる。

　コンパクトシティという言葉は，日本で生まれた言葉

ではなく，地球環境問題を背景とし，環境にやさしい都

市の構造として，ヨーロッパで議論されてきた言葉であ

る。神戸市においても，阪神・淡路大震災の教訓を踏ま

えて，平成９年頃からコンパクトシティが注目された。

更には国土交通省も，コンパクトシティを目指すべく政

策転換を決め，平成18年に改正まちづくり三法（都市計

画法，大規模店舗立地法，中心市街地活性化法）が制定

された。

　コンパクトシティ化の推進における課題として，郊外

から中心市街地へ住宅地を移転することを促すときの旧

住居の扱いや，コンパクトシティ化のための公共事業の

増大の可能性などが指摘されている。

　東日本大震災における復興事業用地の取得に関し，東

日本大震災復興特別区域法の一部を改正する法律案が４

月23日，参議院本会議で可決され，成立した。被災地で

は，地権者や相続人が不明で土地調書の作成が難航して

いるケースが相次いでいることから，災害公営住宅用の

土地取得に時間がかかることや，高台移転事業に遅れが

もたらされていると指摘されてきた。復興を加速化する

ために，用地取得を迅速に進められることが求められて

いた。

　改正法の柱は，用地確保事業の対象拡大と手続きの簡

素化である。用地確保事業の対象拡大では，高台移転に

伴う住宅整備時に土地収用法が適用できる対象について

も，これまでの50戸以上から５戸以上に緩和される。こ

れにより，小規模な集団住宅の建設も可能になる。

　手続きの簡素化では，権利関係の調書が完成していな

い段階でも事業を実施する国や自治体が，県の収用委員

会に裁決を申請できる。これに伴い，収用委員会の手続

きと調書作成を並行して進めることが可能となる。改正

法の具体的な活用法をまとめたガイドラインによると，

特殊事例について，県や市町村が収用委員会に収用手続

きを申請する際，登記簿や戸籍・住民票にあたるなど「合

理的と考えられる範囲」で所有者を特定しようと努力す

れば，調査結果をまとめた書類を添付したうえ，「土地

所有者不明」として手続きを進めることができる，とし

ている。所有者が不明の場合，県や市町村は所有者が受

け取るはずだった補償金を法務局に供託する。

　この法律の活用によって，土地収用事業の認定手続き

にかかる期間を現在の３か月から２か月以内に短くする

といわれ，自治体側は，法律の成立を歓迎している。た

だし，多数の地権者を抱える用地交渉の煩雑さは解消さ

れないなど課題が残り，更なる運用改善を求める声も出

ている。今後は，改正法に基づいた制度の速やかな運用

が本格復興の鍵を握ることになる。
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■ 過労死防止法 　 　

■ 消滅可能性自治体（日本創成会議提言） 　 　

　過労死の防止を「国の責務」と初めて明記した過労死

防止法が，超党派の議員連盟の議員立法として国会に提

出され，今国会で成立する見通しとなった。過労死で家

族を亡くした遺族らの切実な声を受け，100を超える地

方議会において法律策定の意見書が採択されたことも，

法制化を促す大きな力になった。

　過労死は，長時間労働やパワーハラスメントなど仕事

による過労やストレスによって引き起こされる脳や心臓

疾患などが原因とされる。また，うつ病などの精神疾患

で自殺するケースは過労自殺と言われる。今回の法律で

は，「業務における過重な負荷による脳・心臓疾患や精

神障害を原因とする死亡や自殺」と定義された。

　国が過労死防止のために実施する対策として，①過労

死の実態の調査研究，②国民の関心と理解を深めるため

の啓発，③産業医への研修など相談体制の整備，④民間

団体の活動支援の４つが定められた。「勤労感謝の日」

を含む毎年11月を過労死防止の啓発月間とし，地方自治

体や事業主をはじめ広く国民に関心をもってもらうこと

とした。

　対策の柱となる過労死の調査研究では，労災認定され

たケースだけでなく，業務に関連し死亡した事案を幅広

く対象とした。労災認定されなかったり，そもそも申請

に至らなかったりと，過労死が疑われる事例でも詳細が

明らかにならないことが多いためである。今後，調査研

究を通じて我が国の過重労働の実態が明らかになること

が期待される。

　また，国に過労死防止対策の大綱作成を義務付けると

ともに，過労死遺族や労使代表をメンバーとした国の諮

問機関として「防止対策推進協議会」を厚生労働省内に

設けることとした。さらに，調査研究の結果や対策の実

施状況を毎年国会へ提出することを義務化するとともに，

法施行後３年をめどに法律内容を見直すとしている。

　脳や心臓疾患による死亡で国が2012年度に労災認定し

た人は全国で123人で，過労自殺は未遂も含めて全国で

93人と過去最多となった。いずれも実態はよく分からず，

こうした数字は「氷山の一角」と言われている。今後，

さまざまな角度から実態を検証するとともに，過労死防

止の対策づくりに活かす必要がある。

　過労死防止法は，長時間労働などの働き方への規制や，

違反者への罰則を定めているわけではない。国や企業は

法律が策定された意義を重く受け止め，過労死防止に向

けた対策に取り組んでいくことが求められている。

　民間の有識者らでつくる「日本創成会議・人口減少問

題検討分科会」（座長・増田寛也元総務相）は５月８日，

2040年には本市の須磨区を含む896市区町村で20歳～39

歳の女性が５割以上減り，人口減の加速によって現在の

教育・福祉など幅広い行政サービスの維持が難しくなり，

将来，消滅可能性があるという独自の試算及び提言を発

表した。

　同分科会の試算では，国立社会保障・人口問題研究所

（以下「社人研」）が平成25年３月に公表した人口推計を

基に分析しているが，社人研の推計では，地方から大都

市圏への人口移動が将来的に落ち着くことを前提として

いるのに対して，同分科会は，今後も人口移動が収束し

ないと仮定し，2040年時点での日本の人口を市区町村別

に試算している。また，20政令市のうち，本市を含む12

市は区ごとに，それ以外の８市は市全体で推計し，東日

本大震災の影響が大きい福島県は県単位の推計となって

いる。

　その結果，対象とした800自治体のうち，半数の896市

区町村で，子供を産む中心世代である20歳～39歳の女性

人口が2010年と比べて半分以下に減り，このうち人口

１万人未満は523市区町村となった。総人口が減る中で，

とりわけ若年女性の人口が激減する自治体では，出生率

を引き上げても，女性の流出によるマイナス効果が上回

り，急激な人口減少が起きるとしている。

　あわせて同提言では，全国が「限界自治体化」する危

機を回避するため以下のような方針も示している。①少

子化対策は，早ければ早いほど効果がある，②出生率は

政策によって改善は可能で，国際的にみて不十分な我が

国の少子化対策を改善させれば効果が期待できる，③出

生率を向上させるためには，「子育て支援」だけでなく，

「結婚・出産の早期化」「多子世帯の支援」「人の流れを

変えること」など総合的な対策が必要である，④都市部

も地方があってこそ持続的に発展できる，⑤海外移民は

現実的な政策ではなく，出生率を改善することこそが人

口減少に歯止めをかける道である。

　以上の分科会の試算等も踏まえ，神戸市では，市の将

来人口の変化を分析し，まちづくりの在り方などを検討

する「今後の神戸市の人口動態に関する有識者会議」を

設置し，今後，議論していく。
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■ 富岡製糸場が世界遺産に登録 　 　

■ ４Ｄ技術 　 　

　世界遺産の登録への可否を審査する諮問機関である

ICOMOS（イコモス，国際記念物遺産会議，本拠地は

パリ）は，政府が推薦している「富岡製糸場と絹産業遺

産群」について，「登録」「情報照会」「登録延期」「不登

録」の４段階のうち，世界文化遺産としての「登録」を

勧告した。本稿執筆の６月17日時点では，６月15日から

25日の間に，カタールのドーハで開かれている世界遺産

委員会で登録が決まる見通しである。

　登録が決まれば，2013年に世界遺産一覧表に記載され

た「富士山－信仰の対象と芸術の源泉」に次いで国内で

18件目の世界遺産となる。

　「富岡製糸場と絹産業遺産群」は，富岡製糸場（群馬

県富岡市），田島弥平旧宅（同伊勢崎市），高山社跡（同

藤岡市），荒船風穴（同下仁田町）が対象であり，海外

から導入した技術を高度化し，世界の絹産業の発展につ

なげる舞台となったとして，世界文化遺産への登録を目

指していた。近代以降に建造された産業施設では，国内

から初めて登録されることになる。

　富岡製糸場は，1872年に明治政府が設立した官営の製

糸場で，国内の養蚕・製糸業を世界トップレベルに引き

上げた。和洋技術を混交して建てられた木骨レンガ造の

繭倉庫や繰糸場などがほぼ完全に残っている。

　田島弥平旧宅は，通風を重視した蚕の飼育法「清涼育」

を大成した田島弥平が1863年に建てた主屋兼蚕室であり，

瓦屋根に換気設備を取り付けた構造は，近代養蚕農家の

原型になっている。

　高山社跡は，養蚕教育機関であり，通風と温度管理を

調和させた「清温育」という蚕の飼育法の技術を全国及

び海外に広め，「清温育」は日本の標準養蚕法になって

いる。

　荒船風穴は，岩の隙間から吹き出す冷風を利用した国

内最大規模の蚕の卵の貯蔵施設である。この冷蔵技術を

活かし，当時年１回だった養蚕を複数回可能にし，繭の

増産に貢献した。

　ICOMOS は，富岡製糸場について「養蚕と日本の生

糸産業の革新に決定的な役割を果たし，日本が近代工業

化世界に仲間入りする鍵となった」と指摘し，資産の保

護措置も「適切に実施されている」と判断を示した。

　文化庁はこの勧告について，「日本が近代工業化世界

に仲間入りするきっかけとなった遺産として高く評価さ

れた。パーフェクトな内容だ」と述べている。

　４Ｄ技術とは，現在の時空間などの３次元の次元定義

に対し，従来のものとは異なる新しい次元定義を行った

技術を指す。 現在では，デジタルコンテンツの中で，

デジタル以外のリアルな要素（臭い，振動など）を取り

入れた作品を提示する際に用いられることが多い。

　４Ｄ技術の内容として，空間的次元では１次元が点，

２次元が平面，３次元が空間で，４次元は空間以外の新

しい次元定義を指す。また，五感的次元では１次元が視

覚，２次元が聴覚，３次元が触覚，４次元が嗅覚を指す

など，４Ｄ技術の定義は分野ごとに様々あって定まって

いない。

　４Ｄ技術は映画館でも応用されており，映像に合わせ

て座席が振動したり，風や霧が出たりする体感型の映像

を楽しむことができる４Ｄ映画館も実用化されている。

　また，４Ｄ技術はプリンティング（印刷）の分野でも

応用されている。ＣＡＤ（コンピュータによる設計）デー

タ等から３次元の模型を手軽に作る装置である３Ｄプリ

ンターは，製造業を中心に建築・医療・教育・先端研究

など幅広い分野で普及しており，近年では低価格化に伴

い民生品も市販されるようになった。

　しかし，３Ｄプリンターからさらに進んだ４Ｄプリン

ティングという実験段階の新たなプリンティング技術で

は，３Ｄプリンターによって作られたものが，形や性質

を変えたり，自立的に組み上がったりするものを作りだ

すことができると言われている。４Ｄプリンティングは，

３Ｄプリントの３つの空間的次元である「幅」「奥行」「高

さ」に加えて，「時間」の次元を加えたものである。

　この技術は，米マサチューセッツ工科大学の研究者が

考案・提唱したもので，2013年２月，カリフォルニア州

ロングビーチで開催されたカンファレンスで，３Ｄプリ

ンターで作ったひも状の試作物を水につけると，水中で

自動的に変形するデモ映像が披露され，３Ｄプリンター

で作る立体物の新たな将来の可能性が示された。

　４Ｄプリンティングでは，「動き」に関する情報を素材・

材料が保持しており，環境に応じて変形することを記憶

した複数の素材・材料を組み合わせて立体物として成形

する。それが温度や水分，振動，光などの変化に応じて

変形する仕組みである。

　４Ｄプリンティングが実用化されれば，自動的に組み

上がる家具やポケットに入る自転車など夢のような製品

が登場する可能性もある。今後の研究の進展に期待した

い技術の一つである。
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■ 日豪ＥＰＡ協定合意 　 　

■ ハーグ条約 　 　

　2014年４月７日に，安倍首相は，来日したオーストラ

リアのアポット首相と会談し，2007年以来７年越しの懸

案だった，日本とオーストラリア間との経済連携協定（Ｅ

ＰＡ）を結ぶ交渉が大筋合意した。なお，ＥＰＡは，

Economic Partnership Agreement の略で，複数の国

や地域の間でモノだけでなく，ヒトやサービスの移動を

自由にすることで経済関係を強める協定である。関税の

撤廃・引き下げや外資規制の緩和を目指す自主貿易協定

（ＦＴＡ）よりも広い分野で協力するものである。これ

までも，日本は2002年のシンガポールとの締結を初めと

して，フィリピンやタイなどのアジアを中心に13か国・

地域と締結してきた。ただし，農産物関税を守ることを

最優先し，自動車などの工業品で相手国の関税は残って

しまっていた。

　日豪ＥＰＡ協定の大筋の合意内容は，最大の焦点となっ

ていた豪州産牛肉の関税引き下げについて，日本が課す

関税（現行38.5％）を段階的に削減し，店頭に並ぶ冷蔵

牛肉については協定発効後15年目に23.5％に，外食・加

工用の冷凍牛肉は18年目に19.5％にそれぞれ下げるもの

である。このように，日本が牛肉関税を下げる代わりに，

豪州は日本製自動車に対する関税（同５％）を３年で撤

廃することや，中小型車への関税は協定発効日に即時撤

廃するものである。その一方で，日本国内の農家を保護

するために，輸入量が急増した場合に関税率を38.5％に

戻す緊急輸入制限措置（セーフガード）を設けることや，

コメの関税は引き下げ・撤廃の対象から除外されること

となっている。

　今回の日豪ＥＰＡの大筋合意について，「牛肉関税の

引き下げと引き換えに自動車で譲歩を引き出したのは成

果だ」と評価されている。その一方で，日本から豪州へ

の自動車の輸出台数は，最大市場の米国の５分の１に過

ぎず，５％の関税が撤廃されても，日本全体として大き

な伸びは見込めないという，大筋合意の直接的な効果は

限定的だという意見も出されている。

　また，このたび，安倍首相の強い意向によって，日豪

ＥＰＡが大筋合意に至った背景には，日米などが参加す

る環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）交渉へ影響を与える

ためであるとみられている。すなわち，豪産牛肉の関税

が「撤廃」ではなく，「引き下げ」で決着したことは，

ＴＰＰ交渉で，重要農産物の関税撤廃を求めている米国

へのけん制材料になると，日本政府はみている。

　今後，両政府は協定の条文確定作業などを進め，14年

夏の調停を目指し，協定は早ければ15年にも発行する見

通しである。また，日本政府は，国内畜産農家への支援

策を早急に検討する。

　世界的に人の移動や国際結婚が増加したことで，1970

年代頃から一方の親による子の連れ去りや監護権をめぐ

る国際裁判管轄の問題を解決する必要性がある指摘され

るようになった。そこで，国際私法の統一を目的とする

ハーグ国際私法会議（HCCH）は，1976年にこの問題に

ついて検討することを決定し，1980年10月25日に「国際

的な子の奪取の民事上の側面に関する条約」（ハーグ条

約※）を作成した。92か国で締結されている（今年５月

現在）。

　条約では，生活基盤や言語を含む文化環境の急変，一

方の親，親族等との交流の断絶など子の連れ去りによる

有害な影響から子を守るため，元の居住国に迅速に子を

返還することを原則とし，そのための国際協力の仕組み

や国境を越えた親子の面会交流の実現のための協力につ

いて定めている。

　連れ去りの事件があった場合，子を連れ去られた親は，

自国の中央当局（ハーグ条約により課される義務を履行

する政府内の機関）や連れ去られた先の国の中央当局を

含む締結国の中央当局に対し，子の返還に関する援助の

申請，子との面会交流に関する援助の申請を行うことが

できる。

　子が現に所在する国の中央当局は，申請書類の審査後，

子の所在を特定したうえで，返還と面会交流の機会を確

保するためのあっせん等の支援を行う。

　中央当局のあっせんが奏功しない場合は裁判所が判断

し，子の返還決定が下されれば，中央当局は，子を返還

するための支援を行う。

　なお，子が16歳に達すると，この条約は適用されない。

　日本では，2013年５月22日に条約締結が国会で承認さ

れ，同年６月19日に条約を実施するための「国際的な子

の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関する法律」

（ハーグ条約実施法）が公布された。この法律では，日

本における中央当局を外務大臣と定めたほか，日本から

の子の返還を実現するための援助（外国返還援助）や日

本への子の返還を実現するための援助（日本国返還援助）

の申請方法や情報の取り扱い，また，管轄裁判所を東京

家庭裁判所と大阪家庭裁判所に集中させるといった裁判

上の手続きなどについて定めている。

　条約は今年４月１日から発効し，法律も同日で施行さ

れた。

※ HCCH が作成した30以上の国際私法条約の総称を

「ハーグ条約」と呼ぶこともある。
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■ エクサスケール・スーパーコンピュータ 　 　

■ 震災20年継承・発信事業 　 　

　エクサスケール・スーパーコンピュータ（エクサ・ス

パコン）は，理化学研究所計算科学研究機構のスーパー

コンピュータ「京」の100倍（１秒間に1018回）の演算

性能を有する次世代スーパーコンピュータを指す。

　スパコンは，科学技術の発展，産業走力の強化，安全

安心の国づくりに不可欠な国家の基幹技術であり，米国，

EU，中国をはじめ国際的に開発・整備・導入が活発化

している。

　有識者による「今後の HPCI（ハイパフォーマンスコ

ンピューティングインフラストラクチャー）計画推進の

あり方に関する検討ワーキンググループ」の中間報告

（2013年６月）では，「スパコンは科学技術振興，産業競

争力の強化，安全・安心の国づくりに不可欠な基盤」で

あり，計算科学技術の発展に貢献が期待されるポスト「京」

であるエクサ・スパコンを，フラッグシップ（旗艦）シ

ステムとして2020年頃までに整備・運用する必要性が盛

り込まれている。

　文部科学省は，2013年11月，エクサ・スパコンの開発

主体を理化学研究所に決定し，ハードウェアの基本設計

やアプリケーション開発費用として12億円を2014年度予

算に計上した。なお，エクサ・スパコンの設置場所は，

神戸ポートアイランドの計算科学研究機構内と発表され

た（2014年３月）。

　総事業費は，約1,400億円（うち国費分約1,100億円，

民間分約300億円）としており，2017年度までに詳細設

計を進め，2018年度から2019年度にかけて製造（量産），

設置・調整を行い，2020年度に運用開始する予定である。

　産業界がスパコンを利用するメリットは，理論・実験

に続く「第３の科学」としてのシミュレーションにより，

効率的な設計開発や新産業の創出が期待されることにあ

る。一例として，長寿命のタイヤ開発や創薬における蛋

白質の解析など，多くの分野で「京」による新たな成果

が出ている。年々活発化している産業界のスパコン活用

の動きを受けて，2014年４月からは「京」の産業利用枠

が５％から８％へと拡大された。

　エクサ・スパコンでは，「京」ではできなかったより

精緻なシミュレーションや複雑な計算が，より大規模か

つ短時間でできるようになるため，科学技術分野のブレー

クスルーだけでなく，災害と経済，人の行動と交通など，

複雑な社会現象をシステム全体として理解し分析するこ

とが期待されている。

　今後，神戸市内にエクサ・スパコンが設置されること

により，スーパーコンピューティングの研究開発拠点

（COE）形成の一層の推進や，企業の国際競争力の強化，

関連機関・企業の更なる誘致につながると期待されてい

る。

　神戸市では，阪神・淡路大震災の未経験者の割合が４

割を超えるなど震災への市民の意識の低下が危惧されて

いる。

　来年１月17日に震災から20年の節目を迎えるのを機に，

震災の記憶の風化を防止し，経験や教訓を継承し，安全・

安心なまちづくりを推進する。また，震災時に世界から

支援を受けた都市として，被災地の復興やコミュニティ

再生等に「貢献する都市としての神戸」の意識を多くの

市民と共有し，醸成していくための活動を展開し，広く

発信していくために，市民とともに震災20年継承・発信

事業を展開していく。

　神戸市　震災20年継承・発信事業では，以下の２つの

コンセプトを踏まえ事業を展開していく。

　１つ目のコンセプトは『震災の経験や教訓の継承と発

信』で，市民が相互に励まし合って神戸のまちを再生さ

せた経験や教訓を次世代に継承するとともに，その成果

を広く発信していく。

　２つ目のコンセプトは，『「貢献する都市としての神戸」

の意識の醸成と定着，活動の展開』とした。南海トラフ

巨大地震や異常気象等による自然災害への危惧が高まる

中で，震災時に世界から支援を受け，市民，事業者，

NPO，行政など多様な主体が協働してまちを再生させ

た経験を災害の復興やコミュニティ再生等に活かしてい

く「貢献する都市としての神戸」の意識醸成と発信の取

組みを展開していく。また，東日本大震災等の被災地へ

の支援を継続していく。

　事業展開として，実施期間は一部事業を除いて，震災

20年目を迎える平成26年度としている。方針として，多

くの市民，NPO，事業者等が参画し，震災の経験や教

訓等をどのように継承・発信していくのかを共に考える

事業展開とし，震災21年以降にも事業の成果が引き継が

れていくことを目指す。

　課題として，対外的な周知の方法が未だに弱いので，

更に周知していくための対策を実施する必要がある。ま

た，本事業では，震災21年目以降にも事業の成果が引き

継がれていくことを目指している。震災を知らない世代

が，本事業で震災について学習しても，以降震災を知ら

ない世代は増えていく一方である。来年度以降もどのよ

うに事業展開し，震災の記憶の継承を行っていくのかが

課題といえる。
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１．趣旨

　市民ニーズの複雑化・多様化，地方分権の進展や深刻な財政状況など自治体を取り巻く状況が変化する

中で，施策の企画・立案にあたっても従来の方法だけでなく，職員の経験に根ざした実践的かつ柔軟な発

想を活かしていく必要性が高まっている。

　そのため神戸市では，平成16年度に「チャレンジ研究員」制度を新たに創設し，研究員を広く職員から

公募して，現在の職務内容に限定されずに新たな市施策を実施していくうえで，具体化に向けた取り組み

等を調査・研究してもらい，その成果を今後の市施策への反映することを目指している。

　神戸都市問題研究所では，神戸市より委託を受け，チャレンジ研究員の調査研究活動の支援を行った。

２．研究員・研究テーマ

氏　　名 所　　属 テーマ

松 下 麻 理
市民参画推進局参画推進部広報課
広報専門官兼担当課長

神戸市の戦略的広報
～神戸が取り組む「シティプロモーション」とは～

東 野 陽 子
企画調整局医療産業都市推進本部
推進課医療産業都市担当係長

堀 江 大 悟
市民参画推進局広報課
広報企画担当係長

中　西　理 香 子
産業振興局観光コンベンション部
観光コンベンション課長 官民協働による観光まちづくりの推進に向けた神戸

ＤＭＯの構築について
多 名 部　重　則

産業振興局経済部経済企画課
調整係長

山 地 健 二
建設局下水道河川部
計画課長

革新的膜工学を活用した水処理システムの構築に向け
て

香 川 昌 広
建設局下水道河川部計画課
水インフラ支援担当係長

児　玉　か ん な
建設局下水道河川部計画課
処理技術担当係長

高 木 亮 祐
水道局経営企画部経営計画課
水インフラ支援担当係長

※所属は平成25年６月１日現在

平成25年度　神戸市チャレンジ研究員研究報告書
（概要）

平成26年３月

（公財）神戸都市問題研究所
［問い合わせ先：TEL　078-252-0984］

行政資料
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３．研究報告

神戸市の戦略的広報

市民参画推進局参画推進部広報課　松　下　麻　理

堀　江　大　悟

企画調整局医療産業都市推進本部推進課　東　野　陽　子

【関係局室区】全局区室

１．はじめに

　「これからの都市間競争を勝ち抜くためには都市の魅力を発信するシティプロモーションが不可欠」，

「「くまモン」のような費用対効果の高い広報を行うべき」，「神戸市においても戦略的広報を実施すべき」，

などの声を聞く機会が増えている。実際，ある調査によれば，主要全国紙においても直近５年間で「シティ

プロモーション」という語句が１年間に登場した回数は７倍程度に増加している。

　他方，戦略的広報やシティプロモーションとは何をする事なのかについては，自治体によっても解釈が

多様であり，様々な手法がとられている状態である。

　今回の研究では，各地の取り組みを分析し，また広報（＝ＰＲ）の分野での著名な学識経験者へのヒア

リングも行い，それぞれの関係を整理した上で，神戸の新たな広報やシティプロモーションの可能性につ

いて提示したい。

２．事例・学説の研究

⑴　各地のシティプロモーション事例

表１　調査した自治体（Amsterdam は間接調査のみ実施）

自治体名 シンボル キャンペーン名 タイプ

熊本県  
くまもとサプライズ
（くまモン）

目的達成→理念型

香川県  
うどん県。それだけじゃ
ない香川県。

目的達成型

札幌市  
サッポロスマイル
笑顔になれる街

理念型

Amsterdam  アイ アムステルダム 理念型？

１）熊本県「くまもとサプライズ」

　①ヒアリングを実施した人・団体

　熊本県大阪事務所長　本坂道（もとさか　ただし）氏，㈱アーテル　阿部順子氏　（元「くまモン」

プロモート事業者）

　②取り組みの概要

　　ⅰ）事業内容

　九州新幹線の全線開通に合わせ，「熊本県の人びとが，自分たちの周りにある「サプライズ＝ハッ

ピーなびっくり」を再発見し，全国へ広め，熊本をさらに活気とハッピーがあふれる街へと成長さ

せていくプロジェクト（くまもとサプライズ）」を実施，キャラクターとして「くまモン」を活用。



96
・

97
・

　くまモンの活用法は当初から固まっていた訳では無く，ＰＲ受託事業者がその場毎にアイデアを

出し，社会の反応に柔軟に対応しながら成功を積み重ねてきた事が知名度の劇的な向上に貢献。

　くまモンの著作権については，県の審査を経ることで無料で使用許諾。県産品である事など要件

は低く，多くの商品が世に出て，県産品の振興にも大いに貢献している。（経済効果は少なくとも約

300億円）

　　ⅱ）特徴及び成功した要因

・熊本県天草市出身の放送作家小山薫堂氏が参画。企画全般をプロデュース。知事が先頭に立ち戦

略的にプロモーションを実施。

・ＳＮＳをフル活用し話題を拡散，段階に応じマスメディアへも展開するなどの計画的なメディア

戦略。

・キャラクターの利用料を一定の条件で無料にする「楽市楽座」政策。

　　ⅲ）課題

　　　・キャラクターの陳腐化への対応。

２）香川県「うどん県。それだけじゃない香川県。」

　①ヒアリングを実施した人・団体

　香川県観光交流局観光振興課課長補佐　小坂吉邦氏，香川県政策部県産品振興課　藤本圭一氏，㈱

ＴＭオフィス代表取締役　殿村美樹氏　（元「うどん県」ＰＲ事業者）

　②取り組みの概要

　　ⅰ）事業内容

　佐賀県と知名度最下位を争っていた香川県。平成23年度に就任した知事の強い意志で首都圏への

広報を徹底しキャンペーンを実施（当該年度の予算額7,000万円）。

　県産品振興のため当初制作した動画はあまり注目されることもなかったが，ＰＲ会社のアイデア

を採用した「県の名前を変更する会見」という話題づくりと，カリスマブロガ―によるＳＮＳでの

拡散という手法の活用が大成功。

　同時に首都交通機関の車内動画や首都圏での継続的話題づくりなど幅広く展開。

　　ⅱ）特徴及び成功した要因

・さぬきうどんの知名度と意外性のある動画の組み合わせによる質の高いＰＲプロモーション。

・首都圏をターゲットにするにあたり首都圏からの情報発信を徹底した点。

　　ⅲ）課題

　　　・「それだけじゃない香川県」の部分のこれからの浸透キャンペーン。

３）札幌市「サッポロスマイル　笑顔になれる街」

　①ヒアリングを実施した人・団体

　札幌市市長政策室プロジェクト担当課長　加茂貴裕氏，札幌市観光文化局観光企画課長　北川憲司

氏，札幌市環境局環境計画課計画係長　布目博子氏，㈱ドーコンモビリティデザイン取締役　澤充隆

氏（SAPP‿RO 事業者），札幌大通まちづくり㈱取締役統括部長　服部彰治氏（SAPP‿RO 事業者），

札幌全日空ホテルマーケティングマネージャー　長澤肇敬氏（SAPP‿RO 事業者），牧野絵里氏　

（SAPP‿RO　フェイスブック発信業務受託者）

　②取り組みの概要

　　ⅰ）事業内容

　新しい時代に向けたシティプロモートを「都市の輝きをつくりだす」ものと定義。役割を「事業

や人を生みだす」「自らが誇りをもつ」「世界とつながる」ためのものとした。従来のプロモートを

「都市の経済を成長させる」として区別。

　市の事業も多様でターゲットも渾然一体の中，シビックプライドの醸成と，市民が自覚して来訪

者をおもてなしする，この両輪をまわせるようなプロモーションを計画。実際に街で活躍している

事業者を中心に会議を設置し，行政とプロモート戦略を策定。

　シティプロモートの趣旨に合致する事業をしている団体にロゴマークを提供し露出を増やすこと
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で，趣旨の理解とともに「SAPPORO SMILE」を発信している。

　　ⅱ）特徴及び成功した要因

・これからの社会の変化を踏まえた札幌の新たな理想像を，市民の思いを集約した形で創出。

・趣旨に賛同する市民・事業者が「自分ごと」としてプロモーションに参画するスタイルであり，

参画している事業者が趣旨に賛同しプロモーションに誇りを感じている点。

・結果，市の施策にとどまらず，市民の間での化学反応がおきるなど，市民による活動への広がり

が始まっており，息の長い，着実に地域に根差したプロモーションとなっていく可能性がある。

　　ⅲ）課題

　　　・今の手法では内外への浸透が遅いため，趣旨及びロゴの浸透に関する戦略が必要。

⑵　学識経験者の意見

　ヒアリングを行った学識経験者

辻　幸恵教授（神戸国際大学経済学部都市環境・観光学科），北村　倫夫教授（北海道大学大学院メ

ディア･コミュニケーション研究院，野村総研上席研究員），河井　俊仁教授（東海大学文学部広報メ

ディア学科）

１）これからの都市経営にはシティプロモーションは重要かつ有効である。

・都市も魅力を磨くことにより差別化され，それがブランドになっていく。（辻教授）

・自治体の政策やサービスへの理解や需要を拡大，創造するためには，「政策をマーケティングする」と

いう視点からの効果的な広報コミュニケーションが欠かせず，その実現にはプロモーションの視点が

重要である。（北村教授）

・これからの地域づくりにあたり，地域の魅力を地域内外に訴求し，地域に住む人々の関心と愛情を確

保すること。シビックプライドを築くシティプロモーションは非常に効果的である。（河井教授）

２）シティプロモーションを行う上での留意点について

・トップの姿勢も含め本気度が問われる。（北村教授）

・都市の色々な魅力をコーディネートできる目利きが必要。（辻教授）

・「とりあえず」ではだめ。目的ごとに「認知獲得」から「行動変容」に至るプロセスをきちんと管理で

きる体制やスキルが必要。市民にどのような意見があるのか，「傾聴」をまずしっかりしないと活動が

根付かない。（河井教授）

３）神戸でシティプロモーションをするなら

・京都と違い，神戸は新しいものでも勝負できる。未来を感じさせるイメージ付けを。（辻教授）

・今の神戸はイメージが伝わりにくい状態。取り組むなら自虐では無く強みを打ち出すべき。震災以降

の様々な取り組みや集積からサイエンスシティという打ち出しも良い。（北村教授）

・神戸がどんなところか実は理解されていないのでは。「知的な力をもつ街」のような，神戸の強みをつ

なげるメッセージが必要。それが市民の誇りにもつながっていく。（河井教授）

３．神戸の現状と神戸にふさわしいシティプロモーションの考察

⑴　現在の体制，広報の実施方法

１）体制及び実施方法

　①　体制

　現在，神戸市においては，事業の内容や規模を考慮し，必要に応じ「○○ビューロー」「○○本部」等

の局横断組織を，場合により市長をトップとして結成している。さらに，観光では「神戸国際観光コン

ベンション協会」，医療産業都市推進本部では「先端医療振興財団」など，各種団体，民間事業者と連携

を行っており，広報もそれぞれ連携のもと，計画・調整・実施されている。

　②　広報の行い方

　広報の企画運営は各事業部局が実施しており，媒体として，市広報課が所管する各種メディアを活用

しているほか，ポスターやパンフレットなどの広報印刷物などを制作，活用し事業効果を高めていると
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ころである。市広報課では，各課からの依頼，相談に応じ，広報課内での情報共有を行い，ターゲット

や目的に応じ，市広報課，フェイスブックなど様々なメディアを活用して発信を行っている。

⑵　神戸にシティプロモーションは必要か

１）現在の広報の検証

　例えば昨年度の神戸への観光客は過去最高となるなど，市の主要な施策である医療産業都市，観光，

企業誘致など，それぞれの事業における広報は一定の効果を発揮していると思われる。

　にも関わらず，冒頭で記載したような意見が出ているという点において，市の施策や事業の理解のさ

れ方，つまり広報の方法，ターゲットへの伝え方，伝わり方について問題があると考えられる。

２）課題

　北村教授の指摘では，一例として挙げた医療産業都市の場合，「神戸医療産業都市」と検索エンジンで

検索すると，最初に出てくるのは企業誘致のページであり，神戸の医療産業都市を知りたい人に応える

構成になっていない，とのことであった。せっかくの神戸の素晴らしい「取り組み」の部分が広く世の

中に伝わらず，世界の後発組がこういった所に力を入れた場合容易に逆転を許す事になることが危惧さ

れる。観光も同様であり，観光に関しての公式な情報を得たい人にすれば，市の HP にも観光情報があ

り，また FeelKOBE でも情報発信を行っているなど，シンプルに応えていない状態にあるのではない

か。

　「ある知りたい事について，神戸はどうなっているのか」を分かりやすく，印象深く伝える工夫を行っ

ていく必要がある。

３）シティプロモーションは課題を解決するか

　ＨＰ上において，求められる情報に迷わず簡単にアクセスできる事，あるいはそのＨＰが分かりやす

い事，発信についても各種メディアを効果的に利用する事，など個々の事業における広報スキルの向上

が必要であることは言うまでもない。

　その上で，それらを包含する納得しやすいキーワードを活用したシティプロモーションをすれば理解

がより広く，深く伝わりやすい事も明らかになってきた。

　このように，各事業に傘をかぶせるようなシンボルをシティプロモーションとして広報していくこと

で，各事業の広報効果を大きく上げる事ができる可能性がある。

　留意すべきはこれらの成功例が全て，そのシンボルに対して「市（県）民が納得していること」であ

る。市民に支持されるようなシンボルでなければ，役所の定めた「上すべり」な標語になり，定着する

ものとはならない。それは，このシンボルを使い広めていくのが，市民そのものであるからに他ならな

い。

⑶　神戸にはどのようなシティプロモーションがふさわしいのか

　現時点で見えてきた検討課題と方向性は以下のとおり。

１）各類型との親和性

　これまで調査した事例を，（表１）のとおり，自治体が抱える課題を解決し目的を達成するために実施

した「目的達成型」プロモーションと，都市が目指す姿を内外にＰＲし都市ブランドを構築する「理念

型」に分類し，それぞれの手法を神戸の現状にあてはめ，目指すべき手法について検討する。

　①　目的達成型を実施する場合

　課題達成型を実施する場合は，まず神戸の「解決すべき課題は何か」を抽出，決定する必要がある。

例えば，香川県の課題は「全国での香川県の知名度の低さ」「県産品の振興」「旅行客の増加と滞在時

間の増加」であった。課題が設定されれば明確な目標が立てやすいが，この部分はＰＲ事業者などプ

ロの分野との連携が重要になってくるため，誰，あるいはどの事業者と連携してシティプロモーショ

ンに取り組んでいくかも重要となる。

　②　理念型を実施する場合

　「都市は多様で複合的なものである。だが，そこにいるのは「人」である。人々がよりクリエイティ
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ブでよりイノベーティブでいられる都市，それがアムステルダムである。アムステルダムにいる人が

「I amsterdam」と言うとき，私たちははっきりと誇りをもって，アムステルダムを自分たちのまちと

して選んでいる恩恵を，機会を，その素晴らしさを表すことができるのである。（I amsterdam 宣言

より）」。理念型におけるシティプロモーションの意義，目的は，このアムステルダム宣言に集約され

ていると言える。よって理念型を実施する場合は，神戸の「めざす姿」や「都市としてのあり方」を

はっきりさせる必要がある。またこの姿やあり方は，行政が単独で設定し推進するのではなく，市民

や事業者が「自分ごと」と感じられるものにならなければ短期のキャンペーンで終わってしまうため，

その体制を市民とともに構築する手法の検討が非常に重要になる。

２）神戸らしいプロモーションとは

　神戸は，既に国内では知名度が高い都市でありその好感度も高く，住民も神戸を愛する気持ちが強い

人が多い。また神戸には，すぐ思いつくだけでも，グルメ，ファッション，景観など，一つにまとめら

れない，多様な魅力がある。他方，共通して認識する懸案となるような大きな課題を市民は感じていな

いと思われる。

　であれば，これらの魅力の上に大きな傘をかけるような理念を付加し，市民がその理念を誇りに思う

ようなシティプロモーションが実現できれば，今の魅力をさらに深める形で一層人々に浸透していくの

ではないか。それを実現する手法としては上述のうち②の理念型が相応しい。

４．神戸らしいシティプロモーションの実施に向けて

⑴　神戸にとって何が「大きな傘」になるのか

　それでは，その「大きな傘」とは神戸にとっては何になるのであろうか。先述の通り，神戸には多様な

魅力があり，人によって感じ方も多様。つまり，「目に見えるもの」では大きな傘になりえるものは無いと

思われた。

　多くの市民が共通して有し，かつ内面から湧き出るようなものとは何か，と考えたとき，それは神戸市

民にとっては「震災の体験」「復興の過程で培ってきた思いやりやつながりの心」しかないのではないか。

⑵　今後の取り組み

１）シティプロモーション成功の要件

　シティプロモーションを実施し成功させるためには以下の要素が必要となる。

　①　トップの強い意志と自らの積極的な取り組み

　②　企画段階からの，専門性のある民間スタッフの中心的な参画

　③　実施段階においての高度な広報スキル

　④　深い部分からの市民の共感

２）神戸らしい「傘」について

　神戸らしいシティプロモーションを進めていくためには，先述の「傘」を人々が知り，活用していく

必要がある。

　しかし，それを「震災の体験や，あの震災から復興した神戸を誇りに思う気持ち」「その過程で培って

きた相手を思いやる気持ち，つながっていく心」のような内面的なものとすると，傘として目に見える

ものではないため，人々に伝えにくい難点がある。

３）「傘」を見えるものに

　内面的なものを形にするためには，次のような手法が良いと考える。

①　震災からの復興の過程で行われた様々な取り組みやその取り組みへの思いを改めて市民で共有

②　思いを共有した市民で，その思いをメッセージやシンボルマークなど，「形」にする

③　その「形」を，市や市民が，神戸の魅力を発信するそれぞれの場で活用

④　神戸の「思い」が加わることで，それぞれの発信がシティプロモーションとなっていく

　この手法を具体化するため，市民参画推進局にて以下の事業を平成26年度予算案に計上した。
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⑶　平成26年度新規事業「震災20年　神戸からのメッセージ発信事業」

１）事業の概要

　「震災から復興してきた神戸」を誇りに思い，「その神戸だからこそできる貢献」を，市民がシンボル

マークやメッセージコピーとして可視化し，市民の活動に寄り添わせることで，それぞれの発信に「思

い」を付加，シティプロモーションとしていく。

　震災を知らない市民は今や４割を超える。しかし，震災以降の市の取り組みや，市民の経験や思いを

共有することによって，震災を知らない市民も「私たちは復興してきた神戸の市民である」ことを認識

し，誇りを持てるようになる。震災の経験の継承のためにもこの事業は有効であり，また震災から20年

を迎える平成26年度にこそ，行う意味のある事業だと考える。

２）　スケジュール

　①　春～夏

・震災がきっかけで始まった市の事業や，市民が行ってきた活動を集め，公開。

・広く市民が集まり，情報を共有する場を開催：震災をきっかけにスタートした活動について当事者

がプレゼンテーションを行うなど，市民の間で情報や認識を共有し，「こういった素晴らしい取り組

みをどうすれば市民が広げていくか」について問題提起，議論を深めていく。

・特設ウェブサイトの立ち上げ：これまでの事業や活動の紹介の他，市民の話し合いの状況について

も公開。

　②　夏～秋

・ワークショップやワールドカフェの開催：市民とともに「世界に貢献する都市として，自分達はど

んな市民になるべきか」を話し合い，イメージを構築。

　③　秋～冬

・人々の気持ちをつなげる「旗印」として，ロゴマークやキャッチコピーを作成：このメッセージや

シンボルが，今後の神戸の発信に寄り添い，より意義深いものにしていくよう，道筋をつける。

　④　平成27年度以降

　今後何十年も市民の心の中に定着していく「誇り」となり震災の経験の継承だけではなく，多くの

市民が地域や市政に関心を寄せ「共に助け合う社会を作る」きっかけとなるよう，市民と協力し，必

要な事業を展開する。

５．最後に

　これまでの研究成果をもとに，平成26年度の予算事業として具体的に実施する事が可能になろうとして

いる。研究の機会，また研究の成果を実現させる機会を与えられたことに感謝すると同時に，気が引き締

まる思いでもある。

　平成26年度事業が，真に市民の誇り・シビックプライドの醸成につながるよう，全力をつくしたい。
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官民協働による観光まちづくりの推進に向けた神戸ＤＭＯの構築

産業振興局観光コンベンション課　中　西　理香子

産業振興局経済企画課　多名部　重　則

【関係局室区】産業振興局

１．はじめに

⑴　研究の背景と目的

　集客観光を取り巻く外部環境は，外国人観光客の増加，観光客の旅行形態やニーズの変化，ＩＣＴの進

展など変化を続けている。神戸市では，2015年までに観光入込客数3,500万人，外国人訪問者数100万人，

宿泊者数450万人，国際会議開催件数100件の達成を目標としているが，神戸経済の活性化，都市活力・都

市イメージの向上のために，交流人口の一層増加が求められている。また，観光入込客数の増加といった

量的な目標のみ追求するのでなく，宿泊者や消費額を増やし，高付加価値型の集客を進めることで，地域

経済への波及効果を高める。さらに，観光地としての魅力を再確認し，個性化・ブランド化を追求する必

要がある。

　欧米では，行政と民間事業者などがＤＭＯ（Destination Management Organization，観光ビジネス

共同体）を形成し，観光振興に向けた地域ぐるみの活動を行っている事例がある。なかには，ＤＭＯがイ

ンバウンドを中心とした観光プロモーションや観光サービス・商品販売を行うとともに，組織運営や事業

実施に必要な資金スキームを構築している事例も見られる。

　本市において欧米の先進事例のように，市内の観光事業者と行政が協働して観光推進に取り組むプラッ

トフォームとして「神戸版ＤＭＯ」を構築することができれば，集客観光を強力に推進していくことが可

能となると考えられる。

　そこで本研究では，欧米のＤＭＯの組織体制，官民連携の仕組み，資金スキームなどを調査するととも

に，神戸市での現行体制と比較分析することで，「神戸版ＤＭＯ」に求められる組織，官民連携の仕組み，

導入に向けた課題とスケジュールについて説明する。

⑵　調査の手法

１）調査対象【インタビュー実施日】

　①　バルセロナ観光局（Turisme de Barcelona）【7/30】

　②　パリ観光局（Paris Convention and Visitors Bureau ）【8/5】

　③　ロンドン＆パートナーズ（London & Partners）【8/7】

　④　ハワイ州観光局（Hawaii Tourism Association）【8/28】

　⑤　ビジットシアトル（Visit Seattle）【9/19】

２）インタビュー項目

　①　組織・運営体制   ②　民間事業者との連携手法

　③　資金収支計画・実績  ④　ＤＭＯ運営上のノウハウや課題
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２．調査結果

⑴　バルセロナ観光局（Turisme de Barcelona）

項　　目 内　　　　　　容

組

織

体

制

経営トップ ホテルグループの会長（商工会議所会頭）

意思決定
機関

・General Council では，委員長はバルセロナ市長，委員は市役所が50％，民間
事業者が50％。年２回開催され，予算決算を承認。

・Executive Committee では，委員長（ＣＥＯ）はホテルグループ会長（商工
会議所会頭），委員は市役所が50％，民間事業者が50％。

予算規模 年間4,400万ユーロ（2013年） 行政負担 約２％

特　　徴

・観光推進を主導しているのは行政でなく民間事業者（ＣＥＯがホテル代表，観
光局職員に行政関係者はいない）

・会員から年会費を徴収（約700事業者）
・会員であるホテル，レストラン，ショップ，アクティビティ（ウォーキング
ツアー，タブラオなど）情報をウェブサイトで紹介，ホテル，レストラン，ア
クティビティは予約・決済が可能

・観光案内所の主な機能はアクティビティやチケットの予約と販売

⑵　パリ観光局（Paris Convention and Visitors Bureau ）

項　　目 内　　　　　　容

組
織
体
制

経営トップ President：元国家公務員，Director General：民間企業

意思決定
機関

・理事会のメンバーはフランス国鉄やエールフランスなど大手事業者など

予算規模 年間1,102万ユーロ（2013年予算） 行政負担 約63％

特　　徴

・パリ市役所から独立した民間団体（市役所職員は在籍していない）
・パリ市役所の観光担当部局の職員数は4－5名，パリ観光局を監督する立場に
あり，補助金（財源はホテル税）を交付している

・海外の大手旅行代理店へのプロモーションを重視
・約2,200事業者の会員から年会費を徴収
・会員メリットは，定期的に発行しているニューズレター及び海外ミッション
後の報告会などで最新情報が得られること

⑶　ロンドン＆パートナーズ（London & Partners）

項　　目 内　　　　　　容

組
織
体
制

経営トップ 英国政府投資促進庁で働いていた元国家公務員

意思決定
機関

・役員会（最高機関）会長は，キット・モルトハウス（ロンドン市議会議員で
ありロンドン副市長（ビジネス＆企業担当））。

・役員は13名（非常勤），レジャー観光，ビジネス観光，高等教育，海外からの
投資促進など，さまざまな部門の人物で構成。

予算規模 年間約1,700万ポンド（2013年予算） 行政負担 約71％

特　　徴

・ビジットロンドン，シンクロンドン，スタディロンドンの三つの組織が2011
年に統合され，現在の「ロンドン＆パートナーズ」に再編

・ロンドン広域自治体には観光担当部局はない（区レベルにはある）
・パートナー資格は，ゴールド（約1,200社），プラチナム（約30社），プレミア
（１社）と３段階に分けられ，年会費はレベルで異なっており，受けられる
サービスも異なる
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⑷　ハワイ州観光局（Hawaii Tourism Association）

項　　目 内　　　　　　容

組
織
体
制

経営トップ 元ハワイ州議会議員　※ 選任は政治的な影響を受けない

意思決定
機関

・役員会会長は，アクティビティ会社（アトランティスアドベンチャー）社長
であるロナルド・ウィリアムズが就任。

・役員は全体で12名（非常勤），ホテル，旅行代理店，不動産会社，弁護士など
民間事業者で構成。

予算規模 年間750万ドル（2012年） 行政負担 100％

特　　徴

・収入は全てハワイ州からの補助金であるが，その財源は全額がハワイ州交通・
宿泊税（ＴＡＴ，税率は売上の9.25％）

・ウェブサイトからホテル，アクティビティの情報提供とリンクのみで，予約・
決済はできない

⑸　ビジットシアトル（Visit Seattle）

項　　目 内　　　　　　容

組
織
体
制

経営トップ 元ホテルグループディレクター

意思決定
機関

・Executive Committee は，会長はホテルグループディレクターであり，他は
観光関連事業者のトップなど８名で構成。

・役員会（Board）は，民間事業者18名の Director とシアトル市議会や港湾局
など４名の Advisory Board で構成。

予算規模 年間1,700万ドル（2013年） 行政負担 26％

特　　徴
・コンベンション施設は別の団体が運営しているが，誘致活動をビジットシア
トルが手伝っているので負担金を受け取っている

・会員にはホテル，レストラン，ツアーオペレーターなど約1,100事業者が参加

⑹　全体的な特徴

　以上のように，都市によりそれぞれ，経営トップの在り方，民間事業者との連携手法，財源構成の在り

方などに特徴があるが，共通している点は，職員が基本的に全てプロパー職員であること，市役所とＤＭ

Ｏの役割分担が明確化しており，プロモーションはＤＭＯが主体的に行っていることがあげられる。

３．ＤＭＯに求められる業務

　ＵＮＷＴＯ（国連世界観光機関）が整理したＤＭＯに求められる業務は，観光地として発展するための

マーケティング，プロモーションはもとより，現地における観光資源の魅力化や交通インフラの整備，お

もてなし人材の養成，着地型商品の開発・販売などさまざまな取り組みを先導・調整していくことである。

４．神戸市の現状

⑴　観光コンベンションビューローとしての取り組み

　神戸市では，2010年4月より，市長をキャプテン，副市長をバイスキャプテン，観光関連部局長と（一

財）神戸国際観光コンベンション協会会長をボードメンバー，さらに市観光コンベンション部，協会観光

部，コンベンション事業部で構成する観光コンベンションビューローを組織している。

　この組織メンバーである観光コンベンション部と協会が協力して一定の役割分担のもとで観光施策を推

進しているが，全般的に取り組みが十分できている状況とは言えない。特にマーケティングやプロモーショ

ン，情報発信，民間事業者との連携，新しい魅力づくりの取り組みが弱い。

⑵　観光コンベンション協会の組織・体制

・1987年に神戸市が100％出損する形で（財）神戸国際観光協会が設立され，1999年には（財）神戸国際

交流協会と合併し，現在は（一財）神戸国際観光コンベンション協会として観光振興とコンベンショ
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ン等の誘致・支援を行っている。経営トップ（ＣＥＯ）である会長は，現在は前副市長が務めている。

・意思決定機関である理事会は15名で構成し，このうち神戸市職員が３名，旅館・ホテル関係者が３名，

交通運輸事業者が３名，旅行代理店が１名，その他が４名となっている。

・常勤役員を含めた職員は計57名（2014年１月現在）。市派遣職員が８名，市ＯＢ職員が１名在籍で，常

務理事，部長職等の主要ポストは全て市の関係者が就任している。

・民間からは観光部門に大手旅行代理店から５名，コンベンション部門に PCO 等から３名の派遣を受

けている。プロモーションについては，代理店プロモーションが中心となっている。

・プロパー職員はさまざまな職歴を有し，協会内での異動もあるため，専門的な知識やノウハウを蓄積

した職員が少ないなどの事情により，着地型観光を推進する牽引力としては弱い状況である。

⑶　観光コンベンション協会の資金収支

・調査したＤＭＯの共通機能であった観光プロモーション，観光客受入（観光案内所の運営を含む），コ

ンベンション誘致事業に関連する協会の事業費は399百万円（2012年度）である。

・市は委託料110百万円，補助金100百万円，負担金40百万円の計約260百万円を負担しており，財源全体

の約65％を占めている。これに対し民間事業者を含むその他団体からの負担は50百万円にとどまり，

残り90百万円は協会が会議場・展示場の指定管理者として得た収益等を充当している。欧米の DMO

と比べ，民間事業者からの会費負担が少ない状況である。

・上記の予算とは別に，コンベンション誘致補助金として，ポートピア81記念基金から61百万円の支出

がある。

・賛助会員は一口5,000円で2013年度では133会員から225万円の会費を徴収している。

⑷　民間事業者との連携

・パートナー制度としては，Feel KOBE 観光推進協議会（事務局：神戸国際観光コンベンション協会）

では各種業界団体から協賛金として年間約４百万円を集めている。

・神戸市観光・ホテル旅館協会では，52会員から5-10万円の会費を徴収し，2013年度で530万円の会費

と，会費とは別に観光案内所協賛金１万円と観光案内所での宿泊斡旋手数料売上10％を徴取している。

・ウェブサイトでは，宿泊施設（56件（平成26年２月時点，以下同じ）），レストラン＆カフェ（91件），

ショップ（55件）の情報掲載及びリンクがされているが，予約・決済機能はない。観光案内所でも情

報提供を重視しており，民間事業者の商品の販売等は行っていない。

・日本のＤＭＯに当たる組織で欧米型パートナーシップ制度が採用されないのは，「観光推進は税を財源

に行政が行う」という官民共通のコンセンサスの存在が理由と考えられる。

５．政策提案（今後の方向性）

　調査結果から，現在の神戸の推進体制と海外先進ＤＭＯとの間には，組織体制や官民連携の仕組みだけ

でなく，行政や民間事業者の意識に至るまで相当の乖離があることが判った。これは神戸のみならず日本

の観光全体の問題といえるが，今後，海外との都市間競争に打ち勝つためには，観光客のニーズに近い民

間事業者の知恵と力を一層引き出す必要があり，官民一体で観光を推進する仕組みや母体を再構築するこ

とが効果的であると考えらえる。その一案として，現在の観光コンベンション協会を再構築し，責任と権

限・機能の強化を図る方法がある。しかしながら，解決すべき課題が多く，時間も必要となる。

　以上を踏まえ，将来的に目指すべき方向性とこれを実現するためにクリアすべき必要条件について，以

下に整理する。

⑴　組織イメージ

　現在の体制でも既にプロモーションやＭＩＣＥ誘致，イベント，情報発信は専任チームが組織されてい

るが，これまでほとんど未着手であった商品開発，マーケティングについても今後専任チームを組織し，

これらが互いにうまく絡み合いながらＤＭＯ全体として機能強化を図る必要がある。
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⑵　市とＤＭＯの役割分担

　ＤＭＯの権限・責任と機能を強化する上で，まず，市とＤＭＯの役割分担を再考し，明確化する必要が

ある。

　市においては政策としての戦略・計画づくり，予算確保，都市ブランドの向上を図り，観光地としての

新しい魅力づくりを進めていく。インバウンド対策や周遊・滞在型観光の振興においては周辺都市との連

携も必要であるため，その役割についても担っていく。

　一方，ＤＭＯのほうは，民間事業者が主体となり，関係者間の密なコミュニケーションの下，ＤＭＯと

しての戦略・計画づくりや観光地としてのマーケティング，プロモーション・情報発信，コンベンション

の誘致，地域人材の育成等に取り組み，それらを発展させていく役割を担う。

⑶　実現に向けた必要条件

　神戸版ＤＭＯを実現するには以下のような必要条件があげられる。これらを満たすことにより，他都市

には無い，機能的なＤＭＯが実現すると考える。
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・民間事業者との win-win な関係づくり

　民間事業者と連携する上で大切なことは，互いが win-win な関係をつくることである。ＤＭＯに参画

することで観光振興に一定の声を反映させ利益が得られることを前提にした会費負担を伴う会員制度の

新設がまず考えられる。次にコンベンションや大規模イベントの誘致が実現した際に負担金を徴収する

仕組み，さらに，ウェブサイトや観光案内所での商品販売機能を構築した上で，ここで販売した宿泊や

ツアー商品から適正な手数料を徴収する仕組みづくりなどが考えられる。

・民間人材によるマネジメントとオペレーション

　神戸市からの出向職員がマネジメント，オペレーションの中心的役割を担っている現状に対し，民間

主体で再構築するＤＭＯでは，ＤＭＯが直接職員を雇用し，特にマネジメント，マーケティング，プロ

モーション，商品開発には経験豊富な者を配置し，意欲と志気を発揚する人事制度を導入する。

・自主財源の安定的な確保

　他都市の事例においても，会費収入のみでＤＭＯの活動運営費を賄うことは難しく，安定的な財源確

保のために自主財源を持つことが肝要である。その手段として，観光施設等の管理運営や，旅行事業者

の資格を取得し着地型商品の開発・販売を行うことで収入を確保していくことが必要である。

・市における一定規模の予算措置

　民間主体でＤＭＯを構築・運営するとしても，行政がこれに一定の公費を投入することが必要となる。

これは，民間主体で運営している欧米のＤＭＯの事例を見ても同様である。その際，行政とＤＭＯが協

議をした上で，ＤＭＯとしてやるべきことと，その結果に対する評価・目標値を設定し，それを実行す

るための権限はＤＭＯに委ね，その結果に対する責任もＤＭＯが負うことで，行政として一定の関与を

図っていく。

⑷　スケジュール

　神戸版ＤＭＯの実現には，一定程度の準備期間が必要である。なぜならば，これまで観光プロモーショ

ン等は行政の仕事と理解・認識している民間事業者ならびに行政関係者等の意識をまず変革し，民間主体

のＤＭＯを再構築する必要があるからである。

　そのプロセスとして，まず行政と再構築するＤＭＯの役割分担について線引きを明確にした上で，ＤＭ

Ｏとして何をするべきか，そのあり方を民間主体で関係者が集まり議論してもらう必要がある。

　あり方が明確になった後は，それを実現するための人材確保をどうするか，どのような取り組みを優先

していくか，そのための財源確保として会員制度の構築や自主財源の確保をどうするか，といった議論を

詰める。行政とも責任・権限の明確化や評価手法について協議・確認した上で，神戸版ＤＭＯに予算，権

限，責任をシフトしていく。

　これらのプロセスについては，図のとおり，５～10年の期間を要すると考える。早急にことを進めるの

ではなく一定の準備期間を設けて議論を深め，関係者の十分な理解と認識を得ることが，結果として成功

への近道であると考える。

（以上）

※　本研究は，近畿大学経営学部高橋一夫教授との共同研究として実施したものです。
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革新的膜工学を活用した水処理システムの構築に向けて

建設局下水道河川部計画課　山　地　健　二

香　川　昌　広

児　玉　かんな

水道局経営企画部経営計画課　高　木　亮　祐

【関係局室区】建設局，水道局，都市計画総局，環境局

１．世界的な課題

⑴　水・食料問題

　「地球は水の惑星」といわれるが，地球の水資源のうち，河川や湖沼等の人間が利用できる水は，全体

の0.01% にすぎない。

　そして，「21世紀は水の世紀」といわれている。2025年には世界の人口は約80億人になり，その半数が水

不足国に暮らし，水資源獲得をめぐる争いが世界各地で頻発することが予想されている。

　日本は水が豊富な国と思われている。しかし，カロリーベースでの日本の食料自給率は40％程度であり，

その輸入食料の生産に必要な水（バーチャルウォーター）を考えると，日本人は海外の水に大きく依存し

て生きているともいえる。

⑵　エネルギー問題

　水資源と同様にエネルギー資源も，経済成長と人口増加により消費量の大幅な増加が見込まれている。

日本はエネルギーの大量消費国でありながら自給率が低く，国内でのエネルギー資源の確保が重要な課題

となっている。更に，原発事故以降，再生可能エネルギー等の積極的な導入が求められている。

　また，地球温暖化の原因は，人間活動により排出された二酸化炭素等の温室効果ガスの増加であること

はほぼ確実であるといわれている。

　これらエネルギー資源の枯渇や地球温暖化を緩和するためには，省エネルギーのみならず，未利用エネ

ルギーの活用など，創エネルギーの取り組みが求められる。

　これら世界の水・食料・エネルギー問題を改善する技術として膜技術が注目・期待されている。

２．膜技術の発展と先進的取り組み

⑴　膜技術の発展

１）ろ過膜

　ろ過膜は，孔径の大きさにより呼び分けられ，

除去物質も異なる（右図参照）。最も孔径の小さい

RO 膜は，水中の塩分も除去可能で，海水淡水化

技術等に用いられる。

　水道技術研究センターによると MF・UF 膜を

使用したろ過施設は国内744箇所（平成23年度末），

RO 膜は９施設（平成24年８月）である。

　本市では，MF 膜を用いた浄水（本山浄水場），

及び RO 膜を用いた下水処理水の再利用（垂水処

理場）に留まっている。

２）膜を用いた下水処理：膜分離活性汚泥法：MBR（Membrane Bioreactor）

　近年，小規模な下水処理場を中心に導入されている膜を活用した下水処理であり，処理水は，孔径0.4μ
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成 23 年度末)、RO 膜は 9 施設(平成 24 年 8

月)である。 

本市では、MF 膜を用いた浄水(本山浄水

場)、及び RO 膜を用いた下水処理水の再利

用(垂水処理場)がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●膜を用いた下水処理：膜分離活性汚泥法：MBR(Membrane Bioreactor) 

近年、小規模な処理場を中心に導入されている膜を活用した下水処理であり、処理水は、

膜の種類 使用用途

MF膜 微細な粒子や細菌の分離・除去

UF 膜
主にタンパク質等，分子量数千以上の高分子物質の
濃縮やろ過等

NF膜

RO膜

膜の素材と除去対象物質（分子やイオン）との親和性
の違いを利用したもので、海水淡水化等に使用

出展：World Energy Outlook 2009：OECD/IEA 

21 世紀の気温の変化の予測 

出展：IPCC 第 4 次報告書 

本山浄水場の MF 膜  
垂水処理場の RO 膜  
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m（2500分の１mm）以下の膜（MF 膜）でろ過して得

られる。

　長所として，

　①清澄な処理水が得られる（再利用に有利）

　②最終沈殿池不要（省スペース）

　②処理時間短縮

　③大腸菌は通過しない（消毒不要・水系リスク低減）

　などがある。課題としては，

　①膜の目詰まりによる能力低下

　②流量変動への対応

　③運転コスト・エネルギーが従来法より増加

　などがある。

　MBR 導入事例は国内に18箇所あり，平成17年に福崎浄化センター（兵庫県福崎町）に初めて導入され

た。海外では大規模 MBR が導入されている。また，MBR で使用される膜の約４割，膜全体の約６割が

日本メーカー製であり，世界の水問題の解決に日本の膜技術が注目されている。

⑵　膜技術の先進的取り組み（革新的膜技術）の例

１）浸透圧（FO 膜）発電

　水分子は通過できるが水に溶けている他の物質は通過できない孔径0.1 nm（１千万分の１mm）の膜で

海水と淡水を隔てると，浸透圧が発生し，水分子のみが自発的に淡水から海水側へ移動する。この現象を

正浸透（FO: Forward Osmosis）という。FO により海水側の水位が上がる，または体積が増加すること

となり，そのエネルギーを利用した発電技術が現在研究されている。

　FO 膜での発電技術が向上すれば，下水処理水を海に放流する前に膜を隔てて海水等と接触させること

により，発電できる可能性がある。

２）ガス（CO2）分離

　ガス混合物中から二酸化炭素 (CO2) のみを選択的に分離する膜についても，現在研究が進められている。

　膜による CO2分離技術が向上すると，下水汚泥から発生する消化ガスをメタン（CH4）と CO2に分離す

る工程で利用でき，現在本市が行っている高圧水吸収法よりも低エネルギーで分離できる可能性がある。

⑶　神戸大学との包括連携協定

　平成25年５月24日，国立大学法人神戸大学と神戸市が包括連携協定を締結した。協定締結を契機に，一

層の連携関係の推進を図るシンボル的な事業の一つに革新的膜工学研究に関する連携がある。

　神戸大学では，工学研究科内に先端膜工学センターを設置し，産学連携して膜工学に関する研究を進め

ている。研究内容には，膜の目詰まり防止や FO 膜発電・CO2分離膜に関する研究も含まれている。

３．神戸市のこれまでの取り組み

⑴　下水道分野での取り組み

　「こうべアクアプラン2015」を策定し，「安全で安心な暮らしの実現」，「施設の効果的な活用」，「良好な

環境の創造」，「地域の活性化」の４分野の目標に対して，総合的に取り組みを進めている。「良好な環境の

MBR と従来法の比較
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されている。しかし近年、水処理膜市場に、日本や欧米メーカーに続き、中国、韓国が相

次いで参入してきており、今後シェア争いが激化すると予想される。日本の優位性を保つ

ためには、今後更なる技術革新が求められる。 
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ら海水側へ移動する。この現象を正浸透(FO: Forward Osmosis)という。FO により海水側
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創造」では，処理水質の向上，処理水やこうべバイオガスの有効利用促進，低炭素社会の実現などの取り

組みを主に行う。

１）処理水質の変化

　下水処理場から海域等への流入負荷量は，「神戸市環境

保全基本計画」に定める2010年度における目標（1990年

度比 COD30％，全窒素30％，りん10％削減），及び「神

戸市環境基本計画」に定める2020年における目標（2008

年度比 COD ９％，全窒素５％，全りん８％削減）とも

に達成している。

２）処理水の有効利用

　下水処理水は都市域における貴重な水資源であり，約

1割を有効利用し，みどりと潤いのある都市空間の形成に

役立てている。また，垂水処理場では，処理水をさらに RO 膜で処理

し人が触れても安全な親水用水として，「麗水（れいすい）」と名づけ，

噴水や洗車用水として供給している。

３）エネルギーの有効利用

　処理場で発生する消化ガスは，こうべバイオガスとして精製し，天

然ガス自動車燃料への供給（東灘処理場）を始め，都市ガス導管への

注入（東灘処理場），発電及び熱利用＝コージェネレーション（垂水処

理場）などに積極的に利用している。また，太陽光発電（玉津処理場・

垂水処理場），太陽光発電と消化ガス発電を組み合わせたＷエコ発電（垂水処理場），高低差を利用した小

水力発電（鈴蘭台処理場・湊川ポンプ場）など多様な再生可能エネルギーの利用に取り組んでいる。

⑵　水道分野での取り組み

　「神戸水道ビジョン2017」および「中期経営目標2015」

により，「安心」「安定」「満足度」「持続」「環境」「新たな

展開」という６つの柱を軸に水道事業を進めている。その

うち，「環境」においては，電力使用量が小さくなる水運用

等に加えて，太陽光発電・マイクロ水力発電の導入等，自

然エネルギー施策の展開も検討している。また，「新たな展

開」においては，水の有効利用による環境に配慮した施策

として，「AQUA ルネッサンス神戸」，地元の産業界や研究

機関との共同研究による産学官の連携による展開も検討し

ている。

４．提案施策の方向性・内容

⑴　産学官連携による「膜の拠点 KOBE」の実現

１）革新的膜技術の実験フィールド提供

・ポートアイランド処理場の用地を活用し，膜技術の実証実験設備を設置する。

　　　垂水処理場の洗車コーナー

た｢神戸スマート都市づくり計画｣では、神戸市における低炭素都市づくりにかかる取組の

方向性を示している。 

 
④こうべアクアプラン 2015 

下水道分野における５ヵ年の中期経営計画として｢こうべアクアプラン 2015｣を策定し、

｢安全で安心な暮らしの実現｣、｢施設の効果的な活用｣、｢良好な環境の創造｣、｢地域の活性

化｣の４分野の目標に対して、総合的に取り組みを進めている。｢良好な環境の創造｣では、

処理水質向上、処理水やこうべバイオガスの有効利用促進、低炭素社会の実現などの取り

組みを主に行う。 

・処理水質の変化 

運転方法の改善や高度処理導入により処理水質向

上に努めた結果、下水処理場から海域等への流入負

荷量は、｢神戸市環境保全基本計画｣に定める 2010

年度における目標(1990年度比 COD30%、全窒素 30%、

りん 10%削減)、及び｢神戸市環境基本計画｣に定める

2020年における目標(2008年度比COD9%、全窒素5%、

全りん 8%削減)ともに達成している。 

・処理水の有効利用 

下水処理水は貴重な水資源であり、約 1 割を有効利用して

いる。主な利用用途には、水リサイクル事業やせせらぎ用水

などがあり、みどりと潤いのある都市空間の形成に役立てて

いる。また、垂水処理場では、処理水をさらに RO 膜で処

理し人が触れても問題ない水として、｢麗水(れいすい)｣と

名づけ、噴水や洗車用水として供給している。 

・エネルギーの有効利用 

処理場で発生する消化ガスは、消化槽の加温や空調・給湯への利用のほか、こうべバイ

オガスとして精製し、天然ガス自動車燃料として供給(東灘処理場)、ガス導管への注入(東

灘処理場)、発電及び熱利用＝コージェネレーション(垂水処理場)などに積極的に利用して

いる。また、処理場建屋の上部を利用した太陽光発電(玉津処理場・垂水処理場)、太陽光

発電と消化ガス発電を組み合わせたＷエコ発電(垂水処理場)、高低差を利用した小水力発

電(鈴蘭台処理場・湊川ポンプ場)など再生可能エネルギーの利用も促進している。 

隣接するクリーンセンターのごみ焼却熱による発電電力利用(東灘・西部・ポートアイ

ランド処理場)や、下水汚泥の焼却熱を近隣の集合住宅へ給湯用として供給（東部スラッジ

センター）など、近隣施設と連携した有効利用も行っている。 

処理水質の経年変化
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こうべバイオガスステーション  W エコ発電  小水力発電  
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垂水処理場の洗車コーナー
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方向性を示している。 

 
④こうべアクアプラン 2015 
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処理水質向上、処理水やこうべバイオガスの有効利用促進、低炭素社会の実現などの取り

組みを主に行う。 

・処理水質の変化 

運転方法の改善や高度処理導入により処理水質向
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全りん 8%削減)ともに達成している。 

・処理水の有効利用 

下水処理水は貴重な水資源であり、約 1 割を有効利用して

いる。主な利用用途には、水リサイクル事業やせせらぎ用水

などがあり、みどりと潤いのある都市空間の形成に役立てて
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灘処理場)、発電及び熱利用＝コージェネレーション(垂水処理場)などに積極的に利用して

いる。また、処理場建屋の上部を利用した太陽光発電(玉津処理場・垂水処理場)、太陽光

発電と消化ガス発電を組み合わせたＷエコ発電(垂水処理場)、高低差を利用した小水力発

電(鈴蘭台処理場・湊川ポンプ場)など再生可能エネルギーの利用も促進している。 

隣接するクリーンセンターのごみ焼却熱による発電電力利用(東灘・西部・ポートアイ

ランド処理場)や、下水汚泥の焼却熱を近隣の集合住宅へ給湯用として供給（東部スラッジ
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ＣＯＤ 全窒素 全りん

こうべバイオガスステーション  W エコ発電  小水力発電  

 鈴蘭台処理場 

送水管 

湊川ﾎﾟﾝﾌﾟ場 

松本地区のせせらぎ 

垂水処理場の洗車コーナー

　　こうべバイオガスステーション　　　　　　　　 W エコ発電　　　　　　　　　小水力発電

た｢神戸スマート都市づくり計画｣では、神戸市における低炭素都市づくりにかかる取組の

方向性を示している。 

 
④こうべアクアプラン 2015 

下水道分野における５ヵ年の中期経営計画として｢こうべアクアプラン 2015｣を策定し、

｢安全で安心な暮らしの実現｣、｢施設の効果的な活用｣、｢良好な環境の創造｣、｢地域の活性

化｣の４分野の目標に対して、総合的に取り組みを進めている。｢良好な環境の創造｣では、

処理水質向上、処理水やこうべバイオガスの有効利用促進、低炭素社会の実現などの取り

組みを主に行う。 

・処理水質の変化 

運転方法の改善や高度処理導入により処理水質向

上に努めた結果、下水処理場から海域等への流入負

荷量は、｢神戸市環境保全基本計画｣に定める 2010

年度における目標(1990年度比 COD30%、全窒素 30%、

りん 10%削減)、及び｢神戸市環境基本計画｣に定める

2020年における目標(2008年度比COD9%、全窒素5%、

全りん 8%削減)ともに達成している。 

・処理水の有効利用 

下水処理水は貴重な水資源であり、約 1 割を有効利用して

いる。主な利用用途には、水リサイクル事業やせせらぎ用水

などがあり、みどりと潤いのある都市空間の形成に役立てて

いる。また、垂水処理場では、処理水をさらに RO 膜で処

理し人が触れても問題ない水として、｢麗水(れいすい)｣と

名づけ、噴水や洗車用水として供給している。 

・エネルギーの有効利用 

処理場で発生する消化ガスは、消化槽の加温や空調・給湯への利用のほか、こうべバイ

オガスとして精製し、天然ガス自動車燃料として供給(東灘処理場)、ガス導管への注入(東

灘処理場)、発電及び熱利用＝コージェネレーション(垂水処理場)などに積極的に利用して

いる。また、処理場建屋の上部を利用した太陽光発電(玉津処理場・垂水処理場)、太陽光

発電と消化ガス発電を組み合わせたＷエコ発電(垂水処理場)、高低差を利用した小水力発

電(鈴蘭台処理場・湊川ポンプ場)など再生可能エネルギーの利用も促進している。 

隣接するクリーンセンターのごみ焼却熱による発電電力利用(東灘・西部・ポートアイ

ランド処理場)や、下水汚泥の焼却熱を近隣の集合住宅へ給湯用として供給（東部スラッジ

センター）など、近隣施設と連携した有効利用も行っている。 

処理水質の経年変化
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ＣＯＤ 全窒素 全りん

こうべバイオガスステーション  W エコ発電  小水力発電  

 鈴蘭台処理場 

送水管 

湊川ﾎﾟﾝﾌﾟ場 

松本地区のせせらぎ 

垂水処理場の洗車コーナー

⑤「神戸水道ビジョン 2017」と「中期経営目標 2015」 

平成 20 年度に策定した「神戸水道ビジョン 2017」と平成 24 年 3 月に策定した 4 年間の

アクションプラン「中期経営目標 2015」により水道事業運営を進めている。 

ビジョンでは、基本理念として『快適な市民生活を支え、これからも満足いただける水

道～まちに豊かさを、暮らしにうるおいを～』を掲げ、「安心」「安定」「満足度」「持続」

「環境」「新たな展開」という 6 つの柱ごとに示した目指すべき方向性のもとに水道事業を

進めている。 

 そのうち、「環境」においては、環境負荷低減のため

に総合的に電力使用量が小さくなる水運用等に加えて、

太陽光発電・マイクロ水力発電の導入等、自然エネル

ギー施策の展開も検討している。また、「新たな展開」

においては、水の有効利用による環境に配慮した施策

として、「AQUA ルネッサンス神戸」、地元の産業界や研

究機関との共同研究による産学官の連携による展開も検討している。 

    
 

 

 

 

 

４．提案施策の方向性・内容 

（１）産学官連携による「膜の拠点 Kobe」の実現 

①革新的膜技術の実験フィールド提供 

・ポートアイランド処理場の用地を活用し、膜技術の実証実験設備を設置する。 

・処理場流入下水の一部を実験設備に導水し、省エネ MBR、FO 膜発電など創エネに関する

実験、膜による水系リスク軽減に関する実験などを産学官連携で行う。 

・本市の共同研究制度等を活用し、多くの企業の実験フィールドとして提供する。 

・実証プラントの見える化により、革新的技術や処理の流れを体感しやすくする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奥平野浄水場と  
千苅浄水場の太陽光パネル  

ポートアイランド処理場用地  
・土木躯体は建設済みだが、設備は未設置  
・医療系排水が多く、化学物質の流入が多い  
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・処理場流入下水の一部を実験設備に導水し，省エ

ネ MBR，FO 膜発電などの省エネ，創エネに関す

る実験，膜による水系リスク軽減に関する実験な

どを産学官連携で行う。

・実証プラントの「見える化」により，革新的技術

や処理の流れを体感しやすくする。

２）事業スキーム（案）

・神戸大学や地元企業と連携して，革新的技術の共

同研究等を行い，実証試験可能レベルまで高める。

・実証実験が可能となれば，新エネルギー・産業技

術総合開発機構（NEDO）や経済産業省の補助金，

国土交通省の下水道革新的技術実証事業

（B-DASH）等に申請する。

・第一歩として，神戸大学との浸透圧発電等の膜に

関する共同研究を開始した。

⑵　施設の改築・更新に合わせた省エネ・省コスト膜技術の導入

・実証実験や共同研究により，省エネ MBR 技術を進める。

・最終沈殿池が不要（省スペース化）という MBR の利点を活かして効率的な改築更新を行う。

・鈴蘭台処理場・ポートアイランド処理場の改築更新に MBR 導入を検討し，安心・安全で清澄な処理

水を近隣施設のトイレ洗浄やせせらぎに供給し，都市空間に潤いを供給する「水・みどりネットワー

ク」を拡大する。

⑶　あらゆる資源を総動員した「ゼロエネルギー処理場」の構築

・下水汚泥を消化させ発生したメタンガスで発電＋熱利用（コージェネレーション）

・広大な敷地や建築物の屋上を利用した太陽光発電

・処理場からの放流水と海水等を利用した浸透膜発電

【TOPICS】神戸大学との共同研究開始（平成25年11月～）

［創エネ］海水の浸透圧を増加させる高浸透圧剤を開発し，

FO 膜発電量を増大させる。

［省エネ〕膜の高性能化により，MBR 消費電力量を削減さ

せる。

・［創エネ］［省エネ］のハイブリッドにより，従来の下水

処理：標準活性汚泥法（0.2kWh/㎥）の半分の消費電力

量（0.1kWh/㎥）を目標とする。

ポートアイランド処理場

の水処理棟に設置された

MBR 実験装置

②事業スキーム(案) 

・神戸大学や地元企業と連携して、革新的技

術の共同研究等を行い、実証試験可能レベ

ルまで高める。 

・実証実験が可能となれば、新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)や経済産業省の

補助金、国土交通省の下水道革新的技術実証事業(B-DASH)等に申請する。 

・第一歩として、神戸大学との浸透圧発電等の膜に関する共同研究を開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）施設の改築・更新に合わせた省エネ・省コスト膜技術の導入 

①省エネ・省コスト MBR の実現 
・MBR の課題であるエネルギー消費については、現在、日本下水道事業団や膜メーカー等

が改良に取り組んでおり、目標である 0.4kWh/m3 以下が実現しつつある。 

・しかし、これまでの下水処理で行われてきた標準活性汚泥法の 0.2kWh/m3 と比較すると、

省エネ・創エネに向けた更なる技術革新が期待される。 

・本市においても、実証実験や共同研究により、更なる省エネ MBR 技術を研究していく。 

 

②効率的な改築更新、省スペース・省コスト化を実現 

・MBR は最終沈殿池が不要なため、省スペース化を図ることができる。また、改築更新に

必要な敷地が低減され、省コスト化を図ることができる。 

・MBR では膜がユニットであるため、設備の移設が容易である。これにより処理への影響

を最小限に抑えた改築更新が可能となる。 

・改築更新後は、空いた施設を汚水貯留槽などに利用し、処理の安定化に資する。 

 

③「水・みどりネットワーク」の拡大 

・鈴蘭台処理場・ポートアイランド処理場の改築更新に MBR 導入を検討する。 

・MBR により濁りがなく、安心・安全で清澄な処理水が得られる。 

・大腸菌は膜を通過できないので塩素消毒が不要になり、有効利用先の水生生物等に害を

与えにくい。 

 神戸大学 

神戸市 地元企業

産学官連携 

【TOPICS】神戸大学との共同研究開始 

[創エネ]海水の浸透圧を増加させる高浸透圧剤を 

開発し、FO 膜発電量を増大させる。 

[省エネ]膜の高性能化により、MBR 消費電力量を 

削減させる。 

・[創エネ] [省エネ]のハイブリッドにより、従来の

下水処理：標準活性汚泥法(0.2kWh/m3)の半分の消

費電力量(0.1kWh/m3)を目標とする。 

・ポートアイランド処理場をフィールドに、共同で研

究を進めていく。 

ポートアイランド処理場  
の水処理棟に設置された  
MBR 実験装置  

現状の有効利用の例

（写真左）

ポートアイランド

中央緑地せせらぎ

（写真右）

松本地区せせらぎのコイ
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・消化ガス精製や燃焼工程で発生する豊富な CO2を植物の成長促進に利用（トリジェネレーション）

・処理水熱・下水熱など未利用エネルギーの利用（消化槽加温や植物栽培促進）

・トリジェネにより成長した植物をバイオマスとして消化槽に投入（バイオガス増量 ⇒ 更なる創エネ）

　将来的にはあらゆる資源（水・バイオマス・ガス・熱・CO2・太陽）を最大限活用したエネルギー自立

型の下水処理場を構築し，循環型社会への更なる貢献を目指す。

５．期待される効果

⑴　水インフラ国際展開の推進

・下水道技術の国際戦略拠点（水・環境ソリューションハブ）に認定された東灘処理場内に情報発信拠

点「神戸 下水道の歩み館　～KOBE AQUA GALLERY～」を整備し，年間約4000人（うち海外は約

400人）の視察者を受け入れている。

・「神戸アクアギャラリー」に「膜の拠点 KOBE」ブースを設ける等，連携利用することで，世界の水・

食料・エネルギー問題に対して日本・神戸の誇る先端技術等を効果的に PR できる。

・大学や地元企業等との連携による国際展開の促進，さらには海外からのインバウンド観光（産業観光）

の増加が期待できる。

⑵　産学官連携の技術開発による波及効果（医療・水関連企業の立地）

・膜技術は，水分野だけでなく，医療分野（透析技術など）でも広く応用されており，また，スーパー

コンピューターを活用した膜の目詰まりの構造解析や新たな膜素材開発に取り組む企業も増加してい

る。

・本市は，平成25年６月に「グローバル MICE 戦略拠点」に選定されていることから，これらの「医療」

「スパコン」「膜」など神戸の強みとなる産業資源を有効に活用することで，「人，モノ，資金，情報」

水・みどりのネットワーク，ゼロエネルギー処理場のイメージ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．期待される効果 

（１）水インフラ国際展開の推進 

・本市は、｢水・環境ソリューションハブ（下水道技術の国際戦略拠点）｣9 都市のうちの

1 つとして認定されている。 

・平成 25 年 3 月、下水道技術の情報発信拠点｢神戸 下水道の歩み館 ～KOBE AQUA GALLERY

～｣を東灘処理場内に整備・供用した。 

・「神戸アクアギャラリー」に「膜の拠点 Kobe」ブースを設ける等、連携利用することで、

世界の水・食料・エネルギー問題に対して日本・神戸の誇る先端技術等を効果的に PR

できる。 

・大学や地元企業等との連携による国際展開の促進、さらには海外からのインバウンド観

光（産業観光）の増加が期待できる。 
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再生水 

海水 

植物栽培 

【成長促進】 

膜によるガス分離 

 FO 膜発電による創エネ

膜による安全・安心な水供給 

ゼロエネルギー処理場 

水・みどりのネットワーク 

省エネ・省コスト型 

膜技術の導入 

施設の省スペース化

既存施設 
   跡地 

効率的な 

改築更新 

水・みどりのネットワーク、ゼロエネルギー処理場のイメージ  

神戸アクアギャラリー 海外からの視察状況  

（写真左）  
嫌気性消化タンク(3.5m3) 
（写真右）  
ガス分離膜のデモプラント  
(10m3/h) 

【ガス分離膜参考事例】横浜市・東京ガスの共同研究 

・膜分離によるメタンガス精製について共同研究を実施している 

・2 段直列分離膜で、メタン濃度 98%・回収率 94% 

ガス分離膜は、  
神戸大学でも研究中  

　　　 情報発信拠点「KOBE AQUA GALLERY」　　　　　　　　　　　海外からの視察状況
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【ガス分離膜参考事例】横浜市・東京ガスの共同研究 

・膜分離によるメタンガス精製について共同研究を実施している 

・2 段直列分離膜で、メタン濃度 98%・回収率 94% 

ガス分離膜は、  
神戸大学でも研究中  
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・

が集まりやすい環境の形成，ひいてはポートアイランド２期などへの企業立地・集積が加速すること

が期待できる。

⑶　「水・みどりネットワーク」の拡大による低炭素・循環型社会の推進

・MBR の清澄な高度処理水を都市部に供給し，「水・みどりネットワーク」を拡大することで，処理水

の有効利用を促進する。

・都市部に新たにせせらぎを創出することにより，ヒートアイランド対策・夏場の節電・CO2削減に寄

与するほか，水辺空間の創出による憩いの場を提供できる。

・非常時には，せせらぎの水を防火・防災用水としても利用できる。

６．最後に

　本稿では，我が国の優位技術である膜技術に焦点を当て，今後の水処理分野に導入できそうな革新的な

技術を本市施策に照らし合わせて研究した。以下に本研究の事業効果・まとめを示す。

　今年６月開催のシンガポール国際水週間（SIWW）では，膜技術が「こうべバイオガス」に続く神戸の

強みに繋がるよう，神戸大学と連携して広く海外に PR している。

　神戸の成長に資するとともに，市民が誇れる水インフラの構築に向けて，産官学の枠組みで引き続き取

り組んでいく。

〔主な調査場所〕神戸大学工学部，シンガポール公益企業省（PUB）Water HUB，福岡市海水淡水化施

設（まみずピア），東京ガス㈱横浜研究所，兵庫県福崎町福崎浄化センターなど11か所

【参考事例】シンガポール Water HUB（ウォーターハブ）

・国内外の水関連企業が集結し，水関連の産学官の交流の場となっている。

・コンセプトは，ノウハウの学習，技術開発，及びネットワーク作り

・水産業の成長促進，最先端技術及び研究開発活動による新規用途開発，シンガポール内外の水産

業従事者の交流を推し進めている。

（写真左）

　Water HUB シンボル

（写真右）

　Water HUB 内

　R&D センター日東電工ラ

　ボの展示物

◆事業効果・まとめ

①　「膜の拠点 KOBE」の実現による膜工学研究の場の創出・水インフラ国際展開の推進

②　産官学連携の技術開発・PR による「グローバル MICE 戦略拠点」に資する医療・水関連企業の

立地・集積

③　「水・みどりネットワーク」の拡大による潤い空間の創出・防災機能の向上

④　既存ストックを活用した省スペース・省コスト型の改築・更新事業の推進

⑤　資源・再生可能エネルギーのフル活用による「ゼロエネルギー処理場」の構築

⑥　「スマートな省エネ」・「クリーンな創エネ」による「環境貢献都市 KOBE」への貢献



公益財団法人神戸都市問題研究所　会員の募集

　公益財団法人神戸都市問題研究所では，当研究所の設立趣旨や研究活動にご賛同いただける会員

（個人・法人）を広く募集しております。

　会員の皆様には，当研究所の機関誌やイベントのご案内，最新の研究活動に関する情報などを逐

次ご提供させていただいております。

◆会員の特典

　・季刊「都市政策」（年４回発行）の贈呈  ・施設見学会へのご招待

　・メールマガジンの月次配信   ・会員専用ホームページ

　・新刊図書・雑誌ライブラリー   ・都市政策セミナーへの参加

◆年会費

　・個人会員：一口　 5,000円（一口以上）　　法人会員：一口　50,000円（一口以上）

◆お問い合わせ

　神戸都市問題研究所事務局（電話078-252-0984，Fax078-252-0877）までお問い合わせください。

※入会は随時受け付けております。

７月号《特集》行革継続は力なり《インタビュー》庄司昌彦

６月号《特集》自治体の発信力《インタビュー》上田假奈代

５月号《特集》職員必携！パーソナル・スキル《インタビュー》陸奥賢

『秘伝！デキる人の仕事』

プロフェッショナル職員の働き方・生き方

２月末発売　定価：本体1,600円＋税

『市民自治のこれまで・

これから』今井照・編著

定価：本体2,500円＋税　
最新･105号



次号157号予告（2014年10月１日発行予定）

― 特集　これからの高齢者福祉施策の課題と展望 ―

介護保険制度と共助によるコミュニティの再構築 松原　一郎

介護予防と自立支援 近藤　克則

認知症対策～ケアの流れを変える取り組み 前田　　潔

地域包括ケアシステムによる安全安心な生活の継続 上田　智也

＜タイトル・執筆者については変更になる場合があります＞

◎未曾有の被害をもたらした東日本大震災から３年余りが経過しました。被災地において

は，復興がますます本格化する中で解決すべき課題に変化がみられます。この時期に，

どのような課題や問題点が残されているのかを検証し，今後の復興の進め方について考

えるというＰＤＣＡサイクルによる復興の進行管理が求められると考えられます。

◎その検証の結果は，将来の大規模災害への対策を考えるうえでも大変意義があることだ

と思います。

◎本号が，東日本の被災地だけでなく，全国民が東日本大震災からの復興の現状を知り，

力を合わせて復興を成し遂げる一助となることを期待します。

◎次号は，「これからの高齢者福祉施策の課題と展望」（仮題）を特集します。ご期待くだ

さい。

[問い合わせ先]

〒651-0083　神戸市中央区浜辺通5丁目1-14　神戸商工貿易センタービル18F　FAX 078-252-0877

　　　　　   神戸都市問題研究所内　季刊「都市政策」編集部宛

編 集 後 記

■本誌の価格据え置きのお知らせ

　本年４月１日より消費税率が５％から８％に改定されました。季刊「都市政策」は，

税込価格について引き続き650円で据え置くことにいたしました。これに伴い本体価格

は619円から602円に改定しております。

　今後は消費税のさらなる引き上げも予定されており，価格を改定させていただくこと

もあるかと存じますが，購読者の皆様のご理解とご協力をお願い申しあげます。

　　季　刊　　都　市　政　策　　　　　　　　　　　　　　　　　 第156号 　

印　刷　　平成26年６月20日　　　発　行　平成26年７月１日

発行所　　公益財団法人神戸都市問題研究所　　発行人　新　野　幸次郎

 〠651-0083　神戸市中央区浜辺通５丁目１番14号（神戸商工貿易センタービル18Ｆ）

　　　　　　  電話 （078） 252-0984

発売元　　みるめ書房（田中印刷出版株式会社内）

 〠657-0845　神戸市灘区岩屋中町3-1-4

　　　　　　 電話 （078） 871-0551

　  印　刷　　田中印刷出版株式会社 　

＊　落丁・乱丁本はお取替えします。　
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